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序論

20世紀後半の日本の基礎素材産業は，高度成長期にはその主務産業としての発展とそ

れに伴った資源・公筈問題において，そして第 I石油危機以降は僧造不況に陥ったなか

での再編成を通じて多くの問題を経験してきた この産業部門は，それ自体が国際産業

であり.欧米においては多国籍企業の行動によって支配されてきた 日本の産業や企業

も，このような国際競争の中で，伎術革新や設備投資，そしてリストラクチャリングを

展開してきている噂さらに p 先進諸国における同時代的な産業再編と立地変化について

の実証研究の対比からは， 日本産業における立地体系と地主車問題への対応の独自な性絡

を浮かびょがらせることができると考える.

これまでの産業地理学においては，産業の空間的な立地と，その立地している個別の

地成における問題とが中心的に扱われてきた. しかしながら，産業立地は，企業の投資

行動の一環であり，また個別企業の行動は同一産業内での他の企業との銃争関係，さら

には国家の産業政策の枠組みと関りを持ちながら展開されている.このような災態を把

握するためには，産業地理学の理音量的な枠組みそのものの再検討が必婆となる.

日本の経済地理学における地獄情造論を中心とした既存の諸研究と， さらには英諮問

における 1970年代以降の新たな研究の諸潮流との付比を通じて.理論的な枠組みの発展

を図る この恩給的な枠組みにおいては，第ーに，国際経済と国民経済のマクロな環境

のもとにおいて，個別の産業と企業が筏術革新や市場競争を通じて成長や再編の行動を

行ってL、〈点をまず捉える.第二に，このような企業行動の-f.賓として企業の釜閥的な

立地体系が形成ー再編される局面を分併する この分析においては p 新規立地や工場閉

鎖などのように直接的な立地変化を伴うものだけではなく.既存立地の事業所内部にお

ける生産変化や，市崎・技術ー組織等の非空間的な意思決定の間接的な結果としての立

地体系の変動をも含んでいる.

第三に.ii業・企業と国家 自治体による政策介入との関係を考察する 日本におい
ては，産業の成長や再編に対する産業政策の役割が評価されている 同時に.新規の工

場立地をめぐっては，産業基君主の整備や環境規制lなどの点において自治体が来たした役

割にも大きなものがある.一方，不況期においては，工場の縮小や閉鎖に伴う不況地域

問題に対処するための対策が講じられた 地械との関りにおいては，コ ンビナートの土

地利用計画の混乱や，工業湖水道の過剰整備などの地成の環境 ー資源問題にも言及する.

本稿において実証研究の対象とするのは，石油化学とアルミニウム裂錬の2つの産業

である.この産業部門は，急速に需要が鉱大しiJl要な基礎素材を供給し，また先進的な

技術と大規僚な投資を必~としたために.日本の企業 企業集団と政府・通産省におい
ても重要な位置づけをあたえられた このなかで企業開での過当な設備投資競争を背景

として，新波立地 追加投資に伴う立地体系が同時に形成された.

このようなプロセスにおいては.国家 ・自治体の産業法鍛整備などの地減開発政策と

の関連が生じるし，この立地自体が用地 ・用水なとeのヰ士会資本錐備上の陸路に制約され

る しかも，コンピナートや工場の新I曽設が，政府による投資調整と用地供給に対する

地域昔十聞と一体となって行われた結果.欧米にはみない集中的，かつ先発コンビナート

では非君!閥的な土地刺用形態をとっていた.この結果，大気や水系に大量の廃棄物 汚

染物質を排出するために，公答問題が深刻となった 新規立地や工場拡張自体が，環境



対策や住民運動からの浪曲1)を受けることになる

一方，石iUI{i1:機以後の仰造不況下において，産業危般の陥った企業1;，過剰!となった

設備の処理と新たな事業総門への展開というコーポレイト リストラクチャリングを進

めた 1980年代の日本の石制I化学企業の再編は，欧米の多国絡企業が実施していたドヲ

スティックな大規模なM&Aは困難であっただけに，通産省の介入の下における構造改善

計画と通じて行われた 設備の休止 廃棄と雇用調獲は，地域経済の労働市場や関連下

縞企業，自治体財政などに対して深刻な影響を引き起こした この段階においても，成

長主花的な開発政策に代わって，雇用 関連産業への不況地域対策が講じられた この

リストラ fチヤリングのプロセスにおいても，日本企業の独自の蔑用慣行などを背景と

して.企業内部の調整を伴った特徴的な符繍が行われたことを確認することができる.

本清文の情成lま.まず第 l章において，産業立地と企業行動，産業政策をめぐる既存

の緒研究を踏まえて展望を行い，産業のリストラクチャリングについての地理学的な研

究の理論的な枠組みを提示する.第2Jerでは，産業立地を企業行動や経済構造全体との

関係で扱おうとした. 1970年代以降の欧米の企業の地理学や行動論的立地論，構造アプ

ローチなどの研究動向の成果と課題を明らかにするとともに，さらに，日本の地成構造

論との}J法論的な対比を通じて，産業再構のなかでの立地変動を扱うことの意義につい

て述べる.

第31聖では，基礎素材産業を中心とした圏内Jj_ぴ欧米における産業地理学の諸研究に
主づいて，日本のこの産業部門の立地体系の特徴を指摘する.また，石油危機以降の構

造不況の時期における工湯の縮小と閉鎖について，産業立地の側面からとりあげる場合

の方法について言及する

第4耳置と第5輩では，日本の石油化学コンビナートの立地と.産業調書E政策の下にお
ける立地変動についての実証的な分析を行う .第4章でl丈高度成長期に形成されたコ

ンピナ トの立地体系の特徴を明らかにしたうえで. 1980年代前半の構造不況と情造改

普~f'i函のなかでのa 各企業，各コンピナート地区における過剰設備の処理と ， 企業間協
絢による生産 流通システムの再編の笑1L~を分析する.第 5 章では80年代中盤の市況と
収益性の回復のなかにおける t 生産能力の地強，高付加価値製品の導入，新製品への参

入，研究開発の強化などの動向と.それらの地域的な展開をまず明らかにする さらに，

倒別地減の事例として.住友化学によるエチレン・プラ ント等の廃棄と新規事業の導入

がみられた新居浜地境を取り上げ目雇用と関連企業への影響，離職者や中小企業対策の

実態，不況地成政策における課題などを検討する.また.術論として，石油化学コンピ

ナート自体における設備処理ヤ高付加価値製品への転換などの生産体系の調整にもかか

わらず，インフラストラクチャーの艶備の而では用地の遊休化や，工業用水事業の過大

開発が行われている点について，四日市コンピナートの事例を紹介する.

2事61控は.日本の71レミニウム製鍬工業の第二次大戦前からの出発と.高度成長期に
おける急成長，そして石油危機後のエネルギーコストの上昇に伴う国内での撤退までの

長期的なプロ七スを取り上げる 電力コストと電力産業体制jの変化にともなう電解工場

の立地条件の変化，公害発生型産業であったがために立地制約，地方圏の中規模開発拠

点への誘致と波及効巣の申1)約性と不況下での微j且の問題などの点から分析を行う .
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1産業再編に伴う立地変動と地域政策の課題

1.1 はじめに

臼本をとりまく経済環境の激変のなかで，企業行動もまた揺れ動いている. 1980年代中期か

ら現住までの10数年間lをと ってみても.まずG5後の急激な円高からバブル経済へのシフト.
貿易摩僚もからんだ電機・自動車などの日本企業による対先進国投資の本俗化などが起こり.

続いて90年代に入るとパプル崩様後の「複合不況」から抜け出せない中で.93年から95年ま

での「飽円高」の下でのASEAN 中国への生産のシフトと製品輸入の埼加.そして最近の

円安への揺れ戻りなど，めまぐるしい局面の変化が起ってきた.経近の「空洞化が懸念jされ

る状況から.円安による企業収益の改普や輸出の増加への反転などのように，現実をフォロー

して研究を進めるためには，今後も絶えず分析を見直していくことが必要であろう.

このような変化の激しさを表わす「リストラクチヤリングJrダイナミズムJといった言葉
が，研究の分野でもよく使われている 短期的な変動を分析する場合でも.目先の動きだけに

とらわれずに，長期的な構造変化の中に位置づけていくことがi必要であるし，またその急激な

短期変動を過して情造そのものが転換していることも意織しておかなければならないー

経済情造の変動のなかで，企業の立地行動と各地の地域経済もまた大きく揺さぶられてきた.

経済のグローパル化が進み，企業の戦略的な立地行動が国内外を同時に視野に収めて行なわれ

ているだけに，国際環境の変化がよりストレートに地域経済に影響するようになり，円高 不

況や海外投資，囲内での新規事業への転換などに伴って国内工場鮮の再編が進められている

このような経演と産業の急激な情造変化li. さまざまな地減問題を発生させている その中

にあって限られた手段しかもたない自治体とコミュニテイが，地減産業の不況対策や活性化等

を笑現することは非常に錐しくなっている 自由化を進めるグローパル化と規制緩和のなかで

は.図家のレベJレにおいても産業政策の有効性をめぐって議論があろう.それゆえにこそ，変

動自体に関する現状分析とともに，産業立地とj也減経済をめぐる政策的な展望を行う議議にも

問っていかなければならないのではないか.

このような課題を扱うためには，多元的なフレームワークが必要である.全体的にみると

国際経済一国民経済ー産業一企業ー労働一地娘一生活等の各要素から構成されるindustri副

syslemsとして捉えることができる11 しかしながらそれらを平板な関係としてみるのではなく，

t構造的な連関のなかに位位づけるとすれば.主要な影響力をもっ市場変動や大企業の行動と.

副次的な影響を受ける労働，地成冒生活のサイドに分化していることがわかる (Massey.1995.

Sayer and Walker.1992). さらにはf走者のサイドから見た地域の安定性や存続を，前者の産業 ・
企業のダイナミズムとの対抗とともに，さまさ'まな傾向のなかで相互に連関し，媒介されてい

る側面をも r芋かひ'ょがらせることを通じて，政策論的な展望をひらいていかなければならない
と，思わtLる.

本主主の綴角及びZ車組は，第ーに上記のような産業立地や地主主経済の実態について，国民経済
や国際経済の全体としての情造変化のなかでとらえる方法論について学説的な展望を与えるこ

と，第二に経済政策・産業政策全般と，立地政策や地成政策の相互の!関連と牙'fI雷する問題を明

裕にする視点を提示すること ，第三に現在の工業を中心としたリストラクチャリングの実態と

その問姐点を把鐘すること.第四に最近の市場原理に基づく産業立地の潮流と，コミュニテイ

をi主役とした地成政策との関述性をめぐる課題と展望を明らかにすること。以上の4点である
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1.2産業システムと立地変動

し2.J分割fの7レームワーク

まず最初に，企業行動を含めた産業変動のメカニズムと，その変動の一部分として立地変化

をとらえる方法の問題を取り上げる.工場の立地変動について，それらを企業の組織と行動の

文脈の中でfE爆しなければならないことは. r企業の地理学Jなどが既に指摘してきたことで
あゐ (Krumme.1969al.輸送費や労働力，地域的集積，市場沼等の立地因子は.非空間的な

生産・ jJi場・経営等の符要紫と結びついて作用する さらに，この企業の行動自体カψト部の経
済社会環境によって影響Iや制約を受けるとともに.企業行動の累積が経済情造そのものを変え

ていく.立地変動の産業全体のダイナミズムのなかでの位置づけにかかわる方法論について，

次にみるような務理論とそれらに関する最近の研究動向，および問題点を検討してみる

国民経済の再生産権迭との関連において産業立地と地域経済を把慢する必要があることを指

摘してきたのは，政米よりもむしろ日本の戦後の経済地理学の諸研究であった.個別地域の問

題を国民経済のなかに位置づけることが議論されてきたことをふまえて，矢田が提起した地域

情造論は，国民経済の再生産構造から立地・配置を媒介として形成される地域橋造を明らかにす

る方法を示しているーさらに国民経済の地域情造の図際比較が重視され，国民経済の地域構造

と国際経済との連関へと視角が拡張されている(矢田. 1982. 川島編.1986，矢田編，
1990) . 

この地域情造論に対して中村岡1)治郎 (1990)は，地法的分業からの視角の有効性を認めつつ

も.独自の自治体論的なアプローチを対置している.しかしながらこのアプローチは，産業変

動や大企業の行動自体に関する現状分析とは切り離した上で，政策書量的な視点から提示されて

いるために，有効な展望となることは図録であろう.

また.鈴木洋太郎 (1994)と柳井雅人(1997)は，立地論に重点をおきながら地域構造論

の理論的な展開を図っている そこでは産業論や技術君主の一般的な理論は組み込まれているも

のの，次iiiiで検討するような例え1;(r日本的経営」などの社会的な生産システムの位置づけが
不十分なのではないだろうか.さらに，中村の場合とは逆に，市場図やプロダクト・サイク Jレ

などによる地域情造の把爆を地域政策の議論にどのように結びつけてい〈のかも課題となろう

立地論カ司!論的には空間的な賞用と収入の変化に主たる対象を限定してきたことを批判して.

企業行動や経営組織を取り入れて展開されたのが，英~ft闘での「企業の地理学J ないしは「行
動車量的立地論」である2) この「企業の地理学Jの登場の背景には，第2次大戦後の本格的な
多国硲企業の行動と図際的な産業再編成，さらには欧米諸国において進められた縁辺地域への

大企業の分工場の誘致とその政策効果の限界などがあったといえる.

この企業論的なアプローチにおいても，企業を取り巻〈経済環境との関連をおさえる視点を

ー応，は持っているが，外部環境自体の術遊とその歴史的な変化を分析するマクロな視点を欠い

ているために，企業レベルでの一般的，抽象的な分析結果となってしまっている また政策的

な関心から出発しているものの，どのような立場に政策的な基準をおくのかが不明確である

しかしながら，企業行動そのものを対象とした分析の重要性が失われているわけではなく，企

業行動を産業部門や，国民経済，世界経済の文脈のなかにどのように位置づけるのかがポイン

トである31 なお，次節で検討するように国際比較を重視する視点からすると，欧米の経済地

理学における企業論的なアプローチを，社会経済的な背景の差一興を抜きにして日本にも直接適

mすることには慎重さが必要であろう
:IA諮問におけるもう一つの厳業地JlJ!学の潮流をかたちづく った， Masseyらの「構造7プロー
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チJ(;1，問機の時代背景によりつつも，分析の対象を企業レベルに限定せずに，資本主義の経
椅構造全体との関りのなかで空間的不均等と地域問題を扱う政治経済学的な枠組みを提起した

(校橋1989，Lovering，1989)，また，これも当初から政策的な関心よって研究が導かれていた

が，産業分析の悦角を深める とともに，現実批判からさらに積値的な政策提起を目指した研究

が数多く現れている.. 

~問自つな鋭角 の欠如を批判されて主た新古典派経済学の中でも，最近では K rugmanの
g('ogrl.lphical economicsをはじめとして。空間経済についての新たな浬論的展開がみられる

(Krugman， 1991.藤悶昌久. 1996) .行動識が批判してきたような従来の新古典派経済学

の完全情報や最適行動の前提を綴れて，収穫逓J骨や不完全般争，複数均衡，経路依存性等を導

入しE グローパル化のなかでの地域的な集積の形成や不均等発展を説いている しかし，なお

市場メカニズムの作用に分析を限定しているために.最近のフレキシピリテイ論争にみられた

ような社会的な生産システムまでの煽り下げはみられない50

このように経済地理学では企業レベルの研究も積径がJに進められているが，現代の産業のダ

イナξズムを把鑑するためには分析の枠組みを拡張して，一方では国民経済 ・世界経済から把

握する構造的な視角を持っとともに，他方では労働過程や生産システムの内部的な編成にまで

織り下げる必要があろうーまた，各レベルにおける経涜政策や産業政策，地域政策の関与とそ

のf主義にも注目する.このようなフレームワークを設定したうえで.対抗関係や交互の調整後

能を含めて各レベルが相互に煤介され，直後・間接な作用が働く機構に焦点をあわせていきた

い(図1.1) • 

図I.!分析の枠組み
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1.2.2国際比較の視点

次にこの枠組みと?昔按に関連するのは，地域構i宣言歯や生産システム論にみられる国際比較の

促点である 個々の企業における技術革新や労使関係のあり方は，各国の経済構造の特質によっ

て規定されてくる側面が大きい.この点に関って，経涜学や経営学においても「日本的経営」

や「日本型生産方式jについての議論が行なわれてきている 経済地理学においても，臼本の

みならず海外の研究者からも日本企業の進出などにともなう問題に対する関心が高まっている

のも同織の視点からであろう.

このような国民経済的な比較分析は，一般的・基礎的な理論の直祭的な適用では現状分析が

行えないことから出発している.日本では戦前の日本資本主義論争以来の経緯があり.後発資

本主義としての特殊性を一般理論との関連でどのように犯』産するのかをめぐって膨大な論争が

行われてきた.特に.現状分析を行う労働経済論や中小企業翁，農業経策論などの個別分野に

おいて，この点は絶えず陪jわれてきている.日本経請の歴史性と特殊性を考察の前提とするパ

ラダイムは経済地理学でも共有されており.例え 1;(川島 (1963)は高度成長前半までの日本工

業の地主主的f構成の局地的な集中と垂直的な分業について，欧米と比較したうえでの日本資本主
義の後進性と急成長から説明している.

このような日本経済についての評価が. 1970年代以降に大きく変化する.石油危機を減量経

営・とME揃町革新で乗り経えて高い国際鋭争力を持つにいたった日本産業への認識に基づいて，
それまでの「後進性Jに付するネガティプな評価から，同様に特殊であるとはとらえながらも，
一転して「臼本的経営Jの良好なパフォーマンスを積極的に評価するパラダイムへとシフトし
てくる もちろん.このような議論に対する批判も続いてきたのではあるが.社会科学的な現

状認訟のうえで単に「後進性Jの視点では説明することができない段階にあることは間違いが
ないめ，このような日本的な産業の特質が，リストラクチャリンタのあり方にも当然反映され

る.戸j織の問題は.国境を位えた企業の別の社会への進出に伴う適応や適用の問題からも論じ

られている.優近においては，アメリカ企業の優位性の復権と，パプJレ崩壊後の日本企業に対

する批判や日本企業自体の方向転換のなかで.ポジテイプなω哨面白体が再び問いなおされてい
る71

国際的な比較の上では，各国を全く特殊なものとして扱う文化主義的な立犠を除いて.比較

を行うためにはむしる理論的に共通の基盤が必要である.しかし.企業行動と経済環境および

笠間性の一般的 揃象的な方法論にまで還元してしまうと.企業行動が行なわれる全体として

の経滞情迭の具体的な文脈の解釈とそれに対する価値判断が失われてしまい，説明力の有効性

に欠ける紡呆がでてこよう.理論的なモデル自体がある時代の特定の地域の現実の認識に大き

く依存するものであり，それらを相対化する視点と.現実に対する政策的な判断の多元性を忘

れではならないであろう勺この点について，さらに産業と立地をめぐる側面を中心に検討す

る.

日本の製造業が国際競争上の優位性を依然として保持している事実については異論がないだ

ろう しかし，その原因の理解とともに優位性の背後にある問題性の評価をめぐっては議論が

分かれる.石油危機以降も先進諸国の附においてはほぼ例外的に高い成長率を維持し，製造業

の服用も 198011二代末までは噌加していたことが.園内における産業立地にとっても全体的には

プラスに作用している また，大都市固における環境の慈化や地方図の開発政策の限界，ある

いは円高や不況等にともなう諸問題の発生という点についても国内では大方の意見の一致があ

ると思われる.他方，日本を対象としている海外の諸研究では。日本の経済地理学のような構
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造的な認識が一般に不足しており.特定の産業集積などへの部分的な評価が多い. また，中小

企業論や労働経済論と問機に.一部の日本の研究のポジテイブな評価にのみ依存する傾向がみ

られる"

生産システム論のレベルでは.特に自動車産業のトヨテイズムをめぐる議論が注目されてい

る.生産性の上昇を可能にした内部の「柔軟」な労資関係と，カンパン方式を一つの代表とす

る下鴻企業の利用が，自動車産業の立地の簡での再集中化をもたらしたことが指摘されている

このような企業における技術や経営の'$!因と，空間の次元における立地因子を結びつけたアプ

ローチが，産業j也漫学においても進められてきた'0，

現干Eの7 イクロ・エレクトロニクスの発展にともなう技術革新によって.標準的大量生産方
式から ι 多品種小畳生産を行うフレキシプルな生産体制への移行が可能となってきている ま

た. 7レキシピリティは広義には労使関係の資本にとっての柔軟化と市場関係の回復をも意味

している.このような7レキシピリティと産業立地を関係づけた理論に対して.新しい現象を

強倒しすぎており.現在の時点における比重や実証性への疑問もすでに提出されている

(GerLler.1988) .産梁立地論がより一層.産業論と労働市場論との関係を強めることによっ

て.現代の新たな地法的分業体系の再編成の特徴をとらえようとしている傾向がうかがえる

(SCOll and Storp企r.1986)

工業の地J樹博造の図際的な対比を念頭において，もう一つの場合をあげてみよう.第三次大

戦後の高度成長の時期には，各国において既存の産業集積地域から囲内の縁辺地法への工場立

地の分散傾向が現れてきた. Vernon (1966)のプロダクトサイクル理論もこの傾向を説明す

る考え方である.この中で形成された国土の中心的な産業地域と縁辺的な分工場の立地地主主と

の関係に必いては.工場のf支持fや経営組織の廃性において違いがあることが一応予想される

例え11.経営学のコンティンジェンシィ理論における企業環境と，産業地理学での空間的リ

ンケージとを結ひ'つけたMcDermotland Taylor (1982)は，実証的にはイギリスのロンドンの

中心部と周辺部，地方閣の電子産業の工場の生産と組織の諸属性についての計量的な分析を試

みているが，必ずしも成功しているとは窓われない.逆に，多国務企業の量産工場が立地した

スコットランドと白政府・軍事調達向けの国内企業が立地している南東部の現実を対!照的に示

した.Cooke et al (1983) らの具体的な産業研究による説明の方が明瞭である

日本の場合には，金属機械工業の生産体系の広械化と.大都市圏や東北 九州などの量産工

場や節品メーカーの再編がみられる.大都市圏中心部の工業集積だけでなく，地方図に分散立

地した分工湯群の性格の積径がJな評価や，地元企業の対応を重視する視点が打ち出されている

(Yamamoto.K.，1992.末吉.1989) さらにいえば.減量経営や円高 ・不況による諸問題への対

応を経験することで.より一層生産システムの効率化が進められてきた.

ステレオタイプ化した新しい空間的 ー国際的分業論に対して，またそれに影響を与えたプロ

ダナトサイクル論に対しでも，方法論的な疑問が出されている Storper (1985)とSayer

(1985)は，一般的 側象的な型論と特殊歴史的な現状分析を区別すべきであるとのべゐ.競

争関係そのものは一般的に作用するが.それがモデルの前提とする形態をとるか，あるいは別

が展開を行われるかは，状況依存的な (conlingent)問題である Masseyにもみられたように，

ラアイカル系の一つの傾向としては.原論的な一般法則よりも歴史的 現状分析的な視角をよ

り11i:視しつつあった.

ステレオタイプな議論への批判から，現在の最新の段階における新しい生産方式と立地体系

の問題が論じられている. Scott (1983)は.標準的な生産方式による垂直統合と立地上の空
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閥的分散の形態に対して，大都市工業における下請制的な関係による準垂直統合の利益と，移

入労働力による苛汀ウ';'f.助の使用が，工業の先進国への再集中の現象を説明するとしている

1960年代以降の世界経済のなかでの多国籍企業の行動や産業再編成の同時代性とその国際的

な差異が，地域構造論と傍造アプローチがそれぞれ採用している具体的な方法論と中心的な課

題の速いに反映している 11) 時期的な変化や国際的な差異を重視することによって，一般的な

モデルに変わる状況依存性の議論をさらに進めれば，国際的な比較類型を筏野に入れていくこ

とにつながっていく Slorpcr and Harrison (19~ 1)は，産業連関とカパナンス方式に基づい
た生産と経営の方式の形式的な類型化を一方では試みているが，同じSlorper(1992)が行っ

ているアメリカ フランス・イタリアの辰史的・制度的な文脈をふまえた類型化の方に説得力

が感じられる

1.3産業政策と立地変重油

1.3，1 B本の産業政策

経済情造の変動に対して現在では何らかの経済政策，産業政策が展開されるのが通常となっ

ている.日本産業についての国際的な関心は.同時に日本政府の特に産業政策をめぐる論争に

つながっているll) 戦後の日本の産業政策の歴史をたどれば.戦後復興から高度成長政策へ

さらに石ial危機以降の劣位部門における産業調整から，ハイテテ産業を中心とした「技術立国J
や現在の様々な n苫性化」政策へと推移してきた.
ジョンソンは.戦時期から戦後に続<1日内務省一通産省の産業政策の連続牲に注目して.成
長志向国家における政府の役割を重複している.このような産業政策の役割についての肯定的

な評価に対して，国内では三輪のようにi量産省と企業とのi旬での設備投資行動の調整過程をめ
ぐる政策介入の効泉についての否定的な議論がある さらに，橘川などは企業行動の側面から

みて. r企業それ自体Jの成長を最優先させる原理を，産業政策との相互連!喝のなかではより
重視する必要があると主張している.なお，直接的な効呆には疑問があるとしても，産業構造

審議会の議論などを通じて，側別の企業・業界団体と政府との情報交換の綴能があった事実に

ついては各論者に共通した認識となっている.

具体的な産業の発展経路と産業政策との関わりをみていくと， ジョンソンなどのような注業

政策重視論と，三輪にみられるような企業行動と市場級争を重視する議論はそれぞれ一面的で

あり，対畿とする産業や時期的な区分をふまえて，産業と政府との相互依存関係を整理する必

裟がある.

少なくとも1960年代中盤までは外資法による許認可制jを根拠として行政指導を行うことがで

きた石油化学産業の育成と，分野鋼!Itと少数企業への集約ができずに企業行動の独自性を中心

として発展した工作機綾産業では通産省の役割とその結採が異なる ω

1960~ft中主主以降の貿易と資本の自由化の流れの中では，外資~などによる規制が緩和され
ていく一方で，欧米の多国籍企業との鋭争に直面することへの危機感が，政府・業界を一体と

した産業構造審議会などでの双模の拡大と企業集中を基調とした度業政策への動きの背景となっ

た 大企業による旺獲な謀占関銃争の紡呆として生じた過剰投資問題の鯛暫定を政府が果たそ

うとしたことも事実であるが，投資制整や産業集中政策の効果については，結J来軽的にかえつて
過剰な参入と設備投資を誘発したのではなUい、ゆ坤か、という疑問も呈されている 1川3町}

lω96防5年の転i製盟J期納以降は ' 技折f革新の進展と大lí~投資の具体化によ って国僚銑争水滋に到遼し，

。。



国際収支も黒字基調に転じた そのなかで日本的な!tilllシステムも徐々に姿を現してくる 汎
用コンピュータをめぐる企業グループの形成や半導体の技術研究組合などのハイテク産業の振

興も行なわれていくが，産業政策の諜fHll:l:同時に繊維以降に次々と続いてきた貿易摩稼問題へ

の付処と，国内での産業調主主の方にも比重がかかってくる.通産省の産業政策に対する海外か

らのi自大評価が.かえって貿易問題をめぐって政府が前面に出ざるをえない状況を作り出した.

しかしながら.日本企業の独自の行動力が高まってくるなかで，政府の役剣は相対的に後退し

てくる 1990年代の現在では.自由化.規制緩和の流れのなかで，産業政策も不透明な調設や

誘if1.から. Iレールを明篠にした市場経済の際、則の方にシフトし始めている

1.3.2産業政策と立地政策

このような産業政策の展開と並行して，国内での産業立地政策が進められてきた 産業政策

の定義をめぐっては小宮 (1984)の標準的な理解のように，主として資源配分や産業組織をめ

ぐる非笠間的な次元からとらえる立場があり，人口の地1量的再配分や所得再分配は一応は脇に

おかれている.ここでそれ自体をただちに問題とするわけではない，産業政策と立地政策 地

成政策との附にあった，直後約 一体的とは限らない多織な関係のあり方に着目する必要があ
る1，11

高度経済成長期の「国民所得倍噌計薗Jにおける重化学工業化と「太平洋岸ベルト地帯情怨j
の関連をあげるまでもなく，産業政策と立地政策や国土計薗は一方では密接な関係を持ってい

る.この計画の中でも開発の対象地主主の優先順位と，地主主傍差の是正という矛盾した課題が掲

げられていたのであるが.やはり産業発展を優先した政策のもとで，企業が既存集積の外延的

拡大を中心とした立地行動を行った結果，地織的には過密 過疎問題が引き起こされた.

産業政策と地域政策との関係は，成長のプロセスにおける新規投資の立地と産業基量産等の主主

備についてだけではなく，不況産業の縮小ー倣退の調監のプロセスによって引き起こされる立

地変動と不況地援の発生の場合にも問題となる.欧米の場合は企業の般退や工場閉鎖にともなっ

てE 地岐に深刻IJ>j:不況や失業が発生したことが大きな政治問題となった.日本の場合は.後に

検討するように不況産業の調態政策も地域政策の一部分にあったとはいえ.消極的なかたちで

の産業立地政策としての明確な位置づけを与えられていたとはいえないであろう同.

国内の個別j産業一般をめぐる政策においても，実際には産業及び企業の立地を媒介として個

別的な地戚の問題につながることがしばしばある 例えば.繊維産業の貿易摩僚や新日鉄の合

併をめぐる経i帝 政治権力栴造の分析を行った大級 (1996)は，織維産地の動向や釜石の地元

の動きも視野に収めている 同様のことは日本の場合に限らない白アメリカでもデトロイトの

自動車産業界や.シリコンバレーの半導体業界のロビー活動がアメリカ政府の対日圧力の背景

となったケースをあげることができょう (Saxenian.1992) .産業政策の重要性を積極的に説

くヴォーゲル (1984)は，九州における石炭産業の衰退過程と IC産業の発展に関わった諸機

関を事例として，日本の穫祭政策が地成レベルでも発筏Iされたと評価した上で.アメリカでの

問機の例としてノースカロライナ州のリサーチ トライアングルがあることを紹介している

現在のサンベルトの諸州|による誘致の働きかけがなかったわけではないとはいえ.政府による

耳Hj~関連の大線機な研究開発 目 政府調i室等の活動が.結集としてハイテク産業地域の誕生の契
機となっている.

日本の先端技術産業についてみると，趨LS 1技術研究組合等の大企業を対象とした支援政

策の一万で.テ7ノポリス政策が展開された.テクノポリス政策自体も，少数の地域を対象と
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した産業政策から分散がJな地成政策に変質したと指摘されている同ーこの日本のケースは.全

〈新しい集療が形成されたシリコンパレーの場合とも立地上の結果が違っている 電後・電子

産業の大企業は，本社や研究所を大都市聞におき，また既存の大都市閣の工場詳の試作 開発

機能への高度化を進めながら 地方には量産拠点工場を展開した 研究開発の促進を支緩した

.!1k業育成政策と， 一部の量産機能の地方閣への展開に対応した地成政策は.共に r.r，支持f立国政
策Jの向じ文脈にあったとはいえ，立地上の車古来とは無関係に別々に進められた.企業の側で

はその阿方を活用しながら.首都圏を中心とした階層的な立地体系を強化していった

産業立地政策の側でも，一応研究所の立地などには関心を寄せてはいたものの，企業の釜間

組織，さらには産業政策全般に対する直接的な関与は行なわれていないことが.このような結

巣を生み出している 立地論における企業の行動や組織に対する経視と同じ問題が，立地政策

においてもみられるわけである このように産業・企業ー地媛の諸次元の変動の後矯において

は，市L品・企業の動きが支配的な影響力をもっとはいえ，産業政策 ・地域政策との直接的及ぴ
間幾的な関係を含めた文脈からもとらえていく必要がある

1.4リストラヲチャリングに伴う立地変化

1.41 ，)ストラクチャ 1)ングと地峻問題

前車において検討したフレームワークを基にして，特に産業 企業・地主主がダイナミ yクに

再編成されていく (restrucluring)動きを検討していく.

Restructuringは「蒋.tlJ造ー化Jを意味し， r情造的な再編Jr構造転換Jr事業の再構築Jな
どの訳がとられてきたが，今ではほとんどカ夕方ナのままで通用している.経済の分野での

restruCluringの最初の用法は， 1960年代中期のイギリス経済の経清危機からの立て直しのため

の構造的な再編成政策としてであった. Masseyand Meegan (1979)によれば，リストラクチャ

リングとはまず1960年代のイギリス資本の手IJ澗の低下と図際競争の滋化のなかで，剰余価値・

利潤をヲ|き上げるために，生産資本の再編成と 町企業集中による所有情造の再編が行われるこ

とを意味していた.このような再編は。資本主義においては一般的には恐慌 (経済危機)のと

きにドラスティックに進行する過程ともいえるが，現代においては古典的な恐慌がそのまま発

現することはなく .国家の経済過程への介入のもとで政策的に進められている.

これが1970年代のアメリカ経済においては，個別企業が不採算部門からi世退して収主主性の高
い部門に比重を移すという「事業部門の再併築jを示すピジネス戦略として使われるようにな

る. Bluestone and Harrison (1982)は， 7ロストベルトからサンベルトへの立地移動にともなっ

て.生産の変化とともに雇用の減少があったことを抱摘している.工業の衰退 (de'

問 dustrializ剖 ion)は，資本の徹退職略 (divestmenl)によって生じており.雇用の減少は工湯

が立地移動しているサンベルトにおいても存在する この企業行動によって引き起こされた工

場閉鎖と地j喧社会の破岐に対して，労働者と地域の側からの対抗の現状と戦術が論じられてい

る.このような産業経済の憎造的な再編の機情と.それがもたらした雇用や地主主経済への7

イナスの影響に注目をよせて研究をリードしてきたのは，経街学，経済地理学の分野の諮研究

であった (BlueSloneand H"rison，1982白 Masseyand Meegan，l982， Anderson， Duncan， Hudson 

1983， Clark，l989) 

日本の場合は当初はアメリカからのピジネス用語として紹介されたのであるが，この本来の

1ま昧の経済構造全体の再編や倒giJ企業の IJ~業再惰築からも離れ.企業合理化のための単なる人
員削減を意味するものとして日常用務化してしま っている.また，旧ソ連(ペレストロイ
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カ) ・東欧の社会主義体制のlJiiJ.良のなかでこれらの諸国の体制的な再編を帰してもよく使われ

てる このように「リ λ トラクチヤリング」は，経済の領J誌についても.世界経済から国民経

済，個別産業，企業t さらには地域経済にと多元的なレベJレで用いられるし，さらに，政治や

社会，文化，教育などの分野においても使用されるようになっており，現在ではほぼ一般名詞

化している.

資本主義的な企業は ， 手Ij~到の危機をめぐってさまざまな生産組織と所有構造を再編する戦略
を展開した 金融・財務的な再編を一応別として，具体的な事業内容に関してみても，不採算

部l'日、らの鍬返や成長部門への転換，新規制l門への進出などの事業部門の再情築が行われる.

そのような再構築のなかには，過剰となった設備苧雇用の削減も含まれる それらは立地その

ものの変化にただちにつながるわけではなく，既存工場の内部でのプラントの休止・廃棄や新増

設，さらにプラント内部での生産ラインの変更もしばしば行なわれる.他方では，移転や新規

立j也.他の企業・工場の合併・買収，既存工場の閉鎖などの立地変化を伴う場合がある.この

ようなリストラクテャリングとそれに伴う立地変化，特に工場閉鎖や徹退については，部分的

な縮小や完全な閉鎖，工場問て・の生産の集約化などの形式的な立地変化とその要殴による区分

を試みた諸研究もあるが (Townsend.1983. Slafford. 1991. Clark and WrIgley. 1997)，既存立

地の内部における変化を含めて.生産過程の再編成の全体をとらえる視点が必要である.

リストラクチャリングと立地変化に関する代表的な研究の一つであるMasseyとMeegan(1982)

li，厩mが減少した産業部門における再編成について，設備削減，労働強化.投資と技術革新
の三つの彩般をあげている.また，柳井雅也 (1993)は販売市場と製造装置の二つを基準とし

て.それぞれの縮小 ー一定 拡大を組み合わせた四類型から，工場内での稼働率の低下.労働

力の削減.内製化.設編集約などの消極的対応と，設備追加導入.下請 内職利用.工場新規

立地による量的拡大と質的強化の対応として整理している MasseyとMeeganli企業内での再編

に限っているが，柳井のように下請関係の再績をも含めた方が. 日本ではより幅の広い変化を

とらえることができょう川 レイオ 7や工場閉鎖が常態化している欧米と比較すると，日本の

場合の一定の庭用調整などをともなったリストラクチヤリングには独自の特徴もみられる ω

企業の縦退は当該企業にとってもサンフ・コストを発生させるが，それは企業にとっての私

的な費用の問題にとどまらずに.失業の発生や，関連産業への影響.後収の滅少 社会資本の

遊休化などの社会的な費用を発生させる

l故退や倒産にともなう工場閉鎖にしIi'札1;1'，撤退に伴う企業戦略とそのマイナスの影響を受
ける労働者や地成の側の対応.さらに社会問題化した場合の政治的プロセスを含めた分析が必

要であるは1 新規立地の場合にも.その決定がなされる前後から実際に生産が開始されるまで

には 地元との協議澗獲をめぐって一定の手順が必要である 縮小や閉鎖，さらには倒産な

どの場合には7 イナスの影響が大きいことから，労働組合との協議や地元自治体への説明.実

際の資産処分にいたるまでにもかなりの期rU]を要する.どのようなケースにおいて e 工場閉鎖

や企業買収に対して地元からの抵抗の可能性がみられたのかにも関心が注がれている

(Elllinger.1990. Herod.199I，Jonas.1992). 

1.4.2日本工業のリストヲタチャリング

園内の製造業の全事業所殺は， 1990年の72.9万から95年の64.4万へとわずか5年間で11.7 

%の減少となっており ，従業者数でみても同じ期間にl.l79万人から 1，088万人へと91万人.

7.7%のマイナスを記録している.石油危機以降をとおしてみると， 1970年代後半の減量経営
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1時の底がちょうど1977年の1，088万人であったから，それ以降の1990年までの増加分を一挙に

技失した結呆となっている山

繊維;査当世，鉄鋼などでの履用の合理化は，特に不況期を中心として一貫して続いているが

生産笠については好況や鋭争力の回復を問にはさんでいる.また，電機，自動車など石油危機

後の主導産業においても短期的な不況による縮小変動は経験している 80年代の成長は目ざま

しかったが 90年代前半に入ると不況と円高・海外進出の影響から出荷額や雇用の減少は激し

く，ょうやく 95・6年以降に出荷額では繍ぽいとなったものの.雇用の減少は続いている抽，

このような工場や従業者数の減少をさして.しばしば「産業の空洞化J現象と呼ばれている
政府の「空洞化」の定義では，製造業の庭用の絶対的減少.あるいはサービス経済化に伴う格

対的なシェアの低下が起こり，また囲内の製造業の国際鍛争力の低下や多国籍企業による生産

の海外移転に伴って，工業製品の貿易収支の黒字が減少し，さ らに，園内での研究開発や生産

投資の機能の低下が持続的な経済活力の喪失につながっていくことを意味している f空洞化j
論をめぐる議論の紹介は別に行ったが211 イギリスやアメ 1)カにおいて製造業の雇用が滅少し

た文脈とも日本の場合は異なる.

パプル崩壊後の図内不況と円高の進行ともなって上記のように工場数 従業者数の減少がみ

られる 日本の企業戦略の上では海空付文資や部品の海外調達，製品の逆輸入を急激に士官加させ町

また製造業の貿易収支の黒字を縮小させた 低付加価値の工業製品ではすでに輸入が国内生産

を上回っているケースがしばしばみられるとはいえ，貿易収支全体としては英米のように赤字

に転落することはなく， 97年からの円安への反転と内需の減少にともなって，現在は再び黒字

が拡大している 囲内の工場詳の縮小再編とともに，研究開発機能の維持や新製品の開発など

の機能的な高度化を同時に進めていることからしても，日本の製造業が単純に「空洞化Jして
いるという見解には疑問があるー

現代経済の情造的再編成li，国内地域防1ないしは国際的な産業立地の変動を引き起こし，空

間的 国際的分業体系を新しいものへと変えてきている 国内立地と海外立地を多国籍企業に

よる代替的な投資戦略とみる点から.英米での産業空洞化に対する批判が行なわれてきた

(Blueslone and Harrison，1982， Peel，1987) ， NIESの台頭と先進国の工業衰退を裏腹の関係と

して把爆するとともに，この結*として旧来の先進国工業と発展途上国の一次産業との簡の古

い国際分業に変わって，先進国とNIESの工業rUjの新しい国際分業が発展しているとするFrobel

el al (1980)の議論がそれにかかわっている，7レーベルらは新しい国際分業の成立条件とし

て，産業立地の国際化と交通過信体系の整備，労働過程における熟練の解体，そして発展途上

国を包疾した国際的産業予備箪の形成をあげている

しかし日本企業の投資行動についてみると，逆の相関関係を示すわけではない問.国内と海

外の各地域の景気の変異や，通貨レートの変動，あるいは貿易政策の変化などの複合的な要因

が作用していると予想される.一定の時点に限れば投資をどのように配分するかの問題はある

とはいえ。むしろ経済環境の変動のなかで p 国内外ともに中長期的な戦略をどのように展開し

ているのかがlK'l¥lであろう

注目すべき点I:J:，第一に.国際展開を進めることが，大企業あるいは中堅企業にとっては園

内外ともにビジヰスを拡大していくチャンスとなっていることである.実態調査によれば231

企業としては急激な円高やアジア地域の経済成長が緩いていた時期においては，海外進出はほ

とんど必然的な要簡であり.進出先における生産体制の梅築とともに，国内で縮小した部門に

欝わる機能をいかに新規に創出していくがが課題であった 経営上におけるグローパル化と，

内
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進出先及び国内の既存工場の問方におけるローカJレ化.および相互のリンケージによる国際分

業体制の編成が問時進行的な謀題になっていたといえる

~こには，大都市閣のインナーシティに立地していた中小零細工場群の地威的な集積の縮小
や，大都市圏周辺部やj也方図における分工場，下請企業の縮小再編が進行したことである 24，

ミクロな企業レベルのデータを利用して，囲内立地と海外投資や貿易の変化に関する分析が行

なわれているが(深尾. 1995， 1996).大企業を主な対象としてその変化を捉えるミクロな方

法では，階層分化をともなうマクロな構造変化を把復することに制約があろっ.

1 4.3 J血減経済のリストラ?チャ，}ング

このような企業の再編戦略にともなう立地変化のなかでも，とりわけ大企業による工場の縮

小・閉鎖1;1:，地域経済の雇用や関連産業，地方財政に対して大きな影響を及ぼすために社会的

な問題となる叩地jまへのインパクトは.その地峡経済自体の性格によっても異なる噌単一の

企業や産業に特化している地方閣の中小都市の場合には.その産業の縮小によってマイナスの

乗激効果が生じる 庭史的な背景をもち影響力の大きな企業都市のうrースでは，企業と地域社

会との長い結びつきによって，経営的にドライな再編はしにくいであろう.

大都市閣のように都市化の集積のなかで産業情造が多角化している場合には，続小のインパ

クトの占める位置が小さく，他の部門に吸収される可能性も高い.このような工場立地と地主主

経済がも っているパフクグラウンド自体も.縮小 再編の企業戦略をめぐる条件を構成してい

る 地続経済や自治体に対する配慮が少なくてすむことや，遊休化する資産の有効活用または

処分，新規事業の導入などが容易なことなどから.大都市圏の方が問題が少ない場合があろう

問機の問題は，中小企業群を主体とした地場産業の都市でも起こる.内需や輸出主導で成長

してきた地場産業が，円高や NIEs'ASEANの追い上げ. さらには地元企業自体の海外

進出などによって，縮小する局面が続いている牟かつての低賃金基盤や産地内での社会的分業

情造のメリ γ トも失われている.大企業における雇用制墜と対比して，自営的な零細企業の転

廃業では影響の出方もことなる.産地自体が内郡に抱えていた高齢化と後継者不足のなかで

円高や輸入製品の増加などのインパク卜を契機として，急激な工場数の減少につながった産地

も多い このような場合でも， ~ß市簡の周辺部のかつての地場産業都市では，新たな工業部門
の立地や，サービス産業化， さらには住宅団地の形成などの都市格迭の変化の中に巻き込まれ
ているケースもみられる27)

日本経済の傍造変化から.産業企業の再編を通じて地域経滑に対して影響が及ぶjカニズ

ムと，日本経済が地域併造や都市システムを娘介として簡)]IJの地域経済を編成してる機情とが

重なり合っており，相互に影響しあっている.

l.S産業調型車と地域政策

t.5.1産業調整政策と地域政策の関係

以上のような企業レベルにおけるリス トラクチヤリングは守市場経済ではまずは「企業の自

己責任」の原則によって行なわれるものである .しかし，各産業分野の全体が rmj圭不況Jに
陥った場合に.欧米のような企業自体によるドラスティックなリストラクチヤリングは困難で

あっただけに，日本の場合は業界全体の協調と政府の担当郎r'Jの介入が強まり .1970年代後半
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から80年代前半にかけて術造不況産業を対象とした榊造改普計画が進められた.

第一次石油危機後の全般的な不況や減益経営の進展のなかでも，エネルギーコストの上昇や

発成途上国からの~い上げ。 さらには過剰設備の発生などの深刻jな問題を抱えた合繊， 7)レミ

製事n，化学等の業極を対象として， 1978年には特定不況産業安定臨時措置法が制定され，過剰
設備の処理などが進められた さらに，同法の期限と新たな不況産業の発生などを受けて，

1983年には特定産業情造改善臨時措置法が施行されている四1

この日本の産業問主主政策の特徴は，第一に， OECDの積極的調整政策の提言を受けて，不況

産業の保護政策よりも，市場を通じた資源配分の調整を基調としていることがあげられる(経

済協力開発機情縞， 1984)， 1980年代以降に日本を含めた先進諸国においては，経済政策にお

いても新自由主義による 「規i!，1J緩和」ゃ「民営化jを進める市場重視の考え方が広まった.産

業調量産政策についても.保護主義的な政策から市場メカニズムによる生産要素の移動の円滑化

を重復した「積極的調整政策jへの動きが強まっている.

しかしながら，このような産業調整と地域活性化がスムーズに行なわれる保証は市場経済の

被情のよでは存在しない.市場機構を通じた自由な企業行動による再編1;1，短期的な立地の流

動化と不安定化を引き起こし，また展用面などでの情造的ー地波的なミス 7 ツチを発生させる

術極的綱鐙政策のように市場メカニズムが発生させる社会的費用を考慮しない調主主政策には問

題があるー

アメリカやEU諸国においては，なお管理貿易守補助金政策への依存が強かったのに対して，
日本はむしろ集中豪雨的な験出によって貿易摩織を引き起こした側の立場にあった.一時は経

清安全保障の観点から園内に生産機能を存続させる必要性があるととなえられたこともあった

が，彼自E的調誌の視点に転じた.財政的には関税制当て制度(アルミ製錬)，残存企業への負

担配分(造船)などがとられ，また事業の共同化や活性化投資に関する減税制度が置かれたに

も閲らず，それらの実質的な効果は少なかったと評価されている むしろ.過剰設備の処理や

共販会社の役立などのカルテル行為が独占禁止政策との調撃の上で認められたことが大きい

(関口・殿内， 1984，三菱総合研究所1983， 1988). 

表l.l産策調整関連法と不況地法対策法

t再逮不況産業 第2次石油危複，構造不況 G5円高.経漬構造調Ji

産業調豊富関係 特定不況産業安定臨時措置法 特定産察構造改善臨時指置法 産業構造転換円滑化臨時措置法

法 (1978) (1983) (1987) 

不況産業・ 地 特定不況業種雄聴者臨時措置 特定不況業種特定不況地域 特定不況業種関係労働者の扇周

域雇用関係法 法(1978) 関係労働者の雇用の安定に関 の安定に関する特別措置法
する特別措置法(1983) 11986) 

特定不況地域級職者等臨時措 地縁雇用開発等促進法(1987)

置法(1978)

不況地減中小 特定不況地波中小企業対鍛臨 特定案積関連地主主中小企業対 特定地域中小企業対策臨時措置

企業関係法 時措置法(1978) 策臨時錯置法(1983) 法(1986)
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第二に特徴的であったのは.地域的な影響にも一定の配慮はなされていたことである.不況

産業の合』理化に伴う雇用や関巡中小企業，地域経済への影響を緩和するための政策が同時に実

飽きれている(表1.1) 不況付策のための財政支出としては設備処理等よりも雇用調整問速の

方が大きかったとはいえ，ー時的な措置に過ぎなかった.また，企業経営の悪化や工場の合理

化に対して.労働組合守地元自治体の対応についての捌査も行われているが，結果的には合理

化の方針が貫徹され.地域の側からの有効な対策は非常に困難であったとの印象がやはり強い

(仁田，1988，戸塚 ・兵議， 1995) 

過剰人員の発生等への対策はむしろ企業内での雇用調盤の方式に依存する側面が大きかった

(仲代， 1989，柳沼， 1991， ドー 7，1991) 大企業における終身雇用市1)の見直しの動きも

みられるとはいえ，なお内部労働市場における庭用調整の慣行と綴能的な7レキシピリテイは

失われてない 労働力の再配位や人材活用などの誠監方式はさらに，新規部門への展開などの

ミ?口町jにみた企業のt活力にも対応している 一定の積境や条件の下においては，企業の既存

資産の有効利用や新規部門の事業投入によって，既存部門の縮小にかわる工場やコンビナート

の flH稗築が行なわれるケースもみられた('lii"~ ， 1987)， 

不況産業対策と個別地域を対象とした地戚対策の関連性は認められるものの，全国的な立地

変化の視点からみると，不況地成問題の発生は全国的大企業による工場開での設備集約化の行

動によるところが大きいにも関わらず，この不均等な立地再編を是正するような方向での政策

的な介入はほとんど行なわれていない 地方圏の中小工業都市の場合の方が地元への影響が大

きかったのであるが，鉄鋼や石油化学では生産がむしろ大都市圏の相対的に新しい工場に集約

されている(富樫，1986，中島 小杉， 1997) 1970年代後半の工業再配置政策では三湾一

内海での新規投資は抑制される方針であったが.この情造改善に伴う集約化はこの規制を緩和

させる動きをもたらした.最近では.工場等市1)1現法における規制緩和など，大都市圏の地域的

な集積の活力を生かそうとする方向に転換している制

円高やバブル崩壊後の不況のなかで，地方圏の分工場の閉鎖の事例も個々には伝えられてい

るが(河北新報社編， 1997) ，日本企業の場合は，アメリカやイギリスの諸研究にみられるよ

うに， M&Aやリストラクチャリングによって次々に工場閉鎖を繰り返すような企業行動は比

較的少ないのではないだろうか 存続している企業群においては.新たな製品開発や事業の共

同化などを通じた活力がみられることも見逃すべきではない この点に地域的な産業の活性化

への期待がかかってくる.

1.5.2地域産業政策の手段と限界

多国籍企業のダイナミ γクな行動と，それにいっそうの自由度を与えているグローバルな経

済的自由主義の進行のなかにおいて，国家的な産業政策の有効性には限度がある.まして.ロー

カルな産業政策の次元にまでおりれば，その図難性はますます高まる.まず，国家的 ー地滅的

産業政策を制約する諸条件をあげておこう，

第一に，世界貿易はWTQによるグローパルな自由貿易体制の一層の強化とともに，E Uや
NAFTAなどの国際的なリージョナリズムの形成が進行している 従来の国民国家を超える

広滅的な市場統合や，資本と労働力の移動の自由化が進んだことによって，狭織的な経済循環

としてのまとまりは薄れている.また， E Uによる経済的 社会的諸制度の国家間での調整に

よる綴準化のように，一国レベルでの規制の独自性も弱められて，広I量的な制度のもとでの管

理に移行している

p
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第二に，国際的な大規様な資金移動の流動化にともなって，フロート市1)のもとでの通貨レー

トの変動が激しくなっている .一時的な投機による通貨レートの高低が，直接，製品コストの

格差に反映するために.国際綬争力の水準が通常の生産ソステムにおける対応の範図を上回る

レベルで左右されてしまう.

このように世界経済の変動や多国籍企業の行動が図家主権をも婦なっている側面があるが.

それでもなお一回単位の政治システムの動向が.マクロ経済的にも，また個別jの産業や企業の

動向に対しでも持っている決定的な織力性を喪失しているわけではない 次に，産業調整への

地J主的な政策的介入の英米での事例を検討してみる

第一にレイオ7と工場閉鎖に対する規制H昔置としてのアメリカで行なわれた「工場閉鎖法J
がある抽 これは工場閉鎖にl掬して事前の予告期限を60日として早めて，その後の対応を促す
ものである アメリカでは労働市場自体に流動性があるので，このような時間的余裕をもたせ

ることにも意味があるのであろう

第二には a 工場の閉鎖に対して，労働組合とコミュニテイ，地方政府が共同して対抗行動を

とる渇合がある.また，州や市の側から工喝の嫌退や企業の買収に対する法律的な規制lや訴訟
が行われた事例も報告されている(Jonas，1992) .この場合でも，やはり市場の変化や企業

行動そのものを全面的に規制lすることまでは不可能であるが，生産を維持することの社会的な
意味での必要性が社会的な運動を通じて訴えられている (Blueston.andHarrison，1982). 

第三に，工場の存続をめさ'して企業と政府が再編計画に関する合意を形成して政策的な援助

を与えた1970年代中期のイギリスの労働党政権が試みた「計画協定J制度がある'" しかし可
これも企業の側での投資の被槙性の欠如とマクロな経済環境の悪化のなかで.有効に作用した

とはいえない.複数工場制企業による工場の縮小 ・合理化・閉鎖を重視したMasseyとMeegan

(1982)は，不況下でも地減的に可動な庖用変化があるので.新規立地だけではなく縮小調整

のなかでの立地をコントロールすることの必要性を主張していた白

いずれも緊急の必望書性と政策手段の復索の中から考えられてきたものである.また，社会経

情的な文脈のi車いがあるのでどの図においても適用できる一般的な政策手段ではないが，日本
の不況地成対策としても参考になる点もあろう .市場後十再に全面的に依存した調笠政策では教

えない不況j也成問題があるが。他方では市油機構を全く煤介しない規制l政策にも限界が存在す
る このことから，オールタナテイプな地域的産業政策を媒介手段に用いようとする考え方が

畳場してくる'"

1.5.3産業のダイナミズムと地成のサステナピリテイ

産業システムはlJl.笑には特定のi也峨及び地法問・国際間の関係の上に存立している. 1.3.2で

言及した一般的な産業政策と産業立地との間のギヤ アプを， 地域的な産業政策を通じて媒介す

ることの可能性を検討する.市場での鍛争と技術革新の進展によるダイナミズムを考慮に入れ

たうえで.長期的な構造変化に向けての展望を試みる.ここでは，ダイナミズムに対応するこ

とのできるポジテイプな7レキシピリティと.生活の基盤である地域経済としての存続 (サス

テナピリティ)の視角を持つことが必要であろう(富樫， J997b). この点をめぐってさらに議

論を展開すると，複数の釜11目的なスケーJレにおける経済活動のembeddedness'"からみた.立地

の変動のなかで形成される相対的なまとまりと，地域的な存立の問題を考えることができる

第一に， E UやNAF'TA，束・東南アジアの各々において国際的な広域経済圏が形成され
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るなかで.多国鞍企業の戦略と組織の上でも.世界3極体制lをとった分徳的な地域統箔本部体
制が展開されている (大前，1989， Dicken， Porsgrcn and Malmberg， 1994) .現地市場に対応

した営業や研究開発.生産体制の十時築は.国際的な広I控経筒問を単位とした相対的なまとまり
をかたちづくっている.

第二に，広域的な生産システムはその中に複数の局地的な産業集積を持ち，それら相互の問，

および広域閣内の縁辺地法に分散している機能とのIllJでのネットワークを形成している.従来

の国民国家が目指した，あるいは国家の産業政策が目指した自立的な再生産構造 (7)レセット

裂の産業情造)を超えた~倒的なスケー Jレにおける.サポーティングーインダストリーへの関
心や，ローカル・コンテンアによる規制。さらに広域的な経済協力の促進は，この広t量生産シ
ステムの形成を促している")

第三に.生活閣に対応した狭媛的なレベルでの産業活動とコミュニティとの関りが問われて

いる.この点に関しては限られた事例ではあるが，シリコンパレーや第三のイタリ 7351，ある

いは日本の工業集街地械が関心を呼んでいるように l ローカ lレな産業集積がイノベーションの

~ä:とな っ ていることが評価されている.またその産業活動がコミュニテイベースの企業家グ
Jレープや伎民，地方政府の一体的な連燐によって支えられ，またコミュニティの活力とアメニ

ティが人材の育成や新企業の創出の背景となっている.これらは狭義の経済の市場主義的な考

え方には収まらない，地主主における共同王義的な動きとしてみることができる.

E主業政策と地成政策を積極的にリンクさせることによって展望を拓こうとする議論が行なわ

れている.例えば，大量生産体制から「柔軟な専門化Jへの分水嶺の乗り起えを主張した
Sabel (1989)がある. またこのような中小企業を主体とした産業地域政策の限界の指摘した

上で.大企業を包含したネットワー少化とその中での「信頼関係jや習熟過程を重視して企業

労働者の形成を図ろうとする立場もみられる (Harrison，1994.) 

日本政府の「地域経済レポート95年版j (縫務企画庁調査局， 1995)では， r企業が地法
を選ぶ時代jであると述べている.また，企業と地域との共生の可能性も模索する議論も行な

われている(下平尾， 1995) 企業が短期的に干1)潤を上げるためにより低賃金 低コストの地

峨を求めて立地を流動化させる一方では，長期的な生産体制を情築ー維持していくために協調

関係を持つことができるような地域を求めて，立地点を探索してもいるのではないだろうか

"， 

1.6おわりに

産業のリストラクチャリングにともなう立地変動を分析するための枠組みと.市場経済の中

での企業行動による立地変動の動きが地域経済にとっては，さまざな問題と政策的な課題を引

き起こすことについて論じてきた.

1980年代以降に先進諮問においては.経済政策においても新自由主義による 「規制緩和」ゃ

「民営化」を進める市場重恨の考え方が広まった.現主Eの日本政府の経済政策の視点も. r大
餓争時代Jへの対応から企業や市場の活力に重点をおく施策が進められているー国際化・自由
化の中での激しい産業再編は，グローパJレな立地変動を引き起こしている この立地変動その

ものは.広域的 国際的な生産と市場のネットワーク化とともに.各地における産業集積の成

長と一部での縮小や不均等発展をともなっている

社会的に大きなI問題となったケースにおいては，地域経済の経済的な雇用や所得の変化だけ
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ではなく，歴史的な経緯や政治的な!P}Jきも関わった複雑的な情況を呈する.大企業の合理，化と
国家のilE楽・再編政策とが結びついた場合には，業界団体や労働組合，自治体などの組織の動き

は長期的に見てそれを押しとどめるまでの力とはならないが，短期的な保障措置や長期的な地

域経済ビジョンの作成などの可能性につながっていく.一方，地成経済自体も内部の権成や広

滅的な地域の変動の中での位置などによって.個別の産業の再編から新たな地域経済の再構築

へと向かっている

一時的で単純な r:?Z洞化論Jから現実をみるのではなく，全国的・国際的な分業体系の再編
のなかにおいて，地域産業の位置づけと将来へのピジョンを考えるべきであろう .環度変化に

対する自立的でフレキシプルな対応力と，その基鍍となりうる地域産業をとりまく外部経済の

再評価.さらには狭義の経済をこえたコミュニティの維持などの視点から，オーJレタナテイプ

な地h量産業政策のあり方を考えていきたい
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2.産業再編と企業行動の地理学

2.1産業地理学の詩潮流

現代のめまぐるしい経済情造と産業・企業の変貌のなかにあって.産業立地と地成経済の諸

問題も大きく変わりつつある.これに対して， 立地論 地Iま経筒論も，企業もしくは産業論や

労働過経分析に1見野を拡大しながら，理論的にも実証的にも新しい研究を生み出している 欧
米の研究において。特に注目すべきものとしては. 1970年頃に笠場した「企業の地理学Jや
「行動治的立地論」と呼ばれるグループと，ラディカ Jレ系の「情造アプローチ」がある.

第二次大戦後の欧米の工業地理学は近代経済学的な産業立地論を中心として展開されていた

1960年代末から「企業の地理学J， r行動論的立地論jなどの新たな研究潮流が登場し.企業
行動論や経営組織論などの成来の上に立って，現代の産業立地や地域問題に関する分析を発展

させてきており，綾近の欧米における経済地理学の活性化を促している"

すでに日本においてもこれらの動向に関していくつかの紹介があるが.おもに企業論的な方

法論に関心が集まっている. しかし，将軍造アプローチや企業論的な実託研究を検討すると.企

業行動を中心としながらも，むしろ現代資本主義における産業や労働過程の再編成が，どのよ

うな地滅的な影響をもたらしているか，あるいは立地行動や地主主社会の再編成の問題が経清社

会情造そのものの再編といかに密接にかかわっているのかが問題となっている 欧米における

工業地思学の新潮流は.従来の新古典派的立地論への方法論的な批判とともに， 1960年代以降

の欧米資本主義の情造的な再編成の過程における産業立地の変動とさまざまな地域問題の実証

的な解明の要務を反映しているからである.

日本の経済地理学においても，戦後日本資本主義の地成f構造の分析のなかで，大企業の立地・

配置が来たしている役割に注目することが必要があることが述べられてきた 現をの産業立地

と地織経済の問題を解明してゆく上において.この欧米ならびに日本の工業地理学がともに，

企業の立地行動が地域情造の編成において果たしている役割を重視している点においては共通

した関心を持っているといえる引

その研究の中においても，産業組織，企業行動のあり方が問題とされているが，一方.欧米

の工業地理学の般近の動向をみると， r企業の地理学J. r情造アプローチJ等において同様
の彼点が強制されてきている.この日本における地法構造論と欧米の産業立地研究の新しい動

向との本俗的な比較，検討はまだ行われていない.

一定の方法論的な頬似性，差異とともに特に興味深いのは.欧米の研究が， 1960年代後半か

らの激しい産業変動を対象として，研究成朱をあげていることであるー日本資本主義の高度成

長.そして低成長下においても比較的良好な成果が.国際的にも注目をあびてきた.一方，経

済と産業の危機が深刻であった欧米においては，この構造的な問題との関係において，産業立

地研究が進められている点からすると，この経済構造の相違から，地域傍造の比較検討を試み

ることもまた，十分に意義があると考えられる この視点から再び臼本における産業政策，産

E組織.そしてそれとの関係における産業立地と地域情i査のあり方を問うことが必要とされて
いよう

本意においては 4 第ーに.企業の地理学ならびに行動論的立地論の展開を紹介しながら守そ

の間組点を1与lらかにする 次いで，情造アプローチの創始者の一人のMassey.D.B.の理論的かっ
実証的な研究の発展とその特徴を検討する そして.第三に日本の経済地理学における地波情
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造論とMasseyの情造アプローチの方法論的な比較検討を行つことを通じて.現代資本主義の構

造的再編と深くかかわった分析の方向性を採る

なお。1970年代以降の多係な研究を整理していくうえでの学派の呼ぴ方について整理してお

く.総合的性格をもつものとしては.Wood (1980)が「システムアプローチjと「構造アプ

ローテ」の二つをあげている その後も Slorper(1981)などによってこの二分法が一般化し

ているが，前者に「企業の地理学J. r行動科学的立地論jが含まれる この両者のi遣いにつ
いては，企業の地理学を提唱していく Krummeらの研究は個別!の企業，産業，地域を扱う記述

的な研究が中心であり φ 行動科学的な一位的方法論をとっていない Massey (1973)は，行

動的な研究潮流について.記述的なものと一般理論的なものの二つの存在を指摘しているが，

Krummeらの研究は前者に相当する. Watls (1980)は.認知。意思決定の過程を扱う行動科

学的な立地研究は図雛であるとして.企業の地淫学の展望からはずしている.より行動科学的

な産業立地研究としては.Townroe (1969，1972) . Dicken (1971) • Norlh (1974)などが

あげられる.ここでは.以上のような異なった研究方法の存在を前提して，企業の地理学と行

動科学的立地君主の用語を併用する.

2.2 企業の地理学の発展と成果

221はじめに

産業立地論の理論的発展の主流は，新古典派経済学の理論との結合によって進んできた.

しかしながら. 1950年代の終わりごろから，経済学における経済人 (economicman)の前提

に対して.行動科学の立湯からの批判が生じてきた (Simon，1959).この点を受けて 立地論

においても中心地 (cenlralplace)論における消費者行動論からの再検討31 工業立地論におけ

る大企業の空間組織への着目に始まる企業の地理学 (geographyof enterprise)の受場，さらに

は企業行動理論や経営組織絵を噂入た行動科学的立地論の展開が現れるようになった とりわ

け1970年代から80年代の前半にかけて，企業の問題に焦点をすえた鼓多くの産業立地や地成

問題の研究が発表されてきている.

このような欧米の研究動向のついては.すでに西岡(19i3)による企業の地理学の視点や

Krumme論文の紹介，児島 (1979.1982)の企業の空間的情迭と活動金問]についての考察，日

野(1981) の.r，~市群システムとの関係における大企業の立地行動についての展望，中島

(1984)の行動科学的立地論の体系化に向けた盤理，必岡 (1985)の地成経済への企業論的

アプローチとしての検討，等地<{jわれている"

しかしながらそれらは，企業論的な産業立地研究の紹介や展開が中心となっているために

t/JJ切の論者たちの対象となっていた現実の問題への関心のあり方や，ヴェーパー的立地論への
行動科学的立地誌などからの批判とそれにHするヴェーパー的立場ーからの反論，両者それぞれ
の立場からの笑託研究と問題点目その後の両者折衷的見解.両者ともを批判する待造アプロー

チの登場などをめぐっての論争，といったものの整理と倹討は， まだ行われていないようであ

る.

これらの点を考察するとともに，企業の地理学や行動科学的立地論の意義と限界をも明らか

にすることが本節の課題である.

以下では.まず. 1960年前後のMcNeeの先駆的研究から， 1960年代末-1970年代前半のワ

シントン大学 (UniversilYof Washinglon. SealtleJにおけるKrummeらの笑証的・理論的研究
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に手ーるまでの企業の地理学の流れを検討する 次に.J960年代末からイギリスのAr回誌等を舞

台として展開された行動科学的アプローチとヴムーパー的アプローチと論争を追う.股f去に，

それ以降の両'Itの関係をめぐる議論に触れつつ，方法論の按;思!と検討を行うことにする

2，2，2 企;'1'<ーの地内学の提唱

ルIcNeeが企業論的な研究を発表し始めたのは1960年頃であり，欧米の人文地理学にも次第に

機能論的な.あるいは問wgeographyと呼ばれる理論・計量地理学的な研究が登場してきた時期

にあたる.地理学の全体の動向1のなかでは，いわゆる剖登革命によって個性記述的な地域研究

から，法lllJA立的な理諭的 己|量的研究への転換が1950年代-60年代に進行した.立地論の

;n入もその一環をなすものであった.
それと前後して，地域研究に対するナイープな機能主義 (Philbrick .1957)の立場があらわ

れていた， McNeeはこのような機能主義的な観点を継承するかたちで，特に現代における最も

重要な郷市的 産業的「生活機式J (genre de vie)として現代大企業を位置づけ，その企業単

位における産業の機能的空間組織の研究の必要性を述べた (McNee. 1960) ， 

「生前ー練式Jの概念はいうまでもなくフランスの地理学者ヴイダJレード・ラ プラーシュ
(1940)によるものであるが.McNeeはプラーシュから地理学研究において人間への関'L'、を中

心とする悦点を受け継ぎながらも.現実社会の変動を背景として.フランス学派の農村などに

ついての地域研究治、ら現代における宜捜な社会的組織である大企業へと.研究対象の転換をは

かったのである.彼はまた，従来の地理学が研究の対象外としていた企業内部の活動にまで立

ち入り，企業の際能主義的地理学 (runctionalgeography 01 the firm) .企業の地成 (company

reg拍n) とl呼ぶものをも取り上げようと試みた.のちにMcNee(1986)が回顧しているように.

伝統的な地理学が狭い地域的な現象を対象としており，企業そのものを対象とした研究が受け

入れられにくかったことが問題であった.その点の理解を求めるために，ラ ープラーシュの生

活機式の概念を借りながらも，どちらかといえば農村的な表象にかわって，現代の都市的 産

業的な「生活様式」としての大企業を対象とする研究の正当性を求めたのであろうー

McNee (1958)は笑託研究の対象としても，実際に石油メジャーでの経験を基縫としながら守

多国t寄金粂の空間組織を取り微った先駆的な業績を残しており.現代大企業のなかでも規模や
国際性にぶいて典型的な存在である石油メ ジャーを取り上げて，企業の発展過程と国際的行動

を追求した しかし.ょの段階では，なおメジャ の国際的な事業活動の事例の紹介のレベル

にとどまっている.

McNeclよ「経済学と経済地理学J (McNee.1959)という論文において，機能論的な動向とと

もに.7イザードの立地論に注目している.その意味でいえば，当時l主新古典派立地論を批判

して「企業の地内学」を鐙場させたとはいえないようである.

McN閃 li. 当時からすでに経営学や産業心理学なと・への関心を示していたが.さらに「地域

~1'ÎÌ'i. 官僚制lおよび地浬学J (McNee， 1970)においては.カソレプレイスの「新しい産業社会J

論 (Galbr"ith.J967)を現実認放の必礎としており，現代社会における大企業と労働組合，国

家という組織化の問題を示して，大企業体罰1)を地理学研究の焦点にすえるべきことについて再

論している しかし.すでに企業の外部からの研究の困推さを告白している.

こののちも，{皮は企業のj也J理学の発援にi'ì ~i~ し，システムアプローチ (systems approach) 

により .チャンドラーような経営組織論的にみた企業活動の空間的な成長のモデルをもも示して
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いる (MrNee.1974J ここでのシステムの用誌は.一般ンステム論のような厳密な均衡 変動

論ではなく，以前の機能主義のように現代企業の内部組織の変化をゆるやかに相互関連的にと

らえるものである.

一方. 1969年の論文にみられた地理学の社会的有効性の主張は.その後も繰り返し述べられ

ており (McNee.1981).大企業の行動の地域政策にと っての意義の研究の:必婆性にふれ，その

方向にそったli.If究の登場を歓迎している.地理学におけ研究対象としての大企業の選択と.そ

の社会的意義の追求という点において. McNeeの先駆性.主滋性を評価することができょう.

彼に続いた企業の地理学の発展と。特にカナダの従属f生を明かにしたBrittonやSleedのような
政策的な問題関心をもっ研究を高〈評価しているが，綾近の論文 (McNee.1986)をみると，む

しろより7ナーキスティックな志向を表明している.企業論的な産業立地研究は，以下にみる

ように経営組織論，企業行動論の影響を強〈受けてそれを導入した方法論を展開しようと試み

たが。 r企業」の持つ空間性が重要であるのは当然としても. r企業j論的な枠組にとどまっ
てそれ自身を再検討するための基準を徒示しなければ，袋小路に陥る恐れがあった.しかし，

のちにHaYlerand Walls (1983)による企業の地理学の展望が，研究の目的と立場についての

疑問形で終わっていることは.依然として，現状批判と政策代案との基準均q;明瞭であること

を示している.

McNeeの問題提起を受けとめて，従来の立地研究と対置するかたちで企業の地理学の基本的

構成を提示したのがKrumme(1969.)である.Krummeはそれまでの立地研究が単一工場制企

業の立地(あるいは，企業の段初の工場の立地)のみを対象として考えていたことを批判し

複数工場企業の行う工場のt町長と縮小.移転，分工場建設，他の企業の吸収と合併.工場閉鎖
などからなる多機な立地行動，及び立地:'IU!::を扱う必要のあることを指摘した また彼はこの
ような立地行動を企業行動全体の一部として把盤しなければならないとして，企業合併などの

非?i'閥的な意思決定も空間的な工絹配陸の上智力11などによって企業の空間組織の変化をもたらす

と述べているーこれらの議論によって，企業の行動を中心にすえた立地研究の方向をさし示L，

空間的に変化する立地因子に研究対象を限定する立地li.If究を乗り舷えようとする立場を明らか

にしている.

Krumme (1969b)がふれているように.立地論研究には，立地因子を生産関数と結びつけ，

立地拾を経済学の生産理論等でより一般化したMoses(1958)等もあったが. その際において

もt Krummeが問題としようとした企業組織は.射程には入っていなかったわけである また，

限界代容分析で示される機情は，現笑の企業にあっては環境に対する適応過程という形態をと

る.この適応行動の成否は，再び環境からの取捨選択によって規制される.この企業と環境と

の関係を.".daplive'adopliveな相互作用として.KrummeとともにSleed(1968 Jはとらえて

いる.Sleedのこの議論は， Alchian (1950)が経済分析に情報の不完全性と予測の不確実性と

を取り入れようとした際の方法でもある.

立地側獲をJti.伽jする俄構として従来の立地分析を理解すれば.従来の理論はKrummeが説く

ように単一工場制企業の般初立地のみに対象を限定しているものである.ということには必ず

しもならないであろう しかしKrunlmeの主眼は，むしろ，それまでの実証研究の多くが辛壊

上，研究対象を段初の工場立地に求めがちであ った点をつくことにあったのではないか また

この点はともかくとしても，従来の理論的研究が単なる生産要素の集合としての企業・ (firm)

の概念を前提としがちであって，内部組織を持つ複合構成的な企業 (corporale.enlerprise)で

はなかったとする批判は，なお有効であろう.
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このKrumme，Sleedをはじめとして， rleming， Ericksonらの，いわゆるワシントン学派別の笑

託研究が1960年代後半から70年代前半にかけて続々と発表されている 主要なものをあげる

と， Pleming (1967)のヨーロッパ製鉄業の臨海立地の研究， Fleming and Krumme (196B)の

西ドイツとオランダの鉄鋼資本の国際的結合にともなう臨海製鉄所とルール製鉄所の機能分担

の変化の方向性をみているロイヤJレーヘッシュ・ウニオンの研'先， Krumme (1970)の西ドイ

ツにおけるジーメンスの行動についての論文， Steed (196B)の北アイ Jレランドの造鉛業の危

機への対応についての研究.同じく Steed(1971b)の北アイルランドのリンネル工業の企業集

中と立地変化に関するもの， Krumme and Hayter (1975)のシアトル地域におけるボーイング

社の経営の変動の影響についての研究，同じボーイング社についてのErickson (1974)の会図

的な工場配置と立地連関による所得のj也成問波及効果についての研究.などである

これらの研究に共通する点は，第一に，経済環境の交動に対する大企業の戦略と行動に焦点

をあてて，その行動による立地上の変化と地域的影響をとらえようとしていることである 先

進資本主義諸国の経済と産業が大きな変動に見舞われた1960年代の時論的テーマが大きくとり

あげられている.

第二に。 このような課題に対する接近方法として，それまでの立地研究の批判を行い，新た

に複数工場制lの大企業の空間組織と多械な立地行動，経済環境に対する適応と調整の過程とそ
の成否などを把鐙するための枠組みの傍築へと向かったことである 伝統的な立地論の摘象性

よりも，経清環境一大企業の行動ー地減的結果という関連の個別的ではあるが総合的な現状分

析を志向したことによ って.明らかにされた問題点も数多くあると恩われる.

2.2.3 行動科学的立地捻とヴょーバー的立地論の論争

北アメリカにおける企業の地理学の研究動向と時期的には並行して，イギリスのArea誌上で

行われたWood，Taylorらの行動科学的な立場からのヴエ パー的立地論への批判と，それに対

するヴェーパー的立地論の有効性を評価して反論を行ったSmithとの論争を次に検討する.

Wood(1969l1i，ヴェーパーを出発点とする工業立地訟に対して，第一に，経済人と完全競争

の原理は，産業組織体の梅造や目的，管理の多機性を無視しているという履巡行動論に対する

一般的批判に加えてり第二に.愉送因子の意義が低下していることから，これを出発点とす

る方法は受け入れられないとした.そして新しい出発点としては，企業を研究のまま礎単位とし、

僻究の目的は企業の行動を予測することであり，経済環境の変化に対する行動の一般化のため

には，企業の組織情造内における意思決定の方法の研究が必要であるとして，企業行動論

(Cyerl and March，1963)の導入を提起している さらに.特に工業の立地の問題としては，

Krumme (1969a)が指摘していたように.立地決定は企業の戦略選択の一般過程の副産物であ

ると述べている.以後の研究課題としては物的.情報的立地連関の重要性をあげている

これに対して，ヴェーパーの方法を改良して費用・収入両局面による分析方法を提示してい

たSmith(1966)が反論を行った (Smith，J970) ， Smithによれば.費用・収入両局面によって

示される利潤可能性の空間的限界内においては，心理的所得 (Greenhut，1956)の要素も含め

た準(または次)最適 (sub'optimal)立地も可能であることを示すことができ，最適立地への

批判に答えられる内容をもっているとしている.また，立地連関の重要性は認めめつつも，情

報的立地i.!I!l刻の場合すら投入費用の表現されるとしてヴェーパー的方法に包摂されうる.した
がって.ウ'ェーパーを修正したアプローチを出発点とすることは依然有効であり .Woodの立場

i.t rヴェーパーを産湯ごと流す」ものであるとの反論を行った.

内

J
内

4



図2.1平lJ潤可能性の空間i的限界

相入山而

出所:Sm.th(1970l 

官111

収入

P-Qの断面

Woodと同織の立場に立つTaylor(1970) も， Smilhに対して批判を加えている まず，空間

的限界の慨念についてであるが.イギリスの鋳物工業の事例をとり，主に輸送費を中心とした

費用曲線の変化によっては， 10%の干lJ潤に対してイギリス国内のようなスケーJレでの地理的距

綾では，耳目l潤が負となるさE間的限界が生じないことを示した.次に，Smilhの示したヴェーパー

のn頂点の立地図形アプローチの適用については，企業の新設などに際して生産地出身の企業

家は販売.購質上の知識由旬Z足していることから.立地連関が立地の牽引には働いておらず.

むしろ立地後の企業の生存と発展の条件となっているのではないかとして.企業行動に即した

理解の必要性を示している.

図2.2イギリス鋳物工業の利潤可能性の空間的限界

」寸ーマ
64' : i 210 
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出所:Taylor(1970)を若干補足
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前者のなについては.産教による輸送貨の製品価格に対する比率の進い.輸遊覧以外の流通

時間，情報などの面での媛触の利益などさらに考l昔に加えねばならない点があるとはいえ

SmllhのをfU)的限界の図式が，輸送~の意義の低下にもかかわらず. ~rifl官Jな貸用変化を示す縦
軸を強調しすぎており，地理的スケーJレ.利潤などの変化の帽を具体的に明らかにしていない

という批判はできょう

Smilh自身，多くの立j也因子を厳密に計算した費用 収入両局関の笑証的分析の困難を述べて

おり. ~l!æ 的事例においてもアメリカにおける電子工業など費用局面の分析を行いながらも，

外部経涜の算定の困難を含めて試算の結果と現笑の立地とのズレの問題を残していることは認

めている ($milh.197J)71 

一方.TayJor and Wood (1973) . Taylor (1973)は，首ミッドランズなどの金属工業の立

地連関についての実証研究を発表している.凶ミッドランズはいうまでもなくこの産業の集積

地上主であるが.地域内連関の強さとともに地波間違関の存在も検出されており，立地連関の俊

雄性に加えて，使用的側面よりも行動的視点からの理解が:f::.・要なのではないか，と結論づけて

し‘るー

笑~ìEの困難住は別としても.平1)潤可能性の空間的限界については，次の問題が考えられる

第一に.2E閥的限界の慨念の採用は.Smilhがi主べていたように，準最適立地の場合をも分析に
取り入れるためであった しかし最適立地が不完全な情報，現実の不確実性によって実現さ

れにくいことと同織に.空間的限界の設定に対しでも同じ問題が影響するため.限界線を引く

こと自体が図録となる (Balerand WaJker.1971) 

第二に.Ta)'lorによる批判が示したように，またSlafford(1972)が指摘したように，空間

的限界が対象地法の範関よりも広い場合には，空間的限界が規定できたとしてもその範囲内の

どこに立地するか明僚とはならないという点において，空間的限界による立地分析自体に限界

が生じる.もっとも. Smilh (1981)がTaylorの事例に対して述べているように，工湯立地が

経済環境によって制約される程度(空間的限界カササ象地峡内に設定できないということも含め)

についての知見を与えるという意味においては無意味というわけではないであろう とはいえ，

準鍛治の概念を移入するにしても，どの程度の手1)潤率が企業の生存にとって必要なのか，利潤

がOとなる限界点までを立地可能な範囲とすべきか，等でやはり疑問をまねくことになる

上迩とも関述して第三に.TayJorは一定の利潤E艇を前縫として分析を試みているが，この水

捜自体，景気変動や産2震の成長，停滞など状況，さらに企業の鏡争力や各工織の立地因子以外
の商での面での規筏.生産性などi車いによって変異がある.不況下において遠隔地に立地して
いることによる不利のため，全般的な利1潤水準の低下のなかで平1)潤可能性の杢間的限界外に出

てしまって，工場閉鎖を引き起こす場合などもあろうが，現笑には立地因子のみならず設備の

生態性等も含めた全体的な収益得道左企業戦略上の位置等によって工場閉鎖の意思決定がなさ

れるのではないかーしたがって，動態的な分析とともに.立地因子以外の婆素をも取り入れた

企業行動の分析が必要である.

以上のようにウ'エーパーを修正した方法に対しでも批判があるわけであるが，その立地因子

の分析1:。企業行動のなかの一部分である立地決定の局面では必要となる (Balerand Walker白

1970) . Dicken (1977)は情報収集能力の低い小企業においてよりも，多国持企業内部の戦

略的行動のなかにおいてこそ立地因子への考慮が弘われ，そこではより直接的にヴェーパー的

方法が適用できるのではないか，と指摘している 製品サイクルによる立地移動の各段階にお

いて。市場指向や労働指向が出現する.労働指向の場合，先進国内における労貨の地域差は小

-25一



-ー-

さいが，第三ut界と比較しては極端に大きく，労働指向の典型的なものとなる (Uoydand 

Dickel1，1977) 8)このように，ー図よりも大きな地型的スケールをとった場合には，再び費用

分析が有効となってくる場合もある.

きて，本節ではヴェーパー的立地論と行動科学的立地論との論争を紹介l，若干の検討をも

huえてきたが，両者の立場の進いには，市場機構と企業行動に対する理論的視点の基本的な遠

いが反映していると考えられる 次節ではこの問題に立ちかえり，さらに両者の折衷説，両者

ともへの批判説の倹討を行う.

2.2.4市場機惨と企業行iIf))の視点からみた工業立地

Carr (1983)はワシントン学派の企業行動の研究に対して，産業の変動による立地変化を説

I列するのに，伝統的な経済学や立地論における経済人にかえて，企業の意!思決定をおいたのみ

では立地変化を説明できないと，再検討の必要を促している.Carrの引用しているMachlup 

(1967)の企業の理論として「限界主義，行動主義，経営主義Jについての論文は， Steedな
ども拳照していたものではあるが， Carrl;tjiヰぴMachlupの議論に立ち返って.経済学の限界分

併による企業論と行動科学的なそれとの遠いを明らかにしようとしているーMachlupによれば，

限界主義における企業のモデルは，現実の企業の行動の説明と予測のために構成されたもので

はなく，賃金，関税等の諸条件の変化の影響を受けて.価格がどのように変化するかを説明，

予測するためのものであった この浬論的機成物としての企業は現実の企業と一致しないとい

うことに対して行動科学からの批判が生じている しかし，その際に限界主義が一般的な価格

分析を行おうとしているのに対して.行動科学は現実の企業の行動を扱うということの課題の

違いが不明瞭となっていた.

資本主義的商品経済においては，本来. ~子、的企業が市場の変動のなかで多綾な行動をとり，

それらが市場機併によって矛盾をはらみながらも規制されてゆく.したがって.現実の企業が

経済人や完全情報などの前提をそなえているわけではなく，それは経済学の均衡分析にとって

の理論的条件にすぎない.均衡分析のなかでは企業が利潤極大化を追求する結果として競争機

構を介して均衡が生じうるのであり，企業家の現笑の意識として利潤極大という目的がなく，

いちおう満足できる手IJir.)(satisfaclory profit)や.あるいは企業の生存や成長を.目的とした

行動をとっているとしても，市場機憎の作用のもたらす結果を価格分析は示せればよいことに

なる

また.Nourse (l968) も，立地裁は.企業が手IJi悶を最大にするように行動するという仮定に

§づいて予怨される立地のパターンが，競争によって生じることを示すためのものであり，特

定の生産者の立地決定を予測するものではないと述べていた.Slaffo rd (1972) は，この

Nourseの議論を引用しつつ.マ少ロスケーJレにおける平均的行動を示すものとして見ている.

これに対しでは，パターンの予測については，問機にうまい説明が巽なる前提からもえられる

ことがあるかもしれず，また立地パターンが個別(1':1な立地決定の合計であるとしたなら，個別

の変異的な行動を具に奥常なものであるとするような規制lを経済因子が来たしていることを合

理的に説明する必繋があるとして，なお，工業立地の意思決定の要因，原因，手順についての

知識が充分に繍足のゆくものとなっていないという批評を行っている.

新古典派経済学:の理論を受け入れるかどうかは別として，以上のような議論を不明俸とした

ままで，経済人の前提が現実の企業に適合しないというところから性急に工業立地論の行動科

学化が行われたために f年ひrnicki!nのような立地図子分析の再評価が生じているように恩われ
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jfiJ:品書官椛と企業行動に対する一般的な検討に加えて，さらに，大企業と小企業の行動の違い

に対する各モデルの当てはめや，企業内分業と社会的分業に対する区分の問題がある.

lIayler and Walls (1983)は， Galbraith (1973)による現代経椅の二分法に基づいて.完全

競争状態にあるlfi-工場制企業からなる市場システムに対しては伝統的立地拾が適合し，環境

自体をも変えられる大企業の計画システムに対しては企業の地理学が当てはまるのではないか

と注ペて，二つのアプローチの統合の可能性を指摘している.しかし，小企業こそ完全情報，

利i間短大などの経済人の粂件を現笑には満たしていないことを考えれば.この組み合わせには
無理がある.また，大企業が外部環境を内部化することによって企業組織内に官僚主義的計画

性の要素を待つようになっているとはいえ.他の大企業との鍛争や，世土界経済の変動，産業権

造の変化などの7 クロ的変化への対応の局iliiにおいては，市場機構のなかにあることにはかわ
りはない.また， Dickenによるヴェーパー的原理が多国籍企業の行動に適合するといった議論

については，なお企業内分業の問題と市場後併による社会的分業とが区別されておらず，前者

についてのみの論点にとどまっている"

22，5小指

工業立地論と経済理論，そして現実の経済構造の間の諸関係をめぐっては，例えば市場地減

論とも関連する不完全量生争論が経済の寡占化等への歴史的発展を反映して導入されることがあっ

た.企業の地理学や行動科学的立地論は.産業再編成による企業集中や多国籍企業の発展といっ

た現実の経済術造の変化と，それに対応した経営学あるいは企業行動論などの理論的発展の影

響を受けて発展してきた理論であるということができょう川.

そして，伝統的立地論への批判と論争.<A託研究の積み上げを見てきたわけであるが，なお

一部にrtï~品機併と企業行動に対する理解の混乱が見られ，再検討を要したのは前節で述べたと

おりである.

企業の地理学，行動科学的立地論.あるいは傍造アプローチの発展の成泉は，従来の立地論

が経済学的方法による理論の精線化や，その一部の現実の工業立地の変動にかかわる側面の分

4庁への趨周にとどまっていたのに汗して.企業行動自体，あるいは経済僧造の変動と密接』こ結
ぴついた.工業立地の現状分析のための理論的枠組みを提示したことにあると考えられる.こ

れまでの工業地理学の研究も，ミナロの事例僻究としては笑際には現実の企業を対象とし.マ

クロな分析においても企業干T動の集計的結果を怨っていたわけではある しかし，そのような
ナイープな実託研究から，より理論的な方法を求めて新しい枠組みの橋築へと向かうためには，

その手がかりとして欧米の最近の研究を参考にすることは有管殺であろう 11)

ここでは工業立地をめぐる原酒的な問題に検討対象を限定したカt現状分析の方法としては，
工業立地論論争に引き続いて.Area誌上で大企業の空間組織による地域的不均等の問題が

Parsons (1972)などによって取り上げられている.さらに，本社.研究開発，生産絡部門な

どの企業内新俄能の立地についての研究や.企業成長による空開発展の研究，また.地域問題

については， 地j車経済の外部支配，分工場経済.企業内階層的立地体系などの研究が行われて

いる，このような工業立地に関する企業行動，企業組織の重要性をふまえつつ，現在の経済の

図際化，校術革新.産業情造の変化などによる地域システムの変動を解明してゆく必要がある
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2.3企業の立地行動の空間組織の浬論

2.3.1企柴の立地行動の理論

企業の立地行動に関する実証的な視点は比較的早くから存在するが (Kalonaand Morgan. 

1952) ，行動科学的な視点を羽入して本格的な展開がはかられたのは1970年頃である.デイ

ケン(Dicken.1971)などによれば，企業と環境との相互作用の関係においては，企業の活動空間，

情報室|甘1.客般的空間の各レベルが考えられる 企業はその汚動を通して各径の情報を取得し，

評価を加えた上で.企業行動の戦略と目的によって意思決定を行う.その現実からの結果が

フィードパフクされて，次の情報収集と意思決定カ匂子われてゆく.

図23企業の投資過程の一部としての立地変化

出所:Norlh (1974) 

企業による立地行動は，以下のように説明される(図2.3) (Townroe.1969.Dicken.1971. 

orlh. 1974) .企業行動の目的は貌笑の意思決定のうえにおいては，新古典派経済学の前提で

ある合理的な般適利潤の追求にあるとは必ずしもいλず，事業体としての存続・発展が大企業

体制のなかでは重要となっているなど多械な目的を持つこともありえる.

長期(1'，]な企業戦略は，既存製品の拡張や新たな分野への進出による多角化，不採算部門の縮

小や徹退などによって行われる.このような戦略に沿って.立地行動が選択されてゆく 鉱張

や多角化戦略が選択される場合には，既存工場の拡張や移転，分工場の建設，他企業の合併
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吸収 (M&A)などの立地行動が行われる.

段通行動は「而係 官需給などについての完全な情報告前提としているが，現実には予算・時間ー

人材の制約のなかで，不完全な情報をもとにして窓思決定を行わざるを得ない また.絶えず

変動する不硲尖性をもった環境のなかで，完全な段通化は困難である.これは立地選択に関し

てもいえることであり.企業が立地占を選択する際に.すべての可能な立地点の情報を収集し

たうえで蒜悩を行うわけではなく，若干の立地点のうちから，さらに限られたごく少歎の立地

点に関してのみ厳終的な選択をおこなう.

意思決定にいたる情報の評価も.評価者の倒人的な選好や空間認知の偏りなどから完全に合

J!ll的とはいえない.優終的な意思決定に)，'11るまでも組織内における対立や協調などの複雑な過
挫をへる. したがって，現実における制約条件下の企業の立地行動を具体的な過程として研究

することが必要となる.

企業行動は一般の経済理論が前提するように， r一点Jにおいて行われるのではなく，情報，
行動ともに空間的な規定性を帯びている 従来の立地論においては，情報は自由財として扱わ

れていたが，現実には情報ti不均等に分布し，情報へのアクセシピリティの格差は。企業や社

会集団によっても，また大都市と地方図との情報格差のように空間的にも存在する 対人的な

接触を必要とする情報は，交通過信ネ yトワークが発途してもやはり大都市に集中し，また，

より変化のi潰しい技術 市場情報も，多数の機関・ユーザーが集まる地媛にあるー一方，不確

実性が減少し，製品の標準化が進むと，先進国から発展盗上回へ.また大都市から地方閏への

工場が分散する. Vernon (l966)のプロダヲ卜・サイクル論はこの点に注目している

このような情報全体のうち，現実には費用，人材.時間の制約によって，その一部のみが不

完全に取得される.取得された情報の評価も.評価する者が持っている選好の違いから必ずし

も客観的なものとはいえない また，評価された情報に基づく企業としての組織的な意思決定

ふ企業の持っている短期的・長期的な戦略によって異なってこよう.

環境の変化に対応しようとする企業行動11. 既存部門の鉱張や新部門への多角化，不振な部

門の縮小といった方向をとる.それぞれに応じて事業所配置のレベルにおいても，工場の新設，

移転.取得，総小や閉鎖などの再編成が決定される.この際に設備や一般的な労資関係のみな

らず，愉送Jt.労働条件の地主主格差，集積の利益・不利益.地域的市場の動向などが考慮され

る因子となる

企業の立地行動翁とともに滋目されたのは.経営組織論によって企業の空間組織とその発展

過程を扱う方法である 単一機能企業から職能部制，さらに事業部制へと経営組織が発展する

なかで，同時に地理的な立地の拡大・分化と.情報処理a 意思決定に関する階層制が成立する

ことは。 Chandlerら (1961)がすでに明かにしていた.単一立地企業から複数立地型の経営組

織への発展，きらには多国絡企業にまで発展する立地展開の図式が， Taylor (1975) • 

Hakanson (1982)らによって示されている(図2.4).この点を発展させ，本社，研究開発機

能.生産~B霊能gll に立地条件が異なるために空間的な分化が生じてくることから . 機能別の立
地分析も行われている.

経営組織拾の一方的なi!f.入にとどまらず.非?ii間的な組織論に空間的な視点を積極的に結び

付けようとする試みもある McDermolland Taylor (1982)は，企業と環境との関係を開放系

的な↑'H卦としてあっかう環境適応理論 (cont;ngcncytheory)と。具体的な空間的環境を情成す
るの立地巡閲 (Iocat;onalIinkage)論を関連づける そして異なった所有.規様，製品，技術，

R &0.販売機能なと4の属性を持った事業所が.大郎市聞や地方図における異なった環境の下
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図2.4企業成長と立地展開のモデル
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においてどのような性絡を持っているかを実証しようとした.

このような行動車量的な方法は，現実の企業が行っている立地行動を説明するフレ ームとして

は有効であるが，次のような問題点を持っている.第一に.笑証上の問題としては.企業の内

部で過去に行われた複雑な主主忽決定の過程を.正確に把握するのは困難がともなう.事実，立

地決定の過程を扱った研究はそれほど多くなく，個別的な事例によるか，あるいは少数のサン

プル調筆によ っている 1970年代後半以降の工業地理学の研究の多くは.行動論的な方法より

も.むしろ企業行動の結果としての地按的な影響と政策的な意義の解明に比重を移してきてい

る.

第二に.このこととも関係するが，現代の産業立地と地域経済において企業，特に大企業の

果たしている役割が大きくな っていることは明かであるが，大企業の行動自体が置かれている

図際的な経済環境のZE化を，行動論的な立地研究は企業にとっての単なる環境条件としてしか
見なしていない

このようにある時点の個別の企業の立地行動を，経営的視角から一般論的な7レームによっ

て処理した結果を，異なる環境のもとでも適用できるとは必ずしもいえないように恩われる

国際的な経済環境とそのなかにおける企業戦略の変化に関する研究は，より構造的 特殊的な

分析を必要としているのではないか 経営内に視点を限定し，緩済全体の動向を一般的な環境

条件としてしか把爆していないために，再編成のなかで企業行動を必然化させる具体的な文脈

が浮かび上がってこないーこの点に狭い意味の企業論的な立地研究の視角の限界性がある

しかし， 1960年代から各国において急速に進行したM&Aによる資本集中や，多国籍企業の

図際的な事業活動にともなう立j也再繍成の過程は，経済全体の術造的な再編成の文脈のなかで

行われたものとして把娠されなければならない. また，70年代から80年代にかけての動きも，

ljiなる現段変化のなかでの企業行動の一般化として研究されるのでは具体的な意味を失う 次
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にみる構造アプローチとの相互の影響の中から，現代の産業立地と地減問題にかかわる研究が

積極的な成換を生むことにつながっているのは，行動論的な方法自体よりも.むしろ企業論的

な視点を取り入れた現状分析の問題関'L、であると考えられる.

2.3.2 欧米の地域問題と企業論的研究

1960年代後半から欧米において焦点となった地域問題は従来の産業立地の大都市集中と地域

開l絡遂とは災なる新たな性格を帯びてきた しかも，そのような地域問題は欧米資本主義自体

の構造的な再編成 (restructuring) と深〈結びついていたー 1970年代後半に発表きれた諸研究

は.企業組織論的な観点をもちながらさらに詳細な現実の地核問題の笑証分析に焦点を当てて

いっている

国際競争の激化と多国諸企業の本格的な展開のなかで.企業の存続をかけ手lJ潤の追求を目的

として行われた，企業集中や国営化の形慾をとった産業再織成の動きは，生産過程の変化や工

場立地の再編をともなった.近代化政策にともなう技術革新投資の一部は.既存工業地帯にお

ける労資関係の硬直性と産業基盤の老朽化などの制約を逃れる一方.地方における女性をふく

めた未組織 非熟練労・働力を求めた資本の戦略によって守地方への分散の動きを見せた.政府

の産業立地政策もまた大都市固からの工業分散を促進するために，立地規制や優遇策をすすめ

ていた.

これらの動向の地域的結果は，既存工業地帯.特に大都市のおける工場の縮小 閉鎖と失業

問題などのインナー シティ問題が深刻になったこととともに.地方に分散した工場やM&A

の対象となった工場の比率が高まった地域においては地続経済の外部支配 (externalcontrol)， 

分工場経ilc'i(branchplant economy)と呼ばれる問題苦手が発生したことであった (Watts，1981) こ

れらの新しい地成問題は，単に工業立地や地成政策などの空間的次元のみから理解できるもの

ではなく ，経済栴造の変化とそのなかでの資本行動や生産過程の動向との関係で把握きれなけ

ればならなかった (Massey，l984). 

企業論的なアプローチによる地域経済問題分析の方向としては，地域経済を単位としてその

情成要素の変化に関する分析 (componentof industrial change) と.そのデータを通じた地上長経

済の外部支配化による問題の指摘と地元中小企業の創設の果たす役割の評価，ミク口約にはM&

Aにともなう工場閉鎖もふくめた立地変動と立地連関の変化に関する分析などがある

まず地域単位のレベJレで事業所情rl).と雇用の変化を分析した研究からみよう. Dicken and 
LJoyd (1978)は北西地方のマ ンチェスターと 7ーツーサイドの事業所について企業組織の綬

点を導入して地元企業と外部企業に区別した事業所データベースを使用し，さらに工場の開設.

閉鎖.既存工場における変化に分瀕して康郎の動向を集計から，外部企業の比率が高まってい

ることを明らかにした.外部企業の比重が高まる要因としてDicken(1976)は第ーに地元企業

の他地減への本社移転，第二に地元企業と比較した外部企業の成長率の高さ.第三に分工場，

子会社の移入が.地元企業の設立より多いこと，第四に地元企業の外務企業による吸収・合併

をあげる.問機の事業所データベ スを利用した研究は他の地域においても行われている(表

2.1.2.2) . 

大企業の活動空間が拡大したことの必然的な結来としてT 本社立j也地減以外においてはt 地

威内にある事業所の活動が外部の本社からのコントロー Jレをうけることとなる.このexternal

controlによる問題としてF'irn(l975)は以下の点をあげる.



表2.1イギリ λ務地J或における外部所有の度合， 1970年代

遡益士

58.8 

79.3 

甜 1

10.4 

注資料は， Tomkins and Lovering. 1973. Pirn. 1975. Smilh.1979. Dicken and Lloyd.1978 

出所 WallS. 1981 p.13. 

表2.2イギリスの諸地域における工業変化の要因

タワープランド 1 +13 

マージーサイド外1111 +国

地

注 :資料は.Lloyd.1979. Dicken and L1oyd. 1978. Gudgin.l978. Donoi5.1978. 

出所:Robinson and Storey. 1981. p.165. 

第一に.企業家的・革新的なタイプの意忽決定と日常的経営のタイプの監督のパランスが後

者に傾き，分工場子会社では成長への活力と刺激が失われる.第二に，分工湯が支配的な地

法においては研究開発機能に乏しい 第三に.外部支配が高いところでは，地減経演の開位性

が高まり，峨外の企業(グループ)内からの投入連関が高まる 平IJ潤，平Ij子，配当が流出する

が.移転価格(トランス77-ープライシング)が行われるとその収支の杷爆は困難になる

地h華経済が外郎との遥関によって開放的な性格をもつために.世界的な経済変動の影響を受け

やすい.

第四に.lUl用面においては.駿業情成上では上級駿，専門職が少なくなる このことは，中

{立の経営ランクにっこうとする人間の流出をもたらし，潜在的企業家を流出させる 移入され

た職種と地元で必要としている職種の問で.性別，熟練，賃金等の点でミス 7 ツチが生じる.

経営者が地銭外にあるため，労使対立やストライキが発生しやすい また，非効率的。限界的

な地位に分工場があれば工場閉鎖の確率は高くなり，履用の不安定性が増加する.

このような問題はあるものの，分工嶋の移入や，倒産したかもしれない事業所が買収される

ことによって維持されことがあったとすれば， もしそれらがなかった場合には創出あるいは維

持されなかったところの雇用機会をもたらしたことになる また，分工場ー子会社は企業内の

Jレートを通じて，妓術経営方式市場・資金に77セスできる しかし.これらが地元企業

へ移転される保証はない.

このように外部支配の高まりが現実的にはデメリァトのみを持つわけではない しかし.地

。，
q

、δυ
 



J或経済の中の一昔日の工場が外部に本社を持つ企業の支配下にあることは，一般的には空間的な

意味において資本のもとに包括{されることであり，その下で鹿mの拡大 縮小や妓術の移転が
生じることはあったとしても守資本の支配そのものを脱するわけではないことは，一般的な資

本による労働力の包括{の問組と同様である.企業内における工場の位偉が組織論的には分権制l

か集僚制かによってもNなってくる湯合もあり，より詳しい分析を必要とするとはいえ
(Dicken.1976l .企業内的な立場にとどまって生産関係の視点を見失っていてはならない

(Massey.1984) 

次に.ミクロレベルにおいて企業行動がもたらした地威的結果を分析した研究をみる.Leigh 

and NOrl.h (1978)は成長戦略のーっとして工場移転や新設のかわりに企業貿収がとられた場

合を対象とし.買収f去のさl!IUj統合による披買収企業の再編とその地威発展への影響を解明したー

その結果，第一に買収側企業はイングランド南京地方の企業が多く，イギリス全域の企業を買

収している.第二に買収によりトップレベJレの決定機能は南東地方にある本社に移転し，サー

ビλ購入も買収側企業の南京地方における供給者へと移動した 第三に，その他の地方では披

買収企業が多く，本社後能とその駿種及びサービス購入が流出するが，物的連関は維持される.

第四に.1:"(収後，生産のi曽加，生産性向上によって短期的には利益となるが，長期的には自生

的産業成長が妨げられるなどの点を指繍した.

Sm.lh (1979)のイングランド北部地方における研究も外部からの買収の影響を論じ，高収

益をあげていた小企業が吸収の対象となり.その後成長率が低下したり ，事業が失敗した場合

は閉鎖にjlJることをl問題としている Marshall (1979)の同地方に関する研究も，企業の所有
組織形態による立地連関の差異について論じ.外都企業は地減外にサービス連関を持つことと

地元企業からの需要には限界があることにより，地方における事業所サービス業の発展が制約

されている.また.地元企業は雇用・生産性効果が低いが，このことは限られた域内情報への

依存度が高いことと関係しており，一方.外部支配をうける工場では地域内に限定きれない接

触パターンをもつが，新しい産業開発についての情報は地元企業に移転していないと結論して

いる

以上のような実証研究はいずれもイギリス各地威の発展戦略を展望することをB的としてお

り.地線経済が外部からの支配をうけることについては全体としては否定的な評価が下されて

いる.従来の地成政策の中心となっていた外部からの工場樽入政策がこのような結果をともなっ

たことから。地元企業の発展による自生的な産業発展への志向をもつか.または外部からの導

入と地元企業の発展をi直切にミックスさせる方向性を示唆している これらの研究においても-

wI迩の企業罰量的な狭さという制約はあり，また，企業の具体的な戦略や下請関係.労資関係と
の関連での個別事例の説明カは十分には行われていない.

次節において検討する情造アプロ}チのMasseyand Meegan (1979)は.経済情i圭全体の変

化と個別産業・企業レベルにおける再編成の務条件と立地条件 ・空間的差異を結び付ける方法

を提起して.イギリス電子工業や雇用減少産業を対象として行った笑鉦分析を行っている こ

の構造アプローチは，イギリス資本主義における1960年代後半からの産業再編成と 1970年代

以降の工業衰退の過程において，企業集中，労働過程の再編と有機的な関係に関係させながら

産業立地と地域経済の変化を取り上げている.産業 ・企業レベルを笑証の対象としながらも，

経営論的視点にとどまらずに，経済.f骨造全体に関する視野を失なわず，また生産過程や労働市

場の分析まで深める方法を持っている.

企業論的なアプローチにしても併造アプローチにしても，イギリス資本主義における国際政



争力の低下や多国籍企業の行動が.地域経済に対して与えた影響を具体的に解明している こ

の意味で，これらの研究成果は方法論的には企業論的な視点 (geographyof enlerprise)を導入

して産業立地と地地問題の分析を進めているため経営論的な視野の狭さという問題があるが，

現状分析的な問題関心としては現代資本主義の構造的な再編とともに進んだ新しい産業立地と

地域問題へのアプローチ (geographyof induslrial reslrucluring)となっておりいくつかの間題

を築誌がJに浮かびあがらせているといると評価しでもよいのではないか

2.4 i揖造アプローチの萱去最と発展

2.4.1 l昇進アプローチの展開

人文地理学会般をとっても，新しい地理学は笠間的な抽象的法則性の追求に限定された視野

の狭さをもっていた この点が実証主義，現状維持的性格とともに1970年前後に登場したラデイ

カル地理学によって批判された. しかし初期のラデイカル地理学も既存の理論の批判と特に

者間T地理学の批判に限定され，現代資本主義の地理学を産業的・企業(1'')な側面から理論的にも

実証的にも研究を進める点ではいまだ不十分であった

新古典派的立地論への批判は，企業行動論ともまた異なった立場から行われた.Masseyの

f8i業立地稔批判にむけてjがAntipodcに発表されたのは1973年である Masseyはそのなかで，

新古典派的立地論をヴェーパ一派.相互依存派。行動論，一般的空間均衡論に分類して検討し

ている.しかし，それらの理論が経済格造会体から切り維された抽象的な企業をあつかってい

ることを指摘し.また，新古典派経済学とともにその現状維持的なイデオロギーを共有してい

ると批判している

このように産業立地を抽象的な理論ではな<，歴史的・社会的な文脈のもとにおく必要を唱

えることをとってみれば，日本においても見られたような立地論批判にすぎない.そして日本

の経済地理学がむしろ立地論を批判的に組み変えて利用しようとするのに対して， これとも異

なった現状分析の追を選ぶことになる.

伝統的立地論とともに行動科学的立地論に対しても.この両者とも内容は異なるとはいえ.

lJi笑の経清構造から遊離した抽象的な企業をモデルとしているとして批判するがある.Massey 

自身1;1.企業の利潤追求を前提とするものの，"'7Jレタス主義においても価値法則一般から議論

する立場については批判し (Massey，1984) .歴史的に特定の止対羽における特定の産業およ

び企業戸の個別的な行動をも分析しようとしている

そのために資本蓄積によって規定される経済構造のレベルと.その各産業.企業に対する生

産と組織との再編成への圧力とそれへの対応のレベJレ，さらに生産と組織との再編成のなかに

ぷける立地の要素と，地域的に不均等な空間論との対応のレベJレとのそれぞれの重層的な連防

による十時的な説明7戒をとっている

Masseyの既存の鹿論への批判は.新古典派立地論に対してのみにとどまらない. r地域主義」
と越した展望論文 (Massey白 1978a)は，イギリス社会主義経済学迷合における地竣論の再検

討の成泉をふまえたものである.そのなかでは従属論を国際間から国内地域開へ安易に適用す

る立場とともに， "'71レタス経済学の価値法則lから，空間的不均等発展論を直接展開するような

他象性をも批判している また.空間重視の地理学の批判から，逆に社会性のみに還元し，空

間を経線するようなラデイカル派に対しでも批判的である.

このような検討の成来として方法論的には，歴史的な文脈と経済構造全体との関係を重視す
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るとともに，経済と ~11I] との両者の相互関係に注目する独自の積綾的なアプローチの方法と，

現状分析の成果が発表される.これまでMasseyらの僻造アプロ一千の紹介は方法論的なレベJレ

にとどまり，実証的な分析のありかたから検討するものがなかったが，ここではむしろ実証分

併の方法にまでたちいることによって，新たに求められ，そして評価された構造アプローチの

特徴をあきらかにする.

Masseyが対案として提起した傍造アプローチの枠組みは以下のようになる まず.第一に歴

史特像的な経済構i査を分析し，第二にその経済機造が各産業部門にいかに影響し，それに対し

て各部門の各企業が企業組織と生産・労働過程の再編成によ っていかに対応するかを分類する

そして p 第三にこの再編成が笠間的にどのような意味をもつかを明らかにする

この手続きによる利点を上記の批判との関係でみると，第一に経済構造と個別企業との関係，

企業行動全体とその中での笠間j行動との関係をそれぞれのつながりのなかで分析することがで

き.度業立j也のみを独立して取り上げる方法をさけている.この枠組みの中では空間的な影響

を及ぼすものとして，立地要因のみならず非空間的な変化(たとえば企業合併)のもたらす空

間的な影響(支配俊能の地威的集中)をも考慮にいれることができる.

この構造アプローチに対して，経済傍造全体のレベJレの優位性を主張するものとみる立場も

あるが.Masseyはむしろ各レベルにおける認識論的な栴造的説明の枠組みを提示していること

を強捌しており.経済情造全体のレベルからの一方的な規定関係は排しているー

Storper (1981)は，機遊アプローチの特徴として， (1)産業立地論が経済情造を分離して存

在することを疑問視し，立地を歴史的.{梓造的条件の結果として見ること， (2)労働を密子とし

てではなく人間の問題としてとらえ，生産過程の分析を重視していること， (3)技術革新や経済

成長についても産業循環と資本蓄積の枠組みのなかで把復すること，な どをあげている.産業

立地を独立のものとは見ずに.企業行動の一環として抱怨する点は「企業の地理学」とも類似

するが.後者が企業にとっての外部環境として残していた経済情造そのものの分析をも行う点

は異なる

以上の枠組1;1:一般論である以上に.現代資本主義における産業立地分析を行ってゆくうえで

の要請である.産業立地論の諸潮流においても.特に空間1的独占理論は主主占資本主義段階にお
ける不完全鋭争論との関係を持っていたし，企業の地理学は大金策.多国籍企業の役割に注目

していた.I構造アプローチ11，よりいっそう 1960年代の現代資本主義の危機と再編成のなかで
の視点を分析の枠組lに償極的に{立陛づけることの必要性から出発している Masseyらの実証研

究として1960年代後半のイギリスにおける電後・電子工業の再編成の研究 (Massey and 

Meegan， 1979)があるが.このテーマliSteed(1971.)も関心を寄せていたものであり， 産業

変動による立地変化への問題意識には共通するもあったといえよう .

この情造アプローチの枠組で特に空間次元とかかわるのは.マ クロ状況から労働過程.生産

の筏術的条件 1 および資本の組織構造の再編成の方向が与えられ， さらに生産条件と既存の空

間預との関係によって立地条件が榊成される場蘭と，そこにおける生産組織の空間的な差異の

利用から.個別地域内および地域間の諸関係が形成される側面とである 後者の点は地滅的分

業論，不均等発展論の領域である ここでは，立地条件の経済学的性格をみる.

Massey (1984)は立地条件は生産条件とその要素が既存の空間商にいかに存在するかとい

うこととの関係によって権成されるものとしてみている.資本市1)経済下における経済活動l土利

潤追求のために行われるわけであるが，その際に地理的な差異が利用される 立地因子につい

ては，その作用するi也哩的範閉，地理由Jな変動の水準が異なり ，企業が立地決定を行う場合に
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も.It悶子の/llli91/やさ在|間的範域がi主ってくる，各国子の特定の生産過程，市場情造との関係に
よってそれらが決まる， 一方，この産業の側の条例の分努iについても.WUえば単に製品の種類
による産業分知だけでなく.企業の規模とその所有する工場数，国内企業か多国籍企業か.社

会体制lにおける権力の問題，寡占グループに属するかどうかなど，多械な側面を含めた分類に
よるべきだとしている.

我々の悦点から見れば 特定の歴史的時点における特定部門の生産条件と立地粂f牛の対応li，
各産業部門に必ける一般的生産条件として抱慢される 必ずしも平均的，あるいは中位の条件

とは限らないが.競争や経済危機を通じて特定条件を満たしてゆくことがせまられ，それが新

しい投資サイク lレとその立地に体化される.

Masseyl;t価値法則一般によ っては，特定の時点における具体的な分析はできないとして，原

論から立地論への理論的展開については否定的である.手1/潤追求といった原理のみを指摘して，

以降は具体的な諸条件の分析に入っている.しかし，価値法目1)から平均利潤怯日1)へ，さらに立

地条件をも含んだ一般的生産条件へと論理的に上向させることも不可能ではない 日本の7ル

クス経済地理学がその原論を基礎としながら立地論を批判的に奴取しているような方法(山名，

1972.山口， 1983，水岡， (992)はMasseyはとっていない

そして経験的な研究をすすめる立場から，現実の企業行動の多様性を承認しており，それら

が経済構造全体の各部P'J，各企業へ及IIす影響の違いと.個別企業における内部的特徴との因

果関係によって説明できればよいと見ているようである しかし.上記のように一般的生産条

件の形成によって佐終的には，変動しながらも調整されてゆく.

欧米のマルクス経済地理学のな昔、においても. Masseyの現状分析的立場とは異なって.

Harvey (1982)のように， r資本論jに立脚して空間経済の一般理論を情築しようとする方
向もみられる Walker and Storper (1981) も，資本の循環範式の各局面に立地因子を結ぴつ

けた一般的枠組みを提示している

水筒 (1986) I;!Masseyに対して法則定立的理論化を懐疑する立場にあると評している. し

かL.Massey(1973)は.新古典派経済学と立地君主の結合に対して均衡の成立の不可能性を論

証しようとしていたのと同僚に.マルヲス経済学の価値法則の続念に対しても.理念的・平均

的な油象的なレベルでの(需給一致下の)設定を行わないために.消極的な態度をとョている

ものと考えられるマしかし，彼女の行うところの.経済危機下にある個別産業の再編成の局面

における.組織.生産汲ぴ立地についての粂件 (requirement) の追求は，事~上，立地を含め

た一般的生産条件(山口，1983)の動態的過程における実証，したがってまた生産価格法制の

実証となっていると見ることもできょう

次に生産条件と立地条件の佐賀をめぐって倹討する.ある産業部門の生産条件は歴史的にも

変化するものであるが，特定の時点をとればそれに先行する条件を利用すること，つまり立地

に関していえば，その時点に空131的に分布している生産要素を利用することになる.例えば守
階層的な立地関係の成立の条件は，資本の集中・集積によ って企業が一定め規模に達し，単一

所有の下における本社，研究開発機能，試作などをおこなう熟練労働を主要する部門から.標準

化された非軌練労働力の利用カ句I能な量産部門までを包含L.しかも企業組織内でそれぞれが
分化しているという.組織・生産条件カ哨I徒となっている.他方，空間的には，交通 過信条

件の控倫によ って立地分化を可能とする環境がととのい，地域的な不均等発展の結果として地

域的にも分断化された労働市場が存在することが条件である.

企業はj也滅的労働市場などの差穴ーを幸11mすることで利潤を追求することになるが.ここでは
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'ii.なるをfKj的なパターンが問題なのではなく，資本の苔般過程のなかにおいて社会的格差(差

異)が利用さ札，またその紡呆として格差が再生産されることが重要である.この視点によっ

てこそ，産業立地の分析から地域的分業論，不均等発展論が康問可能となる

2.4.2産業の情造的再編と立地変動・地成問題

構造アプローチを徒起 したMas so yらの実証研究は，産業の傍造的再編 (industrial 

reslruClu ring)の地種学として登場した.この研究の成泉をみよう.

1960年代後半のイギリス経済は，図際紛争力の激化，賃金上昇による利根l圧縮などによる危
機にみまわれた.この時の労働党政纏は国家の介入を通じた産業再編成によョて， 近代化成策

の.fff.進をはかった，企業集中と合併によって大企業支配を一層高め.国際続争力の強化をめぢ

した産業再編成政策は.イギリスのみならず当時の日本などにおいても生じた問題である.イ

ギリスの場合は特に世界最初の工業国家ではあったが，すでに新しい技術革新の採用が遅れ，

産業組織においても旧来の小規線分散的な状態を脱していなかったことが，この産業再編成を

余儀なくさせた

労働党政織は産業再編成を促進するために産業再編成公社を設立し，資金援助 合併計画の

承認を行っていったが.そのもとで活発な再編成がみられた産業部門のひとつが電機 電子工

梁であった.

Massey l: Meeganは一連の鎗文 (Massey.1978b.Masseyand Meegan.1978.l979)によってこ

の電俊・電子工業の再編成の空間的な影響を解明した.彼女らはこの産業をさらに状況に応じ

て3グループに分類し，各々の再編の形態と空間的影響を3監理している(表2.3). 

重電などのグループlは，需要の減退と国際競争の激化のなかで，過剰能力と高コスト状況

に陥っており，企業合併による部門統合と過剰古肋の削減が行われた その結果，人員の削減，

労働強化，自動化，工程の綴準化が進められた.このような再編成は，空間的にはコナーベー

ション内に立地して熟練労働力を利用していた工場の縮小や閉鎖を引き起こし，雇用の履用の

減少とインナーシティ問題を発生させた

グループ2のエレクトロニクス資本財産業の場合は，経済全体の生産性向上のための戦略的

部門として位置づけられ，需要が勾加し，また厳争が激化していた この中で勝ち銭くために

は巨額の研究開発費と投資資金が必要であり.また，リ スクを負えるような企業規僕が要求さ

れたために，ここでも企業集中が必要であった この部門の投資では技術的構成が上昇してい

るために必要な労働力は相対的に減少しており.また，半熟練労働力，非熟練労働力への代替

が進行しているー新規投資はこのような労働力を求めるとともに，地域政策上の指定を受けて

投資術助金の利用できる rr摘発地波Jに向けられた 一方，管理部門と研究開発部門は，ロン
ドンを中心とするイングランド南東地方にあるため，地域開での駿種による分業関係が形成さ

れた.これが企業内地減聞の階層的立地体系であり.イギリスの地域的分業体系を再編成する

結果となった

この分析は情造アプローチの通用となっている.産業分析と労働過程分析が立地変動の問題

と緊密に総合されているために，空間的な庖周の畳の変化のみを追う分析よりは説得力が高い.

例えば， Keeble (1977， 1980)は履用の地方分散を明らかにし，それに対する地蟻政策のoJ
朱を言Eめてはいたが， Masseyはそのような企業行動は同時に非熟練労働力を求めたものでもあ
ると批判しているーKeebleにおいては生産過程の分析は欠如している (Sayer.1982) . 
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表231960年代後半のイギリス電機 電子工業の産業再編成とその空間的影響

朝刊 部門の拭況 再帽の形胆 空間的 配曹

ダワレー 車電機，趨捜 I~~雪崩d闘争の 企離合古停の開聾 融コ蹄ナ労ー働ベー力恒シ用，ン立地.プ:
航カ空ク視ー機プル材， .高コス

前引門~上へげら札Y己資本は他ト
縮小.聞紙一層用酔1>

過自剰動人化員.同工'1揖置.の持揮輯懲噛化ft， 錯耀ZE他ー糊線
投Jf'玄関亮旭革，、

グルー 電子工車資本 li苗全体の生産也向上の R&Dの統合 東R&地方Dはに輩イン中グランド南プ2 間 たが増め加にこの部門A の需要
製開冊品に量宮の低まれ下る {直接〉

値目'IJf本町aφ力強化
単管理軌擁指骨働惜へカの=と分R&似D， 

階詩層的匙立罫地【南拘東F地聖方地埠は
続賢也檀位大9ス(Rタ負&担D支〉出，

成長 雛詩型宇接説T
主主術的構成の上昇

グルー
国い況際でに市特ゐ場定るのにも状担町

国円野強市化場.合に併おける続争力プ3

非臨門庫署 ニ~的問門

資料:Massey "nd Meegan(1 979)より作成

イギリスの工業雇用は1966年をピークとして.以降減少を続けてきたが，なお60年代後半

は近代化に伴って生産がI曽加してゆく局面であった. しかし70年代に入ると，通貨危機，石油

危機，スタグ7レーションの進行などによる経済危機は深まり，その後半には失業者が急増し

た， Ma揖eyとM町田は産業再編成の研究に続いて，このなかでどのような職カ咲われてゆくか，

そしてその地域的な機慨は何かを分析した“Anatomyof Job Loss'lhe how， why and where 

employment decline" (1982)を発表している 同舎においては雇用が減少した産業部門におけ

る再編成の形態として.設備削減 (rationalization).労働強化 (intensification).投資と技術

変化(，nvestmentand technical change)を設定している.そして，それぞれの場合に地域差を

ともなって失業が発生することを解明する.

まず設備削減の場合には，既存の工場配置の中で，いずれかの工場で総小ー閉鎖が起こり，

銭された工場へと生産が集中化される 労働強化のケースには，既存の工湯の内部において雇

用が減少し投資と十支持i変化の場合には，一方における縮小と他方での鉱大というスクラップ・
アンド ピルドによる立地変化が生じる.

不況下においては新規投資が少ないために， 工場誘致政策による地滅的雇用対策の効果は小

さいことがいわれていたが.現実にはこのような諸形態によって庭用の地域的分布は変化して

いることをMasseyとM白即日は強制する. したがって，このような状況下においても地法政策の

関与の可能性を否定せず.I時期と再編の形態に対応した企業戦略に対するある程度の社会的な

コン トロールの必~伎を迩べている 例えば，投資・技術変化裂に対しては.通常の立地政策

が。また設備削減型に対しては鹿用の保全と助成政策をとることができる.

全般的な雇用の減少の背後には.このような俊憎が存在していることを，産業分析と労働経

済論的な彼角から詳細に解明し，地域的廃用政策としての実践的な観点が正面から打ち出され

ているのが本舎の特徴である.現実の問題への窓、若によって，大企業と小企業の違いや成長産

業と不況業種のiiいにも配慮している.また，企業行動論のように，企業行動を経営的な視点
からみるだけではなく，労働者の対抗関係をも霊視している
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以上にみたMasseyの構造アプローチに対する型論的な評価は，次節において矢田の地段構造

識との対比において行う

2.5日本の地域情造論と英米の産業立地研究

2.5.1 地上設備進論の展開

日本資本主義の落m機格と股近のその変化との関連において，産業・立地の変動とi血波情i査の
変化を切らかにするという我々の課題からみると，まず，このような基本的な視角そのものを

打ち立ててきた，日本の経済j血J.'I!学研究に関するレヒ'ユーが必要であろう

このような視角からの研究の系誇として霊安なものとして，次の研究成果が挙げられる ま

ず，高度成長期の日本工業の地域的な集中・集積のメカニズム解明に関してを，国際比較の観

点をいれることによって.独自の見解を明らかにした川島の研究を出発点となる.次に，同じ

く高度成長期の地域構造にl均して，立地体系と市場圏との統一的犯媛という方法から明らかに

した矢印らの地域情造論(森滝 野原，1975，北村・矢ID，1977，矢田， 1982) も.高蓄積

のメカニズムとの内的な関連において 1 大都市圏，太平洋ベルト地帯への集中 集積と他方で

の地方分散の論理を解明している.さらに，同じく地域情造論との関係で，経済法則と日本資

本主義の蓄積機構との関係から，全産業部門にわたる産業配置の誌類型を抜き出した山口

(1977)の業績も参照される

日本資本主発の発展過緩.再生産構造，蓄積後傍の視角から，産業立地の体系と地島章構造の

形成の機構，それによってもたらされた地域的不均等のあり方が，共通に問題にされていると

はいえ，各論者に独自な方法の展開がみられ，この点の控室理と検討から研究上の方法論的な問

題を浮かび上がらせることが期待できるとともに，特に日本資本主義の構造特性とその変動を

明らかにし，さらにこの点を国際比較の菌から検討することが可能となるであろう

まず，先駆的業縦である川島 (1963)の研究からみて行こうー川島は， 日本工業の地域的機

成を問題としたが，その特徴として，地域産業機成の著しい7ンパランスのうえに，先進資本

主義諸国なみの地域的集中 集積をつくりあげていることと，迂回生産による地域間での垂直

的分業体系とし寸特徴をあげ，その原因は日本資本主義の後進性と急成長性にあるとした 特

に，のちにもみるようにa 先進資本主義国であるイギリスの完成財閥での水平的分業体系との

対比を行っている.その後.比較経済史学によっても(関口尚.1972) ，資本主義発展の類

型の追いによって生ずる地域的分業のあり方を問題とする議論にも受け継がれる国際比較の観

点からの.日本資本主義の特性と地峻的分業の関係の分析を行った研究として評価されている

日本資本主義の高度経済成長は.日本の産業構造の本格的な重化学工業化(玉垣， 1971)を

もたらした.川島の成来を継承したうえで，矢田 (1982)は，方法論的には次のような点を主

張した.一国の地械情造を解明する上において，第一に，国民経済の再生産権造によって規定

される産業情造を明らかにすることともに，第こには守問機の産業情造のもとでも，~なる地
波情酎f形成されることがありえるとして，再生産締迭をになう諸部門・諸般能の立地配置の

独自の倫理を解明し，地地的分業体系の形成のメカニズムを解明するというものであった.こ

のうえで矢fDは，日本資本主義の高蓄積のメカニズムとの内的な関連において，工業地帯への

集中 集積と他方での分散の論理を明らかにすることを課題としてs 地域構造論の研究を進め

その成果として句日本工業の地域構造は，高度成長期の本格的な重化学工業化の段階において

太平洋ベルト地帯への集中 畑という立地体系，京浜を中心とする来日本の主導性その内

部での大市場閣の形成という市場構造が結論づけられた(北村・矢悶，1977)
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太平洋ベルトJ似1fへの重化学工業の集中と f それにともなう過密ー過疎といった地滅的不均

等I 公害問題の深刻化等は他の研究者も J旨摘するところであったが.特に独占的~争下の大企
業による， 市場戦略に基づく地域市場分割的立地を明らかにすることによ って，立地体系と市

場限!との統ーによる地波情追を明らかにした点は独自の成果であった

IJJ口 (1978)もまた，日本資本主義の蓄積構造との関連を重視した上で，全産業分野の生産

配位を総指的に鐙思することを課題としたが，その上において，経済法男I}，狼占資本主議論

(北原。1967)を前提とした生産配lltの類型化を行った その結果，資本集中皮と最低必要資
本堂の差異による大資本領減と小資本領裁の分化，部門内における平均的生産条件の形成を笑

証し，さらに，大資本領械における市場戦略的工業配置.小資本領主主における主産地形成，地

方分散的工業配置を結論としている.

矢図，山口らが明らかにした素材型重化学工業における市場分割立地が，高度成長期の日本

の一つの特徴である点は.基本的に1t蓄し得るものであるが.さらに検討を要すると考えられ

る点は.この点を国際比較の観点から一般性，あるいは特殊性として位置づけることであり，

第三に.日本資本主義の高度成長の条件下で形成されたこの立地体系が，低成長への移行にと

もなって，再編，あるいは維持されているのかという点であろう.実証的な面での検討は次主主

以降に譲るとして，ここでは，産業立地研究上の基本的な方法. そしてその場合の日本資本主

義の位置づけに関してみておきたい

山口の方法は，経済法則と日本資本主義の蓄積機俳，そして立地論を結合した貌自の体系的

方法であると評価することができる 市場圏分割はレ γシュ型の市場地域論の明らかにした立

地の形態であるが.それが企業内市場分割という文脈において現れたことを明確にした 市場

地織論の日本における実証は，セメント工業に関する菊池 (1961)の研究などに現れていたが.

単なる立地論の適用にとどまり.蓄積機情.企業行動との内的な連関にかけていた.このよう

に.従来の立地論と異なる観点とともに，次節においてみる欧米の企業の地理学との対比を先

取りして行えば，企業の立地行動を，経涜法則.産業組織の条件と切り放してみることはしな

い，という点においても優れた方法である

しかし，他方では，経済法目1)一般における平均的生産条件の形成の問題を，高度成長期の臼

本に直接.適用している点については若干の留保が必要ではないか.産業によっても状況が異

なるが.高度成長期の日本工業においては， n占聞の積極的な設備投資競争とともに(宮崎.
1968) ，重化学工業化と国際競争力の強化を目標とした産業政策に誘導される側面があったこ

とが明らかにされている.特に， 政策の影響が大きかった石油精製，石油化学等においては，

大型の殺備投資基準の役定によって，かなり薗-(11]な生産条件が形成される局面がみられたこ

とから.経済法111)-般のみによって平均的な生産条件の形成が生じたわけではない.また，穏

健的な段備投資行動によって形成された生ili't条件は.国際的な平均的条件からすれば，より上

位に位置するものであった その結果，国内的には過剰生産能力となったが，国際量産争力の優

位性を背景として，輸出 ドライブがかけられることとなった.

このような日本の高度成長期の産業組織，産業政策のあり方には，特徴的な局面が存在した

ことは地域情造論の分析の前提でもあった.この点を，実証上，山口が一部において行ったょ

っに経済接則一般と直接結びつけることはせずに.産業政策，産業組織に関する一定の媒介項

を設けることが必要である 日本の高度経済成長の要因として.産業政策，経営方式，生産体

系の特徴が，般近海外からも関心をよんでいる.このような媒介項のあり方.つまり特徴的な

搭積構造とそれを支える立地体系の問題に対して，かつて川烏が試みたような国際比較から e
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今度1;1;日本資本主義の後進性ではなく，工業競争力水準の要因と その閣内における~~矛盾を
明らかにする視点から.検討することが必姿であると考えられる.

2.5.2 fIII迭アプローチとの対比

米英における工業地理学においては，第ご

発展を遂げていたが.日本とは別途に，この方法に対する批判から 9 新たな潮流の形成が1960

年代末以降，行われてきた (Storper.198しHayterand WatLS，1983) .企業行動，産業変動を

産業立地の変化と結びつけるといった側面においては，日本の地波情造論とも一定の共通性を

持つが，さらに，基本的な方法論と.実証における国際比較的な点におって検討を加えて行く

ことに十分ι 意義があると考える 一方においては，この欧米の研究潮流の批判と評価となる

とともに.他方， 日本の研究成果との対比から，日本の産業立地と地減f構造の特徴点を浮き彫

りにすることになると考えられるからである.

各国民経1斉の蓄積橋造との関係において.産業立地.地域的分撲のあり方を抱握するという.

臼本の地域格造論とも直接かかわる構造アプローチの方法と，このような方法上の類似性の上

で.対象とする国民経済の性格が築なることからくる，蓄積俊併と立地体系の関係の対照性の

理解である

これは方法的には，臼本の地波情遣論における国民経済視角と .産業，企業分析の重視に非

常に近い性怖を持っている. しかし日本の研究が課題としたのは，日本資本主義の高蓄積の

メカニズムとの関係での地法情造の問題であったのに対して 情造アプローチの場合は.イギ

リス資本主義のfrt:援との内的関連での立地変動と地h量的分業体系の形成の議理であるといえる.

具体的な産薬組織，企業行動の差異にもとずく比較の問題は次章に隷るとして.ここでは地

感情造論と構造アプローチの基本的な点の対比を行う.

第一に.j血液的分業，地Iまf昇進の解明に当たって，国民経済の構造からアプロ-f1.-.立地

論の方法をそのままでは採用しないという，マJレクス経済学の立場からすれば当然とも考えら

れる視fllを共通して持っている また，原論の適用そのままよりは 歴史的，ないし現状分析
に地域分析の出発点をおくことも問機である.原論的な経済法則と立地分析の関係づけかたに

関する問題がさらに存在すると考えられる (Harvey，1982.Massey，1984) 

第二に.両者とも産業，企業レベルの分析を重視し，それとの関係において立地再編，ある

いは立地配置の論理を従える 現災の企業の立地行動を分析するという点においては「企業の

地理学Jともxa似性があるが.経済情造会体との関わりを重悔し，単に企業にとっての外部環
境としてとらえる立場とは異なる この意味で，日本の地域情造論と対比すべきものは. r企
業の地理学Jよりは(日野， 1981) ，むしろ構造アプローチであるといえよう.

第三に， 研究課題の重点の置き方には違いがみられる.Masseyは産業別の再編成の詩形態の

分煩は行うが (Masseyand Meegan.1979.1982) .更に.倒別の産業，企業の具体的な説明を

求めようとするのに対しで地感情造論の主眼は総符生産構造のあり方が立地配置の論理を媒

介として. どの微な金図的な地域的分業体系を形成するかにある その際.この形成機惜の俊

軸となる主i車部門の犯援が霊安であることが強調され.日本の高度経済成長期の場合は，重化

学工業部門がそれとしてとらえられた.MasSeyの対象とした電気 電子工業もイギリス資本主

義の再編の戦略的部門として把慢されて.階層的立地体系の編成の典型的部門でもあった.し

かし. J血波情造論のように再生産構造全体との関係における地峻構造把握は十分ではなく(怯
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検， 1989) ，個別分析に留まる傾向を持っている.

第四に， Jlkt樹高造論において，地域構造の把{患のもうーヲの鍵とされる歴史的視角の重視が
(矢田， 1982) • Masseyにおいては，継起的な資本格取の展開による立地諸層の形成の論理

となっている (M"sscy.1979). しかし.Masseyは専らイギリス資本主義を対象としているの

に対して，口本のi臨減修造論は一定の図際比較による類型論的な彼角を持っている(矢田 2

J982，川 I:~ ， 1986) ， 

第五に，地主主的分業体系の議論には共通性と~巽が見られる イギリスのかつての地域的分
業体系に関しては.il1i業部門別の地域的特化の形態としてMasseyも認識しており，この点にか

んしては守日本との対比を行った川島 (1963)の議論とも共通する. しかし，興味深い点は，

川ぬlよ日本の地域的分業が迂回生産による地i畳間での垂直的分業であるとして，イギ1)スの完

成財1ft!での水平的分業と対比するのに対して.Masseyは，再編後のイギリスの地威的分業が.

管理 R& D&1lI"J.旧工制域の熟練労働都民地方に分散した騨イtした労働過程における
未熟練労働部門といった ，階層的立地体系の問題としてとらえている点である

(Massey，1979.) .川島も，管理，支配の問題を取り上げていない訳ではないが.生産体系上

の問題から主にとらえようとしているとみられる.

なお.階層的分業体系の!問題をMassey自身の分析は.主に労働力編成の而からとらλている

が，地域経済の外部支配の問題は.立地連I到の問題からくる地域乗数効果の低下.利潤の漏出

等の問題も干付Iーすることが指摘されている -/j，地按構造論においては，立地体系の問題と

ともに，所得 資金の地滅的循療の価値的側面が重視されており(矢田. 1982) ，これによる

地線的不均等の後十再が明らかにされている.しかしながら，産業諸部門の地滅的配置のみなら

ず. ;1t機能の配置を重視するとい 7点は，両者とも共通の見解としている(矢田.

1985， Massey.l985) . 

第六の問題は，立地体系の形成の機構に関してである， Massoyli，価値法則一般よりも s 具

体的な再編成下における変動の方法性に影菊1している諸条件のあり方に関心を寄せるのに対し

て，地域情造論のなかでも山口 (1978)は.先に触れたように平均的生産条件の成立の局面か

ら抱録している.前者の方が危機下のより変動的な点を車線しており，後者は高度成長の結果

成立した徳造の方への関心地鳴いように思われる 日本においても，低成長への転換にともなっ

て，再編による変動の局面が生じていることから考えると，Masseyの再編の機情に関する議論

にも多くの示唆が含まれている.

以上 日本の地域併造論と欧米の最近の工業地理学.特に，イギリスのMasseyの議論を素材

としてz 両者の.lii去の共通商と，iQ.角のi主いについて触れてきたが，次章以降では，後者の比
較の側聞を中心として産業のJ主体的研究を参!被しながら，~客様機併， 産業政策，産業組織，生
産体系の~院が.立j也体系を形成する機併の差をどの械に生み出して行くかを検討することと .
問時に，日本においても高度成長から低成長への以降による再編，変動が生じている局面があ

り.ょの点でも従来の地域情迭研究をさらに発展させてゆくべき点があることの検討を試みる.

2.5.3/J、i5

かつての産業立地論は ， 一般の経済学が~f~J の次元を対象としていないことを批判し，均衡
論として生日E理論などに立地分析を結び付けながらも，主たる領J或を逆に空間次元に限定して
きたーこのことに対する批判が，企業の地理学や企業行動論的な立j也論，そして1/11:造アプロ一

千の殻i拾を必要とさせたのである.
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それぞれのアプローチの方法は異なるが，いずれも実証的な僻究においては， ~足代資本主義
の再編成の過筏における企業行動と奮接に関係させながら立地変動を研究し，また新しい地按

問題の解明に焦点を当ててきている

行動論的な立地論のフレームが現実の企業の立地行動の説明には有効であるにしても，経営

論的なlJHl)の狭さを問題にせざるをえない.一方，経済全体の傍造的な再編成との関係におい
てa 産業各部門と企業の動向を扱い.さらに労働過程の変化の分析をふまえて，雇用の量的

質的な地上ま変動と地域的分業体系の再編成を解明したことに，術造アプローチを意義がある.

これまでの囲内における企業の地理学や傍造アプローチの紹介は，主にその企業論的な方法

に関心がおかれてきたが，問題はむしろ現代の資本主義の構造的な再編成が1 産業 企業 労

働・地波の各レベルにおいて，どのような地威的不均等や地域的分業体系の変化を引き起こし

ているのかにあると考えられる.

さらにMassey以降の現在にいたる諸研究は，企業論ともに産業論的 労働経済論的な分析方

法を発展させつつある 日本において我々がこれまで行ってきた産業立地研究も， 日本資本主

義が高度経演成長から石油危俊後の低成長にいたる構造変化のなかで，各産業と企業の立地行

動がどのように変化してきたのか，またそれにともなった地域情造の再編と立地体系の変化を

対象としてきた (Malsuhashiand Togashi，) 988a) この点で，日本における実証研究と，欧

米における新たな産業立地研究の動向に共通の関心をみいだすことができる.また，特に不況

が深化していた欧米における地成政策や庖用問題に対する代替的な政策論の提起などには学ぶ

べきところがある.

欧米の巌業地理学の関心は，現在の生産方式の変化の動向をめぐって，日本的な生産方式と

立地体系の問題に向かつてきている (Saycr，1989) 現代の産業立地の変動と地成問題を.構

造的な再編と企業行動，生産過稜の再編，そして地成政策のあり方を立体的に結び付け，動態

的に分析してゆく研究が今後の課題であろう この意味で.研究レベルにおいても国際的な理

論的ー実証的な議論が一層必要となってきている
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3基礎素材産業の立地問題

3.1 基礎素材産業の立地の特徴と国際比較

日本の経街地理学における地j境情造論が明らかにしたのは，高度経済成長期の日本資本主義

の再生J1iltlll.i1tと，そのもとでの各産業のiJ;1句，企業戦略によって形成された立地体系と市場閣
の情J査であ った.市I章において課題としてあげた，国際比較と， 日本における低成長期への移

行後の再編との対Jtをここで基礎素材産業を中心として行うことを通じて.次章からの笑託研
究の諸前提を明らかにする

基礎素材産業は裟位産業としての特十よから規r~の経済性が大きいため. 19世紀末から20世紀
初頭にかけての独占資本主義の確立期より白独占形成の先駆的部門であるとともに，再生産構

造上のま務部f"Jともなってきた その立地は原料基盤に大きく影響されるため，一般的には原
料立地の形態をとる. ドイツ，アメリカの場合は，それぞれの石炭，あるいは鉱石産地に地滅

的にも集中しているが，イギリスの場合は，石炭産地自体が国土に比較的分散して存在したこ

ととともに，前者二か国と比較して資本の集中が遅れたために，小規模分散的な資本情造.立

地体系の性絡をこの1時期より持っていた(高橋。 1967).第二次大戦後において，近代化が計

画されるが.この性格は基本的には克服されず，立j也の閲定住が高かった.資i原粂11の差異な
どの直接)1"比できない側面もあるが.この先発資本主義であり.また停滞.危後の特徴性を持っ

ているイギリス資本主義仁後発的でかつ急成長をとげた日本資本主義との対比には興味深い

ものがある.川島 (1963)はイギリスの先発性と，日本の後進住急成長性を対比していたが，

ここでは前者の停滞性との対比が蓄積摘造Fと生産立j也体系の関連を問う上において有益であ

ると考える.

イギリスの基礎素材産業に閲する工業地理学の研究を検討する.まず，鉄鋼業については.

立地の分散性と各地成の製鉄所r，1Jでの製品情造の分化.市場との関係では大消費地である南京

地方への立地の欠落が特徴として挙げられている (Warr.n.1969) このように立地が原料産

地から消費地へと移動しなかった理由として.石炭.鉱石の原料基盤の存在があるが.それと

共に.産業組織，企業行動.生産関係上の諸問題が考えられる.産業組織上の小規線分散的な

性絡が.各企業をして設備投資を行う場合.基本的に既存の立地を大きく島監れることはなく，

分散，追加叡jな投資行動を行わせた.近代化の遅れと産業的な危機が1960年代後半に再国有化

を余儀なくさせたが，その後においても固有化後の企業内において句旧資本利害関係が筏存し

たため，この企業集中も立地体系を変更させるような結果をもたらさなかった

(Heal.1974) . さらに，岡大戦間JtlJよりのイギリス鉄鋼業の磁争力の低下は，各地域に深刻J
な失業問題を引き起こしてきたため，庭用問題への配慮から立地を既存地主まから移動きせない

ような政策的配慮がなされるとともに，産業立j也政策上も大都市からの分散を進めるために

工業開発許可申lによる立地規制lが行われている

以上のようなイギリス鉄鋼業の産業組織と立地体系は，正に日本とは対閥的であろう 寡占

悶の積極的な設備投資産量争が，園内の資源基盤とは分離した市場指向の新規立地を行わせ，ー

質量産製鉄所が独占的生産品{!T(.地域市場の相互参入という企業行動の結果，企業開で類似し

た製品開の地主主市場分割jによる立地体系と市場闘が形成された(LlIロ. 1977，村上雅康
1977， Yamamolo，S.，1981) 服用関係において，新規製鉄所立地にともなって工場開での配置

転換による人貝修動が行われ.産業立地政策も市場指向のベルト地衛構惣が先行し，大都市へ

の立地規制lij盛れるという ，社会的側面においても対照的である.
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次に. Iヨ本においても碁従来材産業のもう一方の主滋産業とな った石油化学産業についても

みておこう 鉄鋼業とはi量って，日本企業が国際競争上で窓識したほどの，大鋭校なプラント
ill設が-~Bのイギリス企業では行われているが，日本のように各企業が一斉に同規筏の設備投

資を行うようなことはない イギリスの研究によれば (Chapman，l970).石油化学コンピナ

ートの立地も全国各地の臨海部に分散している ーまた，イギリスでは一社のみカ吋夏数のコンビ

ナートを立地させているが，このJ研究では地域市場的な配慮よりは，後教の供給体制によるリ

スクの回遊を理由として挙げている 製品市場構成に関する資科はみられないが，各社の立地

体系のみからでも，日本のような企業内市場地域分業(矢問. 1975b)は考えられないー

このように.;l正佼素材産業の立地体系においても，日本とイギリスのあいだで差異があるこ

とが恕められようーイギリス資本主義の停滞性に起因する，立地の分散性と箇定性，市場立地

のjj~<'.製品11可分化等の特徴があるのに対して，日本資本主義においては，画一的大型化，大
都市立地への移行，企業内市治分割が成長的な市治条件下の設備投資競争において形成された‘

独占資本主義のなかでも成長がJな条件下での動向として考えられる函があると共に，日本の産

業政策，産業組織のあり方によって. 思，特徴的なものとなっているといえるのではないか

3.2 j再造不況下の立地変動の機矯

次に.検討すべき問題は，日本資本主義の高度成長から低成長への転換にともな って，蓄積

条件の変化によって，企業行動と立地体系に生じた変化を考察することである この点につい

て，綾近の諸研究の成来を参照しながら検討して行くこととする

第一次石内11危機後の再生産情迭の変化は，まず，サーピス経済化，情報化の進展，そして.

工業のなかでの新たな不均等発展の発現である 後者に関しては，高度成長を主導した重化学

工業の中でも，基礎素材産業における資源 エネJレギ一価格の上昇による国際競争力の低下

そして造船など労働集約的部門の日本の相対的高賃金問化による量産争力の低下，全般的にも高

度成長期の設備投資競争の給架として形成された生産能力の需要の低迷下における過剰化など

によって， 円持i量不況業径Jf問題が生じる一方で，輸出主務による成長の続いた自動車 ME 
技術革新により新たな生産伎術.市場開拓によ って急成長を遂げた電子工業があるなどの二僅

分化が引さ起こされた.

第一次石油危機後における石illi価格の上昇の影響を受けたアルミニウム製線，石油化学など

の1J5伐素材産業は，国際鍛争力が低下した存めに俳造不況に陥り，合理化と縮小再績を余儀な

くされた これにともなって，高度成長期に形成された太平洋ベルト地積ーのコンピナート群に

おいて，縮小，撤迫と集約化による再編が行われた.このため.全図的な生産と流通の体系に

変化が生じまた，各コンピナー トの立地している地減にも様々な影響を与えている

第一の!日1Mは，政働率の低下による過剰設備の発現.企業収益の悪化による構造的な不況問
題に対して.各企業独自の経営合.eI1化=r減益経営Jが進められ，雇用削減，省エネルギー
省資淑の迫求.r.:H寄金融)J式から内部蓄積の進行によ って可能となった金融コストの削減等が
行われた. さらに.選業危般に陥った築径に|刻しては.d:幻ffの産業調整政策による介入カ可子わ
れた 1978年の「特定不況業種安定臨時措置法J. 1913年の「特定産業構造改醤臨時jt置法J
がそれである IWr者によって j過剰設備を処理するための設備処理に関する共同行為の認可が

後者ではさらに「過当競争Jを緩和するための事業提携計薗の承認の制度が創設された.

過剰設備の削減は同時に設備の立地体系の変動を伴う ここでの彼点は，衰退産業の立地再

編についてでゐる 個g!il包な不況地域についての研究は別として，工場の総小ー閉鎖にともな
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う立地の紛小ff}編の~{司的な泡，11についての分析は比較的少ない

石炭i!7i~のスクラップ・アン 1" ・ピルドと衰退の過程については，資源の賦存条件と地局的
な市場条件から分桁対象とした矢印 (1975.) の研究がある.造船を対象とした村上

(1982， 1985)は，高度成長期からの巨大i査船の逮服地立地の動向Iをふまえて，さらに労働

約的なこの産業の大都市閣から西日本への集約化の動向を指摘している なお，造給業では

高j交成長JUJより遠隔地の九州への新鋭大型j左船所の立地が進んでおり，この動向の延長上に造

船不況 Fでの集約化が行われたという点も考えられょっ(山本茂， 1977) .堂野 (1992)は，
造船所の集約化のプロセスについて， J支術革新の方を重彼している また，温川 (1982)は，
紙 パルプ業では紙市場の影響とパルプ材輸入依存度のi担大が地域的な生産の変化に影響して

いる点を述べている 合図 (1985)は繊維工業縮小について，繊維工業内部の地加 成長的側

uiiは何本海側に分布し，加工型，情報関連の成長産業の分布とは異なっていることを明らかに

した r.~'筏 (1984) もアルミニウム製錬工業における工場の縮小，閉鎖の要因として，各工場
の電源の種類と設備の生産性の進いを取り上げて検討した

各産業における生産と市場の諸条件の速いによって，縮小と再編の地域的動向にも差異がみ

られる.!骨造不況産業のなかでも，基礎素材産業ではアルミニウム精練のようなエネルギ一基

検地吋乍mしているものは別として，全般的には太平洋ベJレト地獄内の新鋭工場への生産の集約
化がみられ.繊維，送船などの労働集約的産業においては大都市外への移動の傾向が存在する

ということが与えられる.このような縮小産業の地滅的な立地変動の傾向を検討してゆくとと

もに.工業のJ血液構造全体の変化と関連させた総括がさらに必要であろうと考えられる.

一方。 M怪 (1986)11石油化学産業に関して p 全体としては，瀬戸内海の初期の小規復コン
ビナートの縮小， j世退と首都圏の大型コンビナ トへの集約化を指摘した 過剰設備の処理に

伴う生産の大型工場への集約化のj也滅的動向は，各産業の既存の立地体系の形成過程と.その

中での施設.労働力，市場等の立地条件のあり方によって違いをみせるが，造船.石油化学の

立地が瀬戸内海を中心とする西日本も多く ，術造不況による全体的な後退とともに立地変動の

上においても不利に働いた動向があったことから.高度成長期の設備投資競争のなかでの重化

学工業化が太平洋ベル ト地帯全体の形成をもた らしたのに対して，低成長下の憎造不況による

過剰能力の削減は，この地帯?の内部での西日本の地位の低下と来日本への相対的な集中化を生

じさせた"

このことともに，設備の削減が企業内の生産と立地の体系の変化をもたらした点をあげるこ

とができる 高度成長期の基礎素材産業が大型泣産一貫設備体系の複数配置による企業内市場

分剣の体系を持っていたことは，先の地域機造論に成果からみたが，その一部が過剰設備の削

減の動向のなかでj品峻.再編される p.{Jち.鉄鋼業の新日鉄の1978年の第三次合理化計画を分

析した北村 (1982)は，ベルト地帯fの新鋭製鉄所への集約化により，釜石等の地方の小規模・

旧式の設備を抱える製鉄所の縮小と-1't生産体制の放楽を指摘した. 1980年代後半に入つての

円高に対して打ち出された次の合理化計画においては.さらにこの方針を徹底化させ，銑鉄・

帯l鋼生施の少数製鉄所への集約と鋼材の生産分化を計画している.

l司織の方式1;1:右両IJ化学産業においてもとられており，法et製品のエチレン，汎用合成樹脂の
一方のコンビナートへの集中化と縮小工場におけるーit:E.産の停止と特殊製品への特化という
生illt.立地体系の再編を行っている このことは，高度成長期の成長条件下の体制が低成長化

では維持できなくなり ，かつてのrlï~島i乱松のもとでの規模の経箭性，一貫生産のメワ ッ トと輸
送経済のバランスによって成立していた彼数立地の体系が，現在の過剰設備の削減のもとでは，
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基礎製品の少数の大型工場への集中化と，その他の工場の縮小，一貫生産の放棄.そして地域

市場分制による輸送の経i斉から，生産拠点の少数化による輸送距維の増大を上回る合理性の追
求へと，企業戦略上の転換が行われたことを意味する

情造不況業極の産業再編成によるもう一つの変化は.産業組織と産業政策のあり方に関わっ

ている 高度成長期には市場の拡大のもとで，技術考人.間接金融を背景とした新規参入を阻

止できずに，1f，占問餓争的な状況が存在していたが このことが過当競争をもたらしていると

の認識から.企業集約化の推進による産業集中化を促進することと L，これがグループ化の方

式によって進められたことである.造船，石油化学においては企業グループによって生産の集

約化，立j也体系の変更が行われたのである.欧米の場合の不況産業の情造的再編は.よりドラ

λティ γクな企業合併，事業集約，あるいは国有化によって行われ.そのもとでの工場閉鎖の

問題に関する研究がみられるが (Hudson，1983)，日本はこれとも異なる再編の形態をとって

いることになる.

産業の不況と縮小再編による立地変動の問題を考えるにあたって，場合によっては日本以上

に危機の深刻な欧米における工業地理学の方法も参照すべきであると思われる.まず，工場閉

鎖の問題について，企業行動の視点から検討し，各工場の生産，立地.企業組織上の地位等の

属性によって閉鎖の一般的傾向の分析を行ったO下町r!!l(1978) ， Healey (1982)の研究があ

る"しかし.要因別の一般的傾向の分析にとどまっているために，閉鎖の全体的機構が必ず

しも明らかとはなっていない.これに対して， Massey副ldMeegan (1982)は，第2君主で検討

してように.経済危機のなかにおける産業と企業の生産.組織の構造的再編と.立地上の変化

の俊惰を明らかにしようとする惰造アプローチの方法をとる.

以上のように，日本資本主義の低成長経漬への移行の中で.特に帰途不況産業において.高

度成長期とは異なる条件下での生産と立地の体系の再編成が進められ.また.再編成のあり方

にも欧米とは巽なる独自の形態がみられることが明らかになったと恩われる この低成長期の

再結の機憎が，地域情造の面では.西日本，北海道.東北等の地繊の不況業種の不振.立地徹

退による地位の低下を引き起こし，倒glJの地主主経済においては，中小工業都市における深刻な

失業，中小企業問題等の不況地域問題を発生させることとなったのである

3，3 産業調整と地域問題

情造不況から好環境に転じる過程における企業戦略の一環としての事業再簿築(リストラヲ

チユアリング)とそれを促進した産業調整政策が，この産業の全国的な動向を通じて，地域的

にはどのような結果をもたらしたかという問題を.縮小から活性化への転換のなかで位置づけ

ることが現症必要となっている

i&業調~政策 I j: OEC Dが図際的に提起したそ買極的潟盤政策の原則にそったものであった

先進資本主義諸国がN[ E Sの追いあげや多国t苦企業の図際的事業活動によって，図内の産業
開蜂の問題が発生したのに対して，保護王義的な立場によってではなく，市場機構を通じた調

整政策をつうじて産業的にも 4 また地戚的にも活性化政策がとられるべきことが主張されてい

た. しかし，この産業官自主主と活性化政策が地域的にあるいは雇用の側面でミス"".:;チとならな

いかという問題は保証されていなかった.

石油危機などのために「構造不況Jのなかにあったアルミニウム製錬，合成繊維などに対し

て， 1978年から施行されていた特定産業安定臨時措位法の期限にともなって.石油化学を含む

基健紫材産業対策のために新たに特定産業情造改善臨時錯償法が1983年6月に施行された.同
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t去は白殻備処理に関する共同行為(カ lレテル) と.共販会社などの設立をみとめる事業健機百十

薗の承認を規定しているー産業開準政策のあり方については議論があったが.このときに新た

な産業調整政策ために，当時の山中遇斜大庄が発表した6原則，すなわち， rl. 綿小と活性
化， 2 廠用と地域経済への影響の緩和， 3 総合的な施策の実施， 4， 民間の自主性の尊重，

5， 級争政策の1Ii:視と開放体制lの堅持， 6， 対策の時限性Jが示された.政府の産業政策が保

護主義的な色彩を佼びないような注意が払われるとともに，市場原理を基礎として，設備処理

による縮小化とコスト低減，高付加価値化による活性化を促すことを軸としている(通商産業

省， J 983) ， 

この6原則のなかにも「履用と地域経済への影響の緩和Jという項目が掲げられているが，
笑際にt産業調笠政策が園内における立地体系を再編L.地域経済に与えた影響を考えることが
必要である 積極的な産業調整の原理は， '~争力を喪失した部門を保護， 残存させることによっ
てその立地している地成の経済を疲弊させるよりは，縮小によって資源を開放し，新鋭部門へ

の転換を促進することによってこそ.活性化がはかられるとする点にある (OECD，1984)

しかし， イギリスを始めとした新保守主義的な産業政策が.まず産業の空洞化をむしろ進め，

また.不況産業から先端産業への転換が，国内の立地においては，ニ極分化をもたらした(繁

栄の南東部と不況の北部) 日本においても G5後の円高と経街構造調整が東京一極集中と地

方聞との格差の拡大を引き起こしていることなどを考えると.市場原理による調整政策があら

たな地t量的な問題を発生させる場合があることも考えなければならない

国際費量争力を~失した部門の織/1、は.市場原理のなかでは必然的に生じて〈る問題であると

はいえ，まず，産業組織の再編成の方向と再編過程における立地の側面を具体的に解明するこ

とが必要である また.縮小にたいする活性化の側面でも，調態の促進が合理化と事業転換を

促進する側面はあるが，活性化投資などの展開が企業戦略の中でどのように行なわれるか.特

に各工織の湾情築と工場"1]への新規事業の配置が，地域的にどのように行なわれるかが焦点と

なる.
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4 石油化学工業の1980年代の檎造改善

4.1はじめに

本章では.f荷造不況に陥うた基礎素材産業の つの石油化学産業ーを対象と L.情造不況とそ
れに対する偽造改善政策による再編成と.石油化学コンビナートの立地変動の問題の解明を課

題とする.

まず，高度成長期の設備投資競争の結採として形成されたコンビナートの立地体系と機造不

況，構法改善後のそれとの迷いを考える必要がある.そのために，高度成長期の石油化学産業

の立地についての従来の研究を検討した上で骨それを形成したこの時期の生産・市場構造から

再編成下の議条件への転換の性質を明らかにする必要がある.次に.t龍造改善の基本的内容で
ある設備処理，事業t'e携等が各コンピナート における生産設備の再編と流通体系の変化を生じ
させた問題について，名企業の行動を基礎として分析するーさ らに，全図的な動向としての整

理と地滅的状況について考察する.

4.2石油化学コンビナートの発展と立地

22i度成長j切には各エチレンセンデーを中心として12企業による15コンピナートが形成された

右油化学コンピナートをめぐっては.資本形態，伎術体系，立j也等に関する数多くの研究が行

われてきている 1) ここでは，現在の構造改善による再編の前提条件を明らかにするという B

的から，生産設備'の権成，企業行動と企業間関係，そして立地体系の問題に限定して検討を行

勺.

まず?A';ーに，石油化学コンビナートの生産設備のf育成についてみる幻国内のエチレン年産

能力は. 1958年の本俗的な生産の開。古から，わずか20年間で600万L以上へと急速に拡大して

きた.その附.一生産訟備系列の単位能力も大型化している エチレンを例にとれば.1950年

代米の石油化学産業発展史上の第一期においては2万l/年前後であったのに対して.60年代前

半の第二期では4万t/年以上となり.さらに石油化学協調態談会を中心として国際競争水準へ

のJlli童をはかるために行われた大型化のための基準は.1965年4ニ10万t/年.67年iこは30万t
/年へと引き上げられてきた.一方.設備単位能力の上昇にもかかわらず，需要のj曽大と新規

参入のなかで.エチレンセンター数は第一期の 4企業4コンビナートから.第二期の9企業9

コンピナー ト 60年代後半から70年代初期にかけてさらに12企業15コンビナートへと企業数，
コンピナー ト数ともに増加lした

側々のコンビナートにおいては，係業rm始NIの一系列体制から段階的に設備系列の堵加と規
模拡大がはかられるとともに.一部の企業においては第二立地のコンビナート建設にも乗り出

した また，基礎製品生産能力の鉱大とともに，連産旬分の誘導品部門における総合平11用化の

ために.IMfJ合成樹脂，大型化成品が各コンビナートに務入され，その結果 1 比較的同質な生
産体系が形成された"コンピナート Illlにおける原料，技術上の差異が小さく，規模拡大が生

産上の駿争要因であったことは，そのこと自体が過剰設備の発現を引き起し，さらに再編下の

過剰設備の処理においても，設備系列の新!日と大小の関連が主婆な聖要因となる原因ともなった

第二にこのような生産能力とコンピナー ト鮮を形成した企条一行動と企業間関係をみておく .

企業間関係のーっとして，大企業集団としての関係があり.I日財閥系，銀行資本を中心とす

る系列などがあるが，同一集団内にぶいても，三菱illl化と三菱化成， 三井石油化学と三井東圧
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化学のように複数企業の参入が生じた.これらを交えて，全般的により寡占間競争的な状況が

筒度成長期には存在したと考えられる.

この点を規定したのは，石油化学産業の成長性と一貫生産体制化の必要性であり，当初から

-tf生産を行っていた石油化学専業企業に加えて，当初の生産規復古刈、きかった段階において

は恭礎製品を中心としていた石油系企業，誘導品部門に参加していた化学系企業がそれぞれ前

方I 後方統合を行い，一貫生産体制への展開をみせた.この過程において，全国的な生産能力

の鉱大と新規コンビナー卜の建設が生じたのである.

しかし.急速な基縫製品生産能力の鉱大は.原料入手.基礎製品消費よの問題を主主じさせ，

さらに寡占間競争の抑制と過剰能力の発生の阻止のために，エチレン30万t/年基準の提示後

に.通産省の指噂と企業提携によって，設備の輪番E 共同投資が行われた.これは地法的に近

接するセンター!甘1における関係を強めた.

第三に.以上のような石油化学工業の発展と銭争構造によって形成された.コンビナートの

立地体系の問題を倹討していく.

石油化学コンピナートの立地に必要とされる産業基盤は，旧軍燃料廠用地の払下げに始まり，

大都市関臨海部と新産業都市.工業整備特別地域における臨海工業地帝造成によって提供され

た.

一方.企業自体の立地行動としては，矢田 (1975b)が明らかにしたように.原料ナフサを

供給する製油所立地との関係と，石油化学工業自体の市場分割型立地戦略が重要である.製油

所の立地は石油企業による太平洋岸製油所の再開から ι さらに会図的な市場分割立地として展

開さ札，太平洋ベJレト地帯内の主要製油所においては，石油企業の石油化学事業単独進出，あ

るいは化学企業との共同投資によって石油化学コンビナートが形成された.また，石油化学企

業と石油企業の共同出資により.石油化学コンビナートと結びついたコンピナート・リファイ

ナリーカ'i:!l設きれた

石油化学企業のなかでも三井石油化学曾住友化学，三菱r由化の第一期から事業を行っていた

先発3祉は.事業拡張計画に際して第一立地コ ンビナートにおける産業法整面での制陣3とω 西

中日本立地から大消費地である関東市場での立地拠点への確保のために.第二立地コンビナー

トを干業.鹿島にi主殺した.，矢聞はこの東西二基地体制による市場分割jに加えて 向一企業

集団内の三井石油化学，三菱化成をそれぞれ加えて.束中西三基地体制として把握しているが，

上記のように同一企業集団内企業聞においても高度成長期には綬争的側面がみられ，またそれ

を調墜する場合には誘噂品部門における分野誠獲が行われていたことから 51 同一集団内企業

を一体化1..-.さらに製品市場の地成分割を行っていたと考えるのは困殺である

このほかに，石油化学工業の立地体系の問題としては.まず.化学企業が最初は誘導品事業

としてコンビナ』 卜への参加を行い，さらに前述の後方統合の過程において基礎製品からの一

貫生産を行う新しいエチレンセンターを立地させたことによって，誘導品では複数立地となっ

た形態があげら札る. また，誘務品部門のみでも，複数のコンビナートに参加している企業の

ほか.電気化学等から石油化学への原料転換を行った企業においては. I日地方立地工場とベル

ト地情コンピナートとの複数工織配置となっていた企業が存在する6)

このような石油化学工業の立地体系は.最後の地方工場の立地継承の場合を除け1;(，太平洋

岸ベルト地帯内の3湾 l内海に集中したη. この企業開設備投資妓争によって形成された大規

撲な生度能力と立地体系が，特に第二次石1由危機後の傍造不況とそれに対する構造改善政策に

よって紛小と再編をせまられることとなる



個別の石/111化学コ ンピナートの生産体系ilHfに土地利用においても独特なものとなっている

海外の石油化学コンピナート，特に日本に先行して形成されたアメリカ合衆国や西ヨーロ yパ

と対比すると，日本の場合はまず，商品t的に狭j虫な臨海部や海岸の埋め立て地に宮、集している.

背後には既成市街地が追っている場合が多く.公E害対策の簡での十分なアセスメントが行われ
ていなかった.特に.深刻な大気汚染が引き起こした「四日市端息」で知られる四日市コンビ

ナートの場合は，当初は|日海軍燃料磁の弘い下げJ-HJ血が刷用されたが，三菱系のコンビナ ト

の設備拡慌に1'r-って，市街地を問に挟んだ内陸部にまで工場群が形成されてしまった(図
4.1). r開口市公害訴訟」の判決においても，都市計画上の問題が指摘されている.なお，そ
の後の第3月jのコンビナートは.一応市街地からは一定の距離を置き.関に緑地帯fなどを挟ん
だ土地利用計ji1ijが行われている

図4.1四日市コンビナートの工場配置

ー
や

nB<tItI 

資料:凶日司idn捻岐部を一昔11修正.



また，欧米のコンビナートの場合には，広滅的なパイプラインによって各社の工場鮮が結合

され.基礎原料はこのラインを通じて異なる系列の企業開でもコマーシャJレ ベースで取引さ

れるのが一般的である(図4，2).これに対して日本では，通産省による投資の認可 調整の基

準において，基礎原料から誘準品までの自己完結性を求めたことと，内陸部の既成市街地を過

したパイププランの述設が.安全性とコストの点で殺しかったために，統合的，孤立的な体描IJ

をとっている.後発の千葉のコンビナート辞においては，ょうやく系列を控えてヱ場開が結合

された状態となっている.

図4.27メリカ合衆国のガJレフ コーストのエチレン ーパイプライン

O吋坤臥エー・
. ~令レシ生盆工絹
d. tlJr-.，c..J叶仲畑 鎌
一 時凶叫押杓

{ど，.n迫l!)

(h-，叫ν縫<<1

出所・近絞完ー (1967)

4.3石油化学工業の構造不況と情造改善計函

ルイグ7サ剣

1970年代の経済変動のなかで.石糊!化学工業も不況カ JレテJレ等の対応を行い.70年代後半

には経営合理化をjj!;めるとともに景気の回復によって生産も上昇していた しかし，第二次石

油危僚による原油価絡の上鼻は，原料をナフサに依存していた日本の石油化学工業の国際競争

力を低下させ"輸出の減少と輪入の噌加.製品価格の低下と稼働率の低下，そして企業収益

の悪化というかたちで傍造不況に陥った.， (図4.3)

これに対して各企業の合理化政策が進められるとともに，建築情造審議会化学工業部会にお

いて対策が検討された'0，また.基礎素材産業における陽造不況対策全般の検討も進められ

1)) [983年には旧来の特定不況産業安定臨時指置法(特安法)にかわって特定産業構造改普臨

時指償法(度情法)が総行された 石油化学工業も同法の対象としてあげられ，さらにエチレ

ン製造業以下の業織が指定を受けて構造ー改善基本計画が公示されることによって，情造改善へ

の具体的取り組みが行われた12，
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図4.3園内のエチレンの生産能力と生産量，内需，輸出入のJ並移
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資料:化学工業統計年報

石油化学工業の締造改普の内容は，度情審における検討をふまえたものであり，過剰設備の

処理，事業提携.活性化投資，技術開発等が規定されている.縮小とj誼退にともなう雇用，関

連中小企業，地成経済への影響に対する配慮の必要性も指示されているが.基本的l.t生産.販

売等の合理化によって f適正な収益力の回復Jr安定的な経営基整の確立Jを目的とする政策
である.

1耳造改警による再編の特徴の第ーは. 1970年代までに形成されていた大規撲な生産能力のう

ちの過剰能力分を廃棄又は休止によって処理することであった川 小規模な老朽設備の処理と

;有効率段備への集約化にともなって守各企業内工場開，あるいは次の事業提携を通じて企業問

工場開の関係において，設備の地域的集中化が行われること となるー同時に新製法への転換等

の活性化投資も.工場開におけるスクラ γプーア ンド・ビJレドによる立地移動を生じさせる

設備処理の共同行為(カルテJレ)は.I日特安法においても規定されていたが，産構法におい

ては新たに事業提携計画の承認が取り入れられた これは経済力の集中を促すために.独占禁

止政策との誠監が必要とされたが. r過当鋭争」的な産業の構造を再編成することが必婆であ
るとの認織が政府.業界に存在したために，この政策が取り入れられることとなり，これが第

二の特徴となった''1

石油化学工業の場合も，併造不況の要因のーっとして過当競争に陥りがちな産業組織の問題

があげられていた'" これは前車において簡単にふれたような高度成長期における寡占競争的

な構造の産物であったわけであるが.t骨造不況下においても企業合併による集約化は期待でき
ず，また，他方で企業規僕が小きいために企業内集約の余地も小さいこと，さらに欧米のよう

な固有化政策も取りえないといった条件があげられた，"その結果共販会社の設立などのゆる

やかなグループ化の方策が説界され，そのなかでの生産と流通の合程化が進められることとなっ

内
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た.この点は，設備処遇!と合わせて生産と流通のJ也法体系の一部に高度成長期のそれとは異な

る性格を与えることとなった目企業Ii司の事業提携，グループ形成の基礎には，高度成長期には

まだ弱体であった企業間関係が再締強化されたかたちで存在している

4.4 j書造改善に伴う コンビナートの再編と立地変動

4.4.1 過剰設備の処理と集約化

情造改善による石油化学コンピナートの再編と立地変動の問題のうち，まず，設備処理を中

心とする各企業の行動を検討する

過剰設備の廃棄.休止，転用については，構造改普基本計画が策定されたエチレン，ポリオ

レフィン. J量化ヒ・ニJレ樹脂.エチレンオキサイド，スチレンモノ 7ーについて産情審で過剰設

備の処理の必要性が示された 生産能力に対しての蛤出入，内需の予測をもとにした婆設備処

理量は石油化学産業体制小委員会報告において示されs これに基づいて各構造改善基本計画に

設備処理最が規定された このほかに.i再造改善基本計画を定めずに，各企業の自主的な対応
が行われたアタリロニトリルがある.また，石油化学工業の分績には含まれないが，やはりコ

ンビナートの体系の中にもあって情造改善の行われたアンモニア，尿素.化学肥料がある問

図4.4石油化学工業の主要製品の生産系統と設備処理

調民情;t~先停釜本It画案絡製品

(( 198'Z勾8""'''''''随カ)-(1支縄処槻1;))

資科 「石油化学工業の産業体制~備のあ町方J . r産f械の解説j
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生産の系統と製品による設備処迎LI査を図4.4に示すが.このなかでもエチレン製造部門は，ェ

チレンとともにプロピレン， C，留分，BTXを併穫する重要なるE礎製品生産部門であり 181 これ
を担当するエチレンセンター企業及びー音11のコンピナートにおいてはそれを支配している王要

誘説品企業の動向が，誘導品の設備処理との一体的関係もあわせると，俵も重要な点となる.

前節においてみたように，石油化学部門における事業拡大と立地体系の点において，複数セン

ター企業， 一つの中七、センターとその他の立地の誘if;l.品工場を持つ企業，ーセンター企業，誘

導品事業のみの企業という分類ができるが.まず，エチレンセンターを中心とした設備処理の

動向についてι 各形態別にみてゆく

主主4J 2コンビナートセンデー企業の設備処理による集約化と製品分化

E量備 品理担晶

コγ ピナート
乱用ポリオレ7<ン

Z チレン

低ポ官リ車エチレン情!ポ密リ度ヱチレン
ポリプロピ
レン

三井石油化学

岩国・大竹 18-。 "7.5-3 5.4-0 9.7-0 

L-L ..5 戸弁JIt!E化学

平耳 日白9-・柑 6"10 17-16.2 1.2-1‘ 
使主化学

量皿 13白9-0 9.6-0 0.6→O 

千里 4与m・34.5 19-]6.4 13.S-14.4 

三量ie佑

四B市 I.5-21.7 品-5 3.6-0 '-7 

鹿島 品 目ー割.， s 10-12 

L-L 7.5 

出先右地化掌

穆山 事$ー16.... 防凶国 '.5 
a富山曹連

平II 一剖由 L-L 3.8 8.2-6.4 

資科・日本システム開発研究所 (1984，85) 

注 :1. *の節門は子会社が担当している.

8 

2. L-Lは低圧法による低密度ポリエチレン.

!t 

エオキチサレイy ド

15.2-10.9 

11.9-8 

6.6 

単位 :万，1年

成 品 特Il品.高付加

価値盟品os:
λチレン 79リロ
壬/守ー ートリ ル

高純庄テレフタル
祖

"PET， TPX 

5.2 M樹脂M寄A，エポキシ

92.5-・22. ι.こ

2....1 キ7ルクベ目AY，瞳4f.y 7Jヤ

24-16 

MEK 

16 

第一.第二の2つのコンビナート立地をもっていた三井石油化学，住友化学，三菱t由化の3

企業では， より新しい第二立地コンビナートにおいて第一コンピナートと同様の製品のより大

型の設備を展開していた '91 しかし.この2基地体制は過剰設備の処理を小規僚な古い設備の

存在する第一立地コンビナートに集中し 基礎製品と汎用樹脂の生産を第2立地コンビナート

に集約化した結果として再編され 三井石油化学，住友化学の2社ではそれぞれ岩国大竹，愛

媛のエチレン生産を停止させた 一方.縮小した第一立地コンピナー トは.高付加価値の特殊

鮒脂，ファインケミカルの他.合繊原料I 化成品等に特化させた(表4.1).このために.成長

拡大JtlIに形成された同種製品の地成市場分割による立地体系が『量産品の縮小と高付加価値製
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品への転彼のなかで，異極製品悩!の工場IU]での分担関係へと変化している目

新しく千葉でエチレン生設を開始して.徳山とあわせて2つのセンターを持つことになった

出光石油化学の場合も，これまで基礎製品の生産を中心としていた徳山では化成品への進出を

中心とし.千葉では合成樹脂を強化 して，全体としては千葉にシフトするという分担関係を形

成している

表421センヂーコンピナートの化学系企業の設備処理と集約化

副院位万1/年

世 0・ 晶君製品

エチνγセンタ 乱用ポリオレフィン 化 匝 品 他工場からの舞曲

〈中心企禽〉 エチレン 低密度 E目長z孟m二e ポザプ口ピ エチνjI r Aチνy アタリロ
ポリエチレ>'1京す宝チレンレY オキサイド 号 17ー ニトリル

百合1(1胆石油化隼 36，1-苗 6L望。6-6酒 7.2-・5，2 1 1 6 1 9.1 醐隅よりl!!¥Il1tポ
画.~.市{車博曹連>1 r-痔.遍 ・四日市ポリ 困曹地化 り ヱチレン唱，~フ

マー ト

三量化虞・水島 田 7-36 111.6-5.8 1 7.5-6.9 1 3.5 1 1 111.2 図，白布よ念り略温ピモ
>'水島zチレ ダをマ農ー助，ソ-

昭和電工・大持 制-.12 112，3-7 112.2-11，31 9.2 ' 1 1 15 学 I区97間9年P にd 川M両エチ主りν 

〈大三軍罪石東抽圧化学J b 話 71 1 1 6，5-10，51 6 1 9-0 1 6 …雪量動量チポ古を'}里集プ約ょロ
"'J型北酸化 テレ ・東洋ケミす ピνンー，g

化学〉 チレシ タス り塩ピ樹脂

組化厩 水島 39-制面10.75-9.6 i12. 87--8. 2 盟.4-12酎 川蝿lり低シy雷1-二Z度三R約ポチ
-山掃エチ リエチレ
;..; I I Nベ"ゼ

資料:表4.11こ同じ

t主:1. *の企業はエチレンセンター企業(中心企業)の子会社 ・関係会社

表4.3石油系エチレンセンターの設備処理の動向

単位 ・万 g

政 鋪 処 理 盟 晶

乱用ポリオレフィ Y lt 成 品

エチレ y
ほ，y，密q度エチνン 高，y，官り直エチレン

エチレン スチモレノ~7-i アタユ'}ロトリJνポリプロピレン オキサイド

日本石油也学 }IJ筒 .S』手5島3右-3抽i化2学 9，'5-7，1 ・白石10樹-7脂.6化学 担，5→18，5
旭化6成5 9 

旭化3成3司。 日本触民化学 旭化成

車坦石抽化学川崎 日，3-35 18，5-13，8 <，5-3，曲 7.6 7，52 
L・-日本Lユ7ニ5舟一 昭恩来和7電J化工学-0 

丸易石治化学・千葉 回。5-37，3 字1郎4貝，7血-10.1 
チエ・7チ日ッ45Eソレ52石1→-ン1抽S3魯L5 化4ポ学リ

チ2ッ5ソ6石抽他棋
6，8 

zgR42じ6学.S.丸善ケミ
1陥Fν

資料表4.1に同じ

注 1. *の企業はエチレンセンター企業の子会社
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次に. jilllÊ~撃がエチレンセンアーとなっているコンビナー トに誘現品部門で参加し，その後，
自1:1もしくは自社が中心的に支配するセンターを持つこととなった，三菱化成，旭化成，三井

東圧化学，東洋l1f遠の各企業の場合は，自社センター，自社主導センターの基礎製品の稼働率
の上昇とその消費量の拡大のために，設備としてもより古い他のコンビナートの誘導品生産か

ら紛小.撤退し，センターコンビナートへの集約化とその体制の強化をはかつている(表4.2)

叩 この場合以各企業の設備能力の縮小のなかで，誘導品の複数工場体制が後退あるいは消

滅したこととなった.

第三に，石illJ系企業による lセンター型コンビナ トである， 日本石油化学，東燃石油化学

の川崎I 丸善石油化学・千葉においては，単一立地内の小規模な設備の処理を行うとともに，

合成樹脂企業への資本参加.誘導品部門の強化を行っている{表4.3). 

以上のように，基礎製品と汎用誘導品の設備処理におけるエチレンセンテー企業，及ぴそれ

に準ずる企業の行動をみると ，単一立地の場合はその内部での処理となるが，複数工場体制を

成長拡大綱に形成していた企業の場合には，より新しく拡張してきた第二立地コンビナート

自社，自社主導コンピナートへの生産の集約化を進めるとともに，複数工場体制期の企業内工

場開での同種製品の地域市助分割は紛小又はr肖滅L.工場開における異種製品問分担関係の性
絡を強めている.

生産部門の集約化にともなって.合成』削旨の研究開発のような応用的R&Dは住友化学，三井

石i由化学，出光石油化学の千葉，東洋哲遂の四日市のように街脂生産の基地で展開されるよう
になってきている.基礎研究開発部門は，三井石油化学の岩国大竹，旭化成の川崎のように縮

小地波においても行われている

4.4.2事業提携による生産と流通の合理化

コンビナート問.工場開における設備処患の動向は.各企業内部における方針によって規定

されるだけではなく，企業開の事業従携による生産の合理化政策によっても調整されている.

また.流通の合理化をめざす共飯会社の設立等の事業提携は，物流の合理化を通じて地滅的な

流通体系の性格を変化させている

まず.基礎製品のエチレンの設備処恩をめぐる企業間関係をみる 各企業に割当てられた処

理量に対して叫，企業内の設備系列単位の処患と系列内の部分的な分解炉の処理によっても対

応が図維な場合は，他の企業において系列単位の処理によって生じた余裕枠分の融通を受けて

いる.この際に特に資本系列と地法的関係とが利用されやすい明.

そのーっとして三井一日石グループがある.三井系の三井石I由化学と三井東圧化学との関係

と，川崎と千葉にそれぞれ共同投資の浮貼石油化学の大型エチレン設備を持っていた日本石油

化学と三汁ー石油化学の関係均を基礎として.三井石油化学の岩国・大竹と千葉.日本石油化学

の川崎のそれぞれ自社の設備を処理して，川崎と千~の浮島石油化学の設備に集約しさらに余
裕砕は三井東庄化学を通じてー設備系列しか保有していない大阪石油化学に融通された.この

ほか.図4.5にみるように，資本系列を通じたものとして三菱油化と三菱化成，地域的関係によ

るものとして千葉の住友化学と丸善石油化学，水島の三菱化成と山陽石油化学がある t~1 高度

成長期には鋭合的であった同一企業集団内企業!聞の臨調関係が深まり.また，高度成長期の輸

審・共同投資による地域的関係が生かされている.この融通による移動は設備処置会体の動向

に対してはごく一部分にとどまるが251 高効率設備への生産集中による合理化と大型設備の生

産維持に寄与し.コンピナート I>>Jにおける設備能力の再配位を絢設させたこととなっている
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図4.5エチレンの設備処理にともなう能力枠の融通関係

回申':(inhイヒ申・川崎

三 It化叫 7~ 1b 

JK島 エテ νン ・7)<島

山 陥 エチ vン・水島

-】5
山崎石油化学 ~し

伊‘
I "f1'~徒化申・ 受岨.干寵 l

ム21

丸再開川開・吋 I : し」盟国ー斗互二コ
:向。20

l 軍捕石川化学 -)11叫 ト ー ..~ ~ ~ ~ !"・，401;1計必和平日111化合幹・山 口市 l
ーーー一一略 拠間出膏 ・ 一一-，・地域的阿部 舟翼抽I司・

地'.ot的開価 一一一→ ?'>Vープ

一一一》径の抽 ・一-，.タイムーヌワ γフ )1l(W:: =rt 

資料 ・化学経涜研究所 (1984)

住:1.出光石油化学と大阪石油化学，三菱t由化は，出光石油化学・千葉の稼動の前後にタイム
スワップによる相互融通を行った

2山陽石油化学は，自社としてはエチレン設備をもたない

基礎製品は基本的にはそのコンビナート内で誘導品の原科として消費されるが， この他，コ

ンビナート間での需給調~，基礎製品消費鉱大のための流通， 輪番投資による相互融通等の形

態で.一部分は梅上輸送，地域内パイプラインを通じて流通されてきた開設備処理による基

礎製品の生産停止は，停止したコンピナートへの基礎製品の輸送を必要とさせたが，一方で企

業問1提J曹関係の強化によって，首都圏コンビナート問等の広法的流通関係が広がっている2?)

グループ化による生産と流通の合理化が係造改善の中心となっているものは.合成樹脂のポ

リオレフィンと境化ヒ・ニJレ術給関連製品である矧

ホ・リオレフィンにjj:設備処理の行われた低密度ポリエチレン，高密度ホ・リエチレンと，設備

処理は必要とされていないが新噌殺の規制lされているポリプロピレンが含まれる.企業集団関
係を中心として，三井白石ポリマー，ダイヤボリマー.ユニオンポリ 7ー，エースポリマーの

4共阪会社が投立されて産情法による事業徒機雷f面の本認を受け，汎用品のグレードの統一，

物流の合理化等の流通商での対策と同時に，生産の受委託.製品開の能力枠の融通.共同投資.

研究開発の重複の排除害事の生産商での合理化が計画.実施された.

グループ内での受委託.共同投資による設備能力の配鐙の調整方式の事例として.三菱系の

ダイヤボリ 7ーを形成した三菱t由化と三菱化成の関係をみてみる.三菱r由化は四日市の高倉度
ポリエチレンの事業から徹過して， 三菱化成の水JJJと，グループ外で事業提携を結んだ昭和電

工 大分，組化成・水島に生産を委託し，他方 t 三菱化成I:l:三菱i!lJ化・鹿島の直鎖状低密度ポ

リエチレン事業に参加している聞 このことと.三菱t由化内における四日市から鹿烏への合成

樹脂生産のシフトが一体となって，生産と立地の体系の再編が行われている.エチレンと同様
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の企業からなる三井白石ポリマ一関係では，三井東圧化学 大竹のポリプロピレン指退に伴い，

同社の泉北におけるi暗殺と，設備枠の一部の三井石油化学・千葉でのスクラ yプ アンド ピ

Jレドによる能力i曽分への融通による設備配置の変化が生じている.このように事業提携を通し

た生産の受委託，枠融通に，活性化投資としての低蜜度ポリエチレンにおける低圧法直鎖状低

密度ポリエチレンへの転換，ポリプロピレンの気相法への転換によるスクラップ・アンドーピ

ルドが関連して，コンビナート聞における生産能力の再配分が行われた.

庖化ピニ Jレ4封勝については企業数も多<.不況も深刻であったため.ポリオレフィンに先行

して1982年内に第一旗ピ.日本塩ピ，中央塩ピ，共寝ピの4共販全干上が設立され，構造改善へ

の取り組みが行われた.+骨造改善計画として策定されたのは塩化ピニJレ樹股としてであるが，

中間製品の力性ソーダ，二庖化エチレン，犠化ピニJレモノ 7ーをあわせた再編と事業提携が行

われている.

図4.6塩化ピニル樹脂の設備処理と寝化ピニJレモノマー設備の休止の状況

。
ー10

。 。股愉処理.休JIなし

。 一郎処理

- ・全耐処理。体JI:

資料 r日本の石油化学工業jなど.

量産効果の大きいカ性ソ ダ，二塩化エチレンe 塩化ピニルモノマーの生産Ll，小規模なコ

ンビナー ト及ぴコ ンビナー 卜外立地の工場から，より新しいコ ンビナートの大型塩化ピニルモ
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ノマーセンターのある工場へと生産の集約化が進められた.塩化ピニJレ樹脂については，中間

製品以上に輸送貨がかかることから中間製品は停止されても生産が継続されていることが多い

が.小規械な工場においては設備の縮小と特殊品への特化が進められ，汎用品は大型工場へと

集約された(区1~ <6) 301. そのために汎用品の生産工場数は減少したが.輸I差面における合理化
のために企業IHI.工場前]における製品市場の地域スワップが行われている ι これにより.一部

では企業内工場開での市場の地成分割から，企業IIlJ 工場開における市場箇の地域分割への再
編が行われている

このように.il'li度成長期における比較的多くの企業による競争的権造が.情造改善による事

業従燐の促進とグJレープ化によって.より協調的なものへと再編成されたが.そのなかにおい

ては生産と流通の企業聞における合理化対策によって，生産設備の集約化，再配1ft，流通体系
の再編が行われた この点は.産業再編成による立地変動の機術のーっとして注目すべき点で

あると思われる.

4.4.3コンビナートの再編の地I量的動向

設備処理，事業鑓郷等をめぐる個別企業及ぴ企業間関係の動向を検討してきたが，本節では

これらを地I壇的動向として総括する.個々のコンビナート立地地援においては綾数の企業の行

動がからみあっているため，地ほ単位での設備処理，あるいは流通の動向として集計して整理

を行うことによって，全国的な立地変動の傾向の把鍵を容易にするとともに，個別立地地波に

おける雇用の変化への影響をもさぐる手懸りとしてみる

表4.4設備処理にともなうコンビナート地区の能力変化

H レン…αt 百~I …誘導品生産肘拙?
2ンピナート地区 百〉

E量備処理附設蝿処理睡 処理串 包0・処理的 設情処理聾 処理事

車島 35.0 坦.9 14.6 1.01< 1.197 + 18.0 
干糞 157.4 146.1 7.2 5，176 孔721 8.8 

)1/筒・横浜 112.6 66.2 41.2 2，512 1.918 23.6 

四B市 81.1 48.3 40.4 2.2団 1，549 31.3 

且北・堺 32.0 25.7 19.7 1.073 慾狗 6.9 

*畠 92.7 70φ9 23.5 2.483 2，0幻 18.4 

岩田・ 大竹 18.0 。 l∞o 543 1制 届.1

古車山・璃鶴 調。 16.4 56.8 4羽 336 22.8 

霊園 13.9 。 l∞o 3曲 118 67.9 

大分 54.0 32.0 40.7 1，126 974 13.5 

全 国 |云34.41雨| 川 I 17，014 I 13.め l------ru

資料・表4.1に同じ

住:l.i脅埠品については.ポリオレフイン.エチレンオキサイド，スチレンモノマー，アタリ
ロニトリルについて(生産能力) x (1983年の平均仕蛸単価)の合計の生産能力額を算出した

E塩化ピニJレ樹脂関連製品はここでは含めていない.

まず，設備処理についてであるが，新規のものも含めて全国の16コンピナートを立地地成に

よヮで10地区に鐙理!し，エチレン能力と設備処理関係の誘導品能力を生産額に換算したものと
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の削減率を表4.4に示した.

エチレン製造設備については4.4.1でみたような各企業の行動によって，小規模な設備の処理

が会図的に行われている川(図4.7) 愛媛，岩国・大竹では完全に処理され，徳山ー南陽，川

崎繍浜，四日rli.大分の各地区では4-5制の削減となっているのに対して，千葉.鹿島，泉
北 堺，水島の各地区においては全国の処理E容を下回る削減率となっている 削減率が高いの

は 第一JtJj，第二期以来の古し‘小規模な役備をかかえていた地区である さらに住友化学が愛

媛から千紫へ目三井石itll化学も岩国大竹から千葉へ，同じく出光石油化学も徳山から千葉へ

'"また『三菱油化は四日市から千~へそれぞれシフトしたことが，このような地域間の不均
等な動向を規定している.

図4.7園内の石油化学コンピナ トとエチレン設備系列の処理状況

(政健処理問能力]

030万E以上

o 2ト目方t
o 10-]9万t

・10万z未満。痩存プラント
@ 一部処理プラント

・ 処理プラント

寸l三間It"*四大竹
出先石酬It'歩也山

制本石拙fヒ辛 III崎

資料'表4.1に同 じ.

三E抽化.1If.島

誘場品においても，エチレン設備との一体的集約や，ヱチレンセンターの体制強化のための

誘導品役備の集約があるために.エチレンとほぼ問機の傾向を示す 2センター型企業の場合

は上記のとおりであるが，このほかには.誘導品における旭化成の川崎から水鳥へ.また，三

菱化成も四日市から水島へ.三井東圧化学の大竹.名古屋から泉北へ，東洋lVi童の南陽から四

日市へといった集約化の動向が反映している 複数のセンターのある千葉，川崎，水島の各地

区では各企業の比較的類似した集約化の傾向がみられるが，四日市については三菱油化の鹿島

へのシフ トと東洋曹達の四日市の強化が交錯している (宮川. 1985) 大分については昭和電

工が22万l/年の比較的大きな設備を処理したために.エチレンの削減率としては高かったが，

l
 
po 



誘iR:品についてはー工場内処理のために比較的低い.

各コンビナートにおいては，基礎製品，汎用誘導品の処理の一方で，他の製品への設備の転

用1:J1 特殊製品』高付加l価値製品の新増設が行われているために.このエチレンと設備処理誘

場品の動向によ ってはコンビナート全体の動向の犯爆としては不十分である.とはいえ，大型

設備の処理に対して新たに展開されている 77インケミカル等は少量生産のために小規模なも

のが多く，特に従業ー貝数の変化に対しては以上のような設備処理の動向が大きく影響している.

石油化学コンビナートは1970年代前半の大型設備投資が完成した時期に従業員数においても

般大となり，第一次石iTlJ危機後の不況のなかでの減量経営によって減少が進んできたが，特に

第二次石油危機後の構造不況において，生産の合理化，設備の休止によって急激に減少し，傍

造改普による段備処理はこの動向を決定的にする結呆となった. しかし，各コンピナートにお

けゐ雇用の減少の動向は，設備処理と生産集約化の不均等な展開を反映して一様ではなく，生

産が集約化されてくる位置にあった千葉，水島，鹿島.大分では減少率が比較的低いものの，

縮小，撤退のみられた川崎 機浜.岩国 大竹，四日市の他，集中化が進められた一方で生産

の合理化も行われた泉北・堺でも高<，さらに愛綬の大鰐な減少が顕著である(表4.5). 

表4.5石内I1化学コンビナート企業の従業者数の推移

| コンビナート企業 1 1975-1983年の
:JYピナート | 従業者数 〈人)I滋少寧 (%) 
岨区|

鹿島

千葉
川崎・織浜

四日市

泉北・堺

水島

岩国・大竹

徳山・南踊

愛.Ii
大分

針

資料表4Jに同じ.

:ヨす::
l::羽::司 3，者 i

;(i;13;jl;; 
|67，吋川01155，吋 9.8 1 18.4 

一方，コンピナー 卜の立地地域の経済とコンビナートの活動との関係について， コンビナー

ト企業の従業者数の立地市町村の製造業従業者数に対する比率と .コンビナー ト企業従業者数

と関迎下請企業の作業員数の計の立地市町村の従業地による就業人口に対する比をと って，コ

ンビナートの地域経済における地位の指標としてみる (表4.6)， 

この比率が高いのはコンビナート建設によって新しく工業化と都市化が進んだ鹿島.千葉の

両地区の市町と.戦前来の工業都市でもある徳山 新南陽であり，対工業比率は約 4割に透し

ている.これに続いて地方工業都市の四日市，岩国ー大竹，新居浜，念敷で 1-2割，大都市
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表4β石油化学コンビナート関係従業数，立地市町村の就業人口及び工業従業者数に占

める比率

立地市町村 K12ISESOE写Z.問:~2部長五五ず!??E 主E仰|fピ若章ナ者手ー哉(きト幅金雪の】Eす者ーZ費のるト人コ口ン提にピ量対ナ地区
闘比部'" 

人)!(1982年I 人 (1982年{人】 (%) 

鹿島 何回町.桂崎町 35.307 8.019 3.町6 2.n8 5.酷4 調a‘ 16.6 

平置 市圏市，抽ケ楠町 114，814 30.866 11，372 8.5部 17.1円 3o.8 15.0 

)"向'横揺 川崎市.横揺市 1.'弼.019 制9，7珂 8，<52 4.415 12，師7 2.' 0.9 

四日市 四包帯市 138.949 39.602 8，539 3，回1 12，制。 21.6 8.9 

車北・事 高石市，塀市 292.853 73.887 3，863 2，'85 5.iI48 5.2 2.2 氷. -*融市 却3，794 51，四2 8，351 4，312 12，日3 13.5 6.2 

奪回・大竹 和木町，大竹市4岩田市 75，778 17φ8<5 3.M! 2.2]8 5，759 19.8 7.5 

徳山術師 !!'山市、，阿南踊市 回.'届 16，018 6，352 2，担。 8.932 担.7 10.8 

量櫨 輯居棋穂 国，0叩 13，9臼 2，担。 2，107 5，岨7 17.0 8.5 

大分 大升市 175.222 23，209 2，1訂 1，白4 3，801 9.2 5.2 

資料:図書F調査，工業統計表，表4.11ニ向じ

市街地に隣侵している川崎・被浜.堺・高石.それに石油化学コンピナートの従業者数が少な

い大分では 1~J未満である 下請・関連企業もあわせた場合の比率はとくに第3次産業の集積

している地区においてより低〈なるが.立地地域における比重の序列は同様の傾向にある

この状況のなかで，大郷市邸内立地あるいは集約化先のコンビナートの場合は.雇用の減少

はあるが.その減少率の低さ.または地域経済における比重の低さからただちに大きな問題と

なりにくいが4 コンビナートの地位が比較的高いにもかかわらず.設備処理等による影響の大

きかった新居浜，大竹では他の情造不況築設の存在とあいまって，不況地法問題が発生した

M これらの地峡のコンビナー トにおいては，設備処理製品にかわって高付加価値製品等の算

入が行われ，事業転換による対応が行われたにもかかわらず.十梓造改善によるコンビナー トの

再編の不均等な進行はそれをよまわる影響を与えたものとみることができる.

工業立地政策との関係でみると， r工業再配置計画J(1977年)では3湾1内海における新
相殺又はスクラップ アンド・ピルドは既に了承されている計画を除いて原則として行わず‘

6/J、牧東館，むつ小川原等に誘導することとな っていた.しかし，新しい工業際配置基本問題
惣談会報告書においては，基礎素材産業の新増設はなお3湾l内海の地法外に誘導することと

なっているもの守合理化対策を進める上でスクラ ップ アンド・ヒソレドによる集約化が必要な

場合については.合理化の必要性を勘案した適切な指導を行うこととされ，集約化による立地

集中への配慮がうかがえるような観点が打ち出されている'51

個別地減における問題に対して，全国的な生産配置の変化と流通体系の問題を次に検討して

みる

まず，設備処理について地方閣単位の動向としてとらえると，首都圏の総エチレン能力は

305.0万11年から242.4万11年へ21%の減少，以下，東海は81.1万U年から48.2万II年へ41%，近

鍛1;1:32万II年から25.7万11年へ17%，瀬戸内は216.6万11年から119.3万tl年へ45%の減少となっ
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ており，矢凹 (1985)の指摘した瀬戸内.伊勢湾から!拘束，近畿への集中，化学経鴻研究所

(1984)の述べるところの大消費地への集中化傾向は全体的傾向としては該当している しか

し。個々のコンビナートとしては瀬戸内での集約化先の水島，大分，四日市における東洋曹遥

の体制強化という相反する動向も存在し，この点は各企業における高度成長期の立地展開と情

造不況JVIの集約化の動向の分析を前提としないと説明できないと思われる.村よ誠 (1984)の

瀬戸内コンピナート Ilijの対比{t，この邸内での各企業の行動の違いをみたものといえる.

次に.このような全図的な生産配置の変化を流通体系の変化との関連かb検討してみる.

図4.8の各コンビナートの製品の出街先地械情成は， 1982， 83年の資料によるものであり，

各企業の生産集約化は情造改善計画に先立って笑質的に進行していたものの，まだ設備処理は

完了していない過渡期のものであるという制約はあるが.矢田が高度成長期に関して明らかに

していた地波市場分割の傾向はここでも:aめられる.石油精製を含めた各地区コンビナートの

出荷額全体では，それぞれの立地している地方圏内への出荷が4-6寄jと高い.石油化学のみ

をとった I~成比では出荷先地成はより分散的となるが，首都圏のコンピナートでは圏内出荷が

半分近くを占め，近S置，西日本の場合は，商問をあわせて4-51刊となり首都圏がそれに次い

で2割前後となっており，広域的な市場分御!とそのなかでも首都圏の優位性がみとめられる.

図4.8石油化学コンビナートの製品出荷地Jまの構成

E石油化学2ンピナート計J [石抽化学(;C;抽'AI!~険 【Jl

orz.側室 E2遺‘ ψ史官FJ繍 め，J，')0rz柑掴主主迂 ‘hTZ?納品必}
d__. ー・・ー.ー~ー・・-.‘・ー、九 九.....? -~.・・・ー ---..._-._、-__、、、

a区"" 、、、、、、.， 

千:支

/，r...，uも

脳.，"
，.北嶋

水 a‘
沼田*n
III山 ..11

1! U. 

大分

資料 :表uに同じ.

注 :1コンビナート内の他企業への出荷と，石油精製専業のため.及ぴ主要石油化学製品以外

のために.出荷先不明部分に関しては除外して僧成比を算出している.

2四日市。泉北・ 堺，岩国・大竹，徳山・南陽.大分は1982年可鹿島，千葉目川崎・繍浜.水

島は1983年の資料である.

地区惟位としては最大の能力のある千策を例にとって合成樹脂の製品別出荷先偶成をみてみ

る(図4.9).高官官l且，低窓、度の両ポリエチレンでは.1工場体制の日産丸普ポリエチレン， -r'1 
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ソ石油化学。字音日興産，出光石油化学，愛媛の停止によって]工場体制となった住友化学.千

業にシフトしつつも 2工場体制lをとっていた三井石油化学，三井・テ・ュポンポリケミカルの各

企業からなっているが， I工場体制の企業が多いために首都閣内出荷は 3-4書IJであり.金図

的に広〈 出荷されている これに対して，滋化 ピニjレ樹脂においては，四日市に工場を持つ東

洋曹遂の系列に入った千葉ポリマー，親企業のチ γソが水島.水俣に工場を持つチ ッソ石油化

学，青海， 1先川とともに泉北の日本PVCに参加している電気化学，愛媛を停止して水島の日本

ゼオンと汎朋品の地域スワ γプを行っている住友化学というように，複数工場体制lあるいはグ
ループ化相による事案提燐を行っている企業から構成されているために，首都圏内出荷が7創

と高<，地域市場分割が明僚となっている.

図4.9千葉地区コンピナートの石油化学製品の出荷地域情成 (1983年)
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資科.表4.1に同じ

表4.7プラスチック製品生産の地滅的動向

1969 年 1982 年

出(荷億円額〉 偶成(%比) 出(償向問額〉 橋キ品
北海道 65 0.6 513 0.9 

東北 95 0.9 1，065 1.8 

首釦圏 5，013 46.0 25，306 43.1 
東海・北陸 1，578 14.5 11守160 19.0 

近畿 3，032 27.8 12，890 21. 9 
中 国 幻5 2.0 2，364 4，0 

四国 94 0.8 1，214 2.1 

九州 119 1.1 1，却4 2.6 

硲盛Eよる不明 685 6.3 2，7∞ 4.6 
肘 い0，蛸，--1而1瓦万16い∞o

資料・工業統計表

コンビナー トにおける合成樹脂レジン生産の下流部門にあたるプラスチック製品工業でli，

大都市l溜の比重は高いものの，首都圏， 近畿の地位は第 7表にみるように低下傾向にあり ，東
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ifitの上刻とともに全国的な分散傾向がみられる(表4.7).石油化学製品需要の半分間を占める

合成樹加では，基礎製品.合成樹脂レジンをあわせた設備処理のなかで大都市圏への集約化転

向を示すのに対して，加工段階においては地方分散的な異なる傾向を示している.

次に合成繊維版科においては，エチレングリコーJレ，アタリロニトリルの輸入品比率が3割

前後へとよ昇するなかで，園内における過剰設備の処理では，住友化学が千葉から愛媛へ，日

東化学が樹浜から大竹へと77リロニトリ Jレの集約を行っており 381 この場合は従来から合繊

原糸工場の立地していた酋日本へのシフトが行われている

以上のことから，会図的な生産と立地の体系の変化としては.過剰設備の処理にともなって

基礎製品と誘導品の生産が全体としては大都市圏に集中しているが，合成樹脂.特に塩化ピニ

ル歯樹脂では後数工場体制あるいは事業提携による地波スワップによって地波市場分割が行わ

れており，下流の加工部門では大都市聞からの分散が進んでいる.また.合繊原料においては

需要先の西日本への集約化傾向がみられる このようにして，情造改善による生産と流通の合

壊化が行われているということができる.

4.5まとめ

第二次石油危機後の傍造不況と情造改善計画による石泊化学工業の再編成としての設備処理，

事業健機などの具体的政策にともなうコンビナートの再編と立地変動の機情E その地滅的動向

について検討を加えてきた.

要約すると，第一に産業全体としての再編の性絡としては，高度成長期の寡占問童書争によっ

て形成された大規僚な生産能力が第二次石油危機後の情造不況のなかで過剰設備化し，その処

理を必要とさせるとともに，グループ化等により，より協調的な企業間関係の強化による集中

と潤笠の方式がとられることとなった.

第二に，過剰設備の処理はより新しい大型設備への生濫の集約と古い小規模設備の処理によっ

て行われたが.高度成長期の設備拡践に際して後数工場体制を展開していた企業においては，

綾量生センタ一体制から lセンターへの基礎製品，jJLffl樹脂の集約，中心センターへの誘導品の

集約というように.高度成長期に新たに拡張していた立地への集中化として行われた同時に.

高度成長期に形成された企業内市場分割型立地体系は縮小し.工場開での製品分担体制lへと変

化したー

第三に，資本系列，地域的関係に基づくグJレープ化等の事業従燐を通じて.高効率設備への

集中，製法転換によるス7ラップ・アンド・ピルドが行われたため.コンピナート間における

段備能力の再配分が行われた.共販会社の役立による流通合理化の点では，企業内生産集約化

によって欠浴した地減を.企業問の製品の地域スワップによって術完することも行われた

第四に設備処理による合理化がコンピナート聞で不均等に進んだが，集約化先の新興工業地

帯，コンビナートの地位の低い大都市部に対して，新居浜，岩国ー大竹などで縮小度が大きく，

コンビナートの地位も比較的高い中小工業都市では不況地域問題を発生させた.この点は，産

業政策政策と不況地成政策.あるいは工業再配置政策との関係の問題点とみることができる.

第五に.全図的動向としては.基礎製品と汎用樹脂生産の大都市部への集中化傾向に対して，

合成樹脂工業では地方への分散化傾向がみられ，合繊原科の一部では西日本の系列工場の近接

立地工局への集約化が行われている 僻造不況による恭礎素材産業の一つの石油化学工業の大

規4誕生産体制lの縮小は.このような地滅的集中化を生じさせているといえる
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5石油化学コンビナートの再編と地域経済

5.1 1揖造改善後の石油化学産業

日本の石/111化学産業が1980年代を通じて，構造不況から構造改善政策へ，そして好況に転じ

るまでの情造転換の過程との関述において.地域的な動向とその特徴を倹討してゆく，機造不

況によって新居浜と岩国・大竹においてエチレン装置が停止したことについては.地域的な問

題としても大きな関心を集めた 一方，現在は新たな設備投資の動向と化学工業の新しい袋開

に企業行動と政策の問題関心が移行し始めている.

1980年代初期に深刻!な構造不況に陥っていた囲内の石油化学産業も.米国の景気の回復，原

油倒格の急速な下落に加えでの円高による原料価絡の低下，さらに近年，操業を開始したサウ

ジアラビアの影響も予想されたよりも軽微であったことなどの国際環境の新たな変化があり，

傍造改善も進展をみせたことによって，設備の稼働率は上昇し，企業業績も改善されている"

しかし， この歎年の権i章改善による石油化学工業の再編成の過程には，産業調整にともなう

立地変動と地域問題を考える上においての課題がいくつか示されているといえよう

過剰設備の処理の過程においては.履用の減少，中小企業への影響などの不況地域問題が発

生し，また，企業の設備の集約イヒにともなう生産の地滅的集中化によって，地域的な不均等発

展の問題が起こった 一方，石油化学企業の高付加価値部門への転換の面においては.その事

業展開が工場開lでの配位の側面からはどのように進められているか，また.その地域経済にた
いする関係はどのようなものであるのかという点も注目にあたいしよう

1983年の特定産業機造改普臨時措置法 (産構法)は，過剰設備の処理による縮小と新規事業

への転換による活性化によ って.産業体制を再編成することを目的としていた.

高度成長期における企業問の積極的な設備投資競争は. J970年代初頭よりすでに過剰設備問

題を発生させていたが，第二次石油危織の影響によ って稼働率は60-70%へと低落したため.

基礎製品を生産するエチレン部門の場合.634.7万tの年産能力のうち. 36%の処理が必要であ

るとの報告が82年末の産業精進審議会化学工業部会石油化学産業体制l小委員会によって行われ

た.この報告に即して産構法成立後に業種J昔定と構造改善器本計画の告示がなされて，設備処
理に関する指示方 JレテJレが結ぼれている.

表5.J産構法に基づく石油化学製品の設備処理実施状況(単位，万t)

エチレン ポリオレ7イン陣化ピニル樹脂 エチレン スチ ν ンオキサイド モノマー

特定ii:来街定日 58ι17. 5ι6.17. ss. 6.17. ss. 8.30 60. 1.29 
処理的能力(A) 634.7 412.5 2∞7 74.3 179.9 
処理目標定(B) 229.3 90.2 49 20.1 46.8 
処理率 (B/A) 36% 22% 24% 27% 26% 
処理期限 60. 3.31 60. 6.30. 60. 3.31 印. 6犯. ω9.30 
処 理 量(C) 202 お 45 12.2 34 
達成車 (C/B) 88% 94% 92% 61% 73% 

出所 r日本の石油化学工業'88年版J1重化学工業通信社
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1985年3月を目標とする各社の設備処理!が笑施され，その結果，処理量li202万tで，処理目

様の88%が達成され，432万l/年へと縮小された この他の誘導品の惰造改普計画も，表5.1

のようにほぼ達成されている2)構造改義基本計画が告示された製品に関する設備処理は85年

内のそれぞれのj制限までにほぼ逮成され， 88年の産構法の期限までこの体制は維持された

段備処理にともなって小規模な装置の処理と大型装置への集約化が進められたが，このこと

は各企業のコンビナートの再編を意味していた また.個別企業内でのによる処理枠の達成が

困難な場合は，企業問での処理枠の融通が行なわれ，集約化の促進がはかられた.その結果，

プラント数1132から13へ，1プラントの平均能力は， 19.8万tから33.3万iとなり.全体として

10-20万t級のプラントの停止と， 30万t級のプラントへの集約が進んだこととなる.

設備処理が完了したのち，同時に内需拡大や原油価格の低下，世界市場の好転のなかで生産

能力いっぱいのm産傾向が生じており，各社の業績も改善されたことから産締法体制lの必要性
が弱まってきた.また，このような産業政策がアメリカから保護政策的であるとの批判もあっ

た.十持造不況への対策として実鈍された産情法による構造改慈計画もこのような環境の中でそ

の役割を終え，同法期限であった1988年6月以前の段階の1987年9月にエチレンに関して，

1988年3月には他の誘導品に関しても指定を解除されている

1989年の時点では，既に休止設備の再稼動や新たな投資計画の実胞などの積極的な経営戦略

が展開されはじめている 各社は休止設備のil}稼動と能力増強に乗り出し， 1988年8月時点の

能力I;!S04万tとなり.その後も能力増強が引き続き，同年末で540万tとなり.さらに大型設備

の新E主計画が登場している この動向が再ひ・設備投資綬争によって過剰能力問題を発生させる

ことが懸念された.このため.能力噌加に関しては，一定期間前に通産省に届け出ることによっ

て，情報の透明性(トランλベ7レンシイ)を確保し，他の事業者の設備投資に係わる判断に

資するため.デクレア方式(事前報告制度)をとることとなった

さらに，新たな環境下における石油化学工業の方向について産業構造審議会に1989年1月に

答申がなされ. 6月には産情審化学工業郎会石泊化学政策小委員会の検討結果が r1990年代に

おける石油化学工業及びその絡策のあり方についてjとして発表された.同報告は国際市織の

動向などを分析した上で， 1995年の囲内生産の見通しを590万tと試算し，かつ相当の幅のある

ものとしている.

誘導品部門を集約したことによって，第一，第二の場合とも供給基地が減少することとなる

が.構造改善のもう一方の柱である事業提携による共阪会社体制は，販売と生産の合理化の一

環として，交錯輸送の解消による物流の合理化を実施した.ポリオレフィン共阪による他の製

品のグレード統合，生産受委託，販売合理化.研究開発の効率化，投資の共同化などの合理化

効果は，自擦の278億円に対して実線が322億円となっている.このうち.物流合理化による

ものが白保， 53億円，実績.61 億円となっているれ企業内における地波市場分割の一部が，

共販体制lによる交錯輸送の解消によって，企業問での供給体制に置き換えられたことになる

エチレンのみならず誘導品部門に関しでもデクレ7方式は適用され，かつ共同投資が特に需

要が拡大し各社の設備投資計画が発表されていたポリプロピレンなどにおいて，樹脂共飯会社

のグループの納として進められている.

エチレン製造装償の殺備処理前と処理後，さらに産構法の指定業種の解除ののち，需要の拡

大のなかで休止設備の稼動と能力の増強を行なっている現在の時点での設備状況を表5.2でみる.
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表5.2エチレンセンターの能力の変化と地域的動向ー再構築の動向
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資科・日本システム!摘発研究所 (1984，85)， r日本の石油化学工業・86年版J
注:1.共同投資会社の能力は.笑際の立地に置き換えている.
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エチレン センター1;1:，設備処理前は12社15センデ一体制であった 設備処理の過程で住友

化学が1982年12月に愛媛.三井石油化学が1985年3月に岩国 大竹のそれぞれエチレンプラ

ントを縫楽 休止し 2 簸も初期に稼動を開始したこつのコンビナー トでエチレンなど基礎製品

の生産が停止された.一方.新たなエチレンプラントを千葉工場に計画していた出光石油化学

か1985年6月に操業を開始して二つのセンターを持つこととなったため.情造改善後は12社

による14センタ一体制となった 産情法指定解除後，各社の休止設備の稼動と能力のt邸主が続

く中で， 1989年3月には三井石油化学が休止していた岩国・大竹のエチレン設備は再稼動され

たので，この時点では12社15センターとなっている.

この情造改普による設備処理後.産構法のt旨定業種を解除され，各社の休止設備の再稼J}Jが
始まると，休止していた工場においても一部の能力が回復したため。設備処理下の生産体制の

集約1ft.は俊分低下している. しかし.新たな能力のj哲強li字部興産の計画を除いて計画各社の
蒸斡コンピナートにおいて行なわれているため，今後とも 15コンビナート体制は更に強化され

てゆくものと考えられる.

このような中で，日本の石油化学工業の国際的な位置も変化してきたー80年代初頭には，輸

入原油からの生産されるナフサを原料としていた囲内の石油化学工業は，価格統制の行われて

いた北米の天燃ガス(エタン)ベースの石t由化学工業に対して競争力を失い.低価格製品の輸
入のI首力IJと.従来日本からの輸出先であった東南アジア市場でのシェアの低下を招いた 輸入

の急徴な増加傾向は納まったもののI 85年以降はエチレン換算での石油化学製品の入超修造が

生じている.これは，輸入の可捻な低付加価値製品は，直援投資先もふくめて海外からの輸入

に仰ぎ，一方.日本からの輸出はより付加価値の高い製品に特化するするという国際分業体制

への転換が進められたためである 一方， 81年の国産ナ7サにかんする輸入価格水準への調整

と輸入原料の地加，n車検価格の下落と円高の進行によって.国際級争力格差は縮小してきてい
る.

国内における役備処埋と並行して。日本企業の多加している海外石j由化学プロジェクトが操

業を開始している イラン革命とイラン・イラク戦争のために失敗したイラン石油化学プロジェ

デトを除いて，住友化学を中心としたシンガポール石油化学は1984年.三菱系のサウジアラビ

アにおける SHARQは1985年に操業を開始し，汎用誘導品などを現地市場や国際市場及び一

部は日本市場に供給しており，国際的な分業体制のー貨を担っている

また，円高によって急激に進んだ日本の自動車，電機など海外進出は，園内の化学企業にとっ

ての釜洞化の懸念を起こさせたが，高品質の原材料の供給を斡として，化学企業自身のこれま

でには少なかった対先進国への進出や海外企業への委託生産が開始されている.これはなお部

分的であり .欧米企業のような本格的な多国籍化にはなお遠いとはいえ，一層，国際的な立地

行動と分業体系が進んでゆくであろうと考えられる.

日本の産業情造の先端技術部門への転換は， 日本における特殊製品.高付加価値製品市場を

鉱大し.欧米の巨大化学企業1;1:従来の机用品部門からは徹退する一方，新たな特殊製品部門で

のN日進出を急速に進めており.日本への研究開発部門の導入すらみられるようになってきて
いる，

全体としては囲内生産能力が均強され，産構法f去のベJレト地帯.特に関東南部のコンビナー

トを中心として基礎製品，!}1JI!誘~'+品を供給しながら 。 他方ではファイン ・ ケミカ Jレ$新素材，

エレクトロニ7ス関連製品などの新規事業を強化しl 一方，図際的には.低付加価値誘導品の

始人体制を維持L，収支は均衡もしくは入超俗迭を抱えながら，高付加価値製品の給tl:'.を継続

ハ
υ
丹
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してゆく悦造となってきている

囲内においては，化学工業内部での，素材的苦III"Jのから77インケミカル等の付加価値の高

いlJu1:的部門への転換が進められた.各社の中長期経営計画においても，高付加価値部門の比
率の上昇，バイオテクノロジー.新素材.エレクトロニクス関連部門への進出計画が積僅的に

打ち出されている.

このような園内の石f由化学工業をめぐる機造転換が，コンビナートの立地体系の上において

は，どのような再編の動きとなっているのかを次に検討しよう

5.2高付加価値部門への転換戦略

石油化学工業の構造改普とその後をめぐる企業の立地再編は. ~:Jよのような過程をたと'った.

石油化学企業自身も新規事業の展開によって.非石化部門の比率をたかめる経営戦略を採用し

ている.また石油化学を含む化学工業全体としても，素材的な部門から加工的な部門へ移行し

ている" このような化学工業の惰造変化を全国的な動向として検討する.個別企業としては，

設備処理を行なった地方のコンピナートに高付加価値製品部門の湾入や研究開発機能の強化を

行なっているとはいえ，マクロなレベルでの倹討はなされていない.この点を化学工業の内部

の区分とその全国的な立地動向によって把還し.次に.高付加価値部門の立地展開と研究所の

立地の動向から倹討する

産業分鎖上の化学工業は，石油化学を主とする有機化学と肥料，アンモニア， ソーダ等の無

銭化学をあわせた素材型化学工業.合成繊維の原糸製造部門.洗剤などの油脂製品，医薬品，

縫ili.写真感光材などの加工型化学工業から構成されている 合織を除く狭い意味の化学工業

の中でも，この間，図5.1(7)ように製造業全体を上回るほどの加工型の庇長の持続と，素材型炉J

化学工業の不況からの回復と停滞が対照的である.素材型の中では石油化学は憎造不況からの

回復が著しい，

図5.1化学工業の生産指数の推移
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100 

加工型

製造凝
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資科:化学工業統計年報.
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表53素材型及び加工型化学工業の従業者数のJ血統的動向

紫 材 型 加 工 型

1975 1 1蜘 l同年シェア l蜘/叫 1975 1 I蜘 l~x+ 11揃川
北街道 2.518 2.019 1.0 一19.8 1.臼2 2.143 0.8 30.5 
東 ~t 11.230 7.957 4.1 -29.1 4.021 6.452 2.3 60.5 
首都閤 94. 391 82.αJ6 42. 2 -13.1 126.248 137.754 49.9 9.1 
東海・北陸 29.355 24.839 12.8 ー15.4 24.515 26.191 9.5 6.8 

近 後 38.020 33.ωl l7.0 ー13.0 87.075 77.321 28.0 -11.2 
中 国 33.922 26.213 13.5 -22.7 8.810 9.263 3.4 5.1 
四 国 9.942 6.お4 3-4 -33.8 3.773 5.747 2.1 52.3 
九 州 13.制3 11. 595 6.0 -16.2 11.649 1l.O邸 4.0 4.8 

全 国|幻3.221I印刷L__!∞ 01 -16.71肌叫 m 叩|肌01 3.1 
資科:事業所統計

注ー 1首都圏には関東 1都6県と新ii'l.山梨，長野，静岡を含む.

表ι3から化学工業の会図的な動向を産業小分類からの集計で捉えられる素材lI2t加工型に分
額した従業者数の動向においてみる，

素材型は首都圏から近畿.中国‘東海・北陸へと.ベルト地帯{日本海側で地波区分に含め

た地域を除()を中心として展開している. しかし. 1975年から 1986年にかけての変化をみ

ると.四国，東北，中国の減少E容が高<.かつての地方固に立地していた化学工場で一層の合

理化が進んだことがうかがわれる.他方，首都圏の減少率は相対的に小さい この結果，縮小

傾向の中で相対的には大都市圏への集中化が進んでいる.

素材型化学工業は高度成長期には.無機化学昔、ら有機合成化学へ，そのなかでも石炭化学か

ら石油化学への転換を遂げてきた これは同時に.戦前期に立地した電気化学.石炭化学の原

料ーエネルギ一指向型の地方立地から.ベルト地帯の輸入原料依存 ー消費地立地型への転換を

ともなった この傾向は，石油危機後の再編成の過程においても更に進んでおり，九州，北陸

なと'の化学工場の縮小が生じている.さらに.石油化学工業における修造不況と俗造改善は，

すでにふれたように瀬戸内のなかの先発のコンビナー トの縮小と大都市圏コンピナートへの集

約化を引き起こしている.瀬戸内の新鋭の水島，大分に集約化をすすめた企業も存在するが，

全体としては市場指向が一層の強化された形となっている.

加工型化学工業は首都凶.近後日目など大都市閣を含む地域への集中皮が著しく，元来，都市

立地型であった. しかし.従業者数の変化では，日本全体としては崎加しているにもかかわら

ず，近畿闘での減少が顕著であり .首都圏は平均を上回る増加を示す.地方閣ではシェアはな

お低いものの，東北，四国などでの増加がみられる.大都市圏の市場 情報に近接した立地を

しめすこのタイプの化学工業が，日本工業全体の地域的動向を最近は規定している機械などの

加工組立製工業の地域的動向とも一致することは興味深い

次に。化学工業内部で成長が期待されている部門は多岐にわたり，個別に検討することはこ

こではできないが，一つの事例として汎用プラスチックと比較して耐熱性.強度.耐久性など

の機能性でよ図るエンジニア リングープラスチックの立地の傾向を検討する.
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図5.2エンジニアリング プラスチックの工場配位

- ナイロン刷目首

。ポリアセタール

・ ボリカーポネート

資料 r日本の石油化学工業'88年版J

エンジニアリング・プラスチックのなかでも比較的生産量が大きい5製品の工場配置を示す

と図5.2となる まず，ベルト地帯沿いに配置されていることが浮かび上がるが，個別的にみる

とほとんどは石油化学や合後企業の既存の工場の一部門として，あるいはその中に子会社をお

くかたちでの立地となっている.これは第一に.製造装置自身はかつての石油化学プラントの

ように大規艇なものではなく，既存立地内での lプラントの建設で対応が可能で.新規立地を

必要としない 第二に，合理化にともなって.遊休化した労働力の転換や用地の有効利用がこ

の場合は可能である 既存製品の高度加工の一部として務入される場合は 原料上の連関も存

在する.第三に.高付加価値製品のため机用品に比較して輸送貨の負担能力も高〈地方工場に

海入されやすい.この意味では，従来の工場の事業転換に資するといえる しかし.規僕その

ものが多品磁・小量生産のために大きくはないため.多くの生産品目を導入しても雇用効果な

どは生じにくく，むしろ現有の人員の配位転換内でまかなわれることがあるー一方，単独立地

としては，テ・ュポン ジャパン(宇都宮)やエンジニアリング・プラスチック (GEと長瀬産

業の合弁，真岡).ポリプラスチ Yク(ダイセ Jレとセラニーズの合弁，富士)のように外資系

企業の対日戦略拠点として首都圏近郊に立地している.

表5.4化学企業の研究所の立地

北海道

東 北

首都圏 120 

東海‘北陸 20 

近 軍E 53 

中 国 17 
四 国 2 
丸 州4

金 国 221 

資料ー図5.2に同じ.

注:1.一企業の同一立地にある場合でも，組織上は独立しているものはすべて l研究所とした

守ベ
V勾，



また，新規事業の開拓上において不可欠な研究開発機能の配置について.表5.4から研究所の

立地によってみる 企業別に掲縦された221の研究所のうち120が首都圏にある.この場合，

東京都内の研究部門から，周辺の工場と同一立地のもの.単独立地の研究所，さらに地域区分

の関係で新潟。長野，静岡などの拠点工場と同一立地にあるものなど各種ある 石油化学企業

の場合，川崎などで研究機能を強化しているケースと，千業や筑波に研究所を新設した場合が

みられる.このほか，近緩や他の地方の拠点工場の研究開発機能の強化がはかられている場合

もある.研究開発の性格上.t.Ii礎研究は独立した立地においても可能であるが，製品や工程に

関する応用的な研究機能は工場との関連性が重視される.1.凡用樹脂などを首都圏の工場に集約

した企業の場合は，同時に応用的研究機能を移転している.また.新素材やバイオ・テクノロ

ジーなど新規開発部門の研究所を首都圏に新たに立地したケースも存在する.地方拠点工場で

の展開など他の産業部門の研究開発機能立地とは異なる側面もあるとはいえ，全体としての首

都圏への集中1Jt.の高さは見逃せないであろう.

以上のことから 化学工業の構造転換が進んでいるが.その地域的な動向は主に従来の立地

体系を基本とし，地方閤工場の機能転換を進めている点は評価されるが.全体としての首都閣

を中心とした再編の動向そのものを大幅にかえるものとはなっていない.

5.3コンビナートi色波の再編

5.3.1新居浜コンビナートと惰造不況

情造改善は. r縮小と活性化Jの荷側面を目的としていた.コンビナートの再編のうちで，
基礎製品，汎用製品の縮小. I散退の行われた地区における状況を中心として 4 この具体的な状

況について検討してみる.

石油化学の情造改器事業による設備処理が愛鍛工湯に集中した また，新居浜地域の経済の

住友系企業への依存度が高<.また，石I11I化学以外にも，住友金属鉱山の別子銅山閉鎖 (1973

!F) .住友重機械での合理化 (77年).住友アルミニウム製錬の機浦工場閉鎖 (82年)と緩い
てきた.新居浜鉱工業の中筏事業所のあいつぐ不況下での再編があったことから，コンビナー

トの再編は地減の側からも深刻な問題として受けとめられた

5.3.2コンビナート再編と地域雇用

石油化学コンビナート{J:.元来，装置型産業であるところから新しいコンビナートでは当初

から自動化が進められ，従業者数は少なし一方，段備の稼働率の変化によってもただちには

要員が減少しにくいという性絡もあるが，自動化のi並行と共に，設備の休止が行われることに

よって.余剰人民が生じ，従来に制整方式では対応が困難となると，関連企業への出向や，エ

ンジニアリング部門の分維などの経営合理化が行われ，さらにJ982.83年の深刻な構造不況時

には，新居浜では早期退職優遇制度の笑施のために縫戦者が発生する事態となった.

コンピナート 5社宮十の従業者数は. 1975~1'の4 .7 11 人から. 83年の1.873人へと60.2%の減
少を示している.部門iJlJでは研究部門が同期間に6.0%の減少しか示していないのに対し，事務

管理部門が76.1%.生産部門が48.0%の減少となっている.男女別では.男子が59ι%.女子

が71.6%の滅少を示している.
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凶5.3新居浜コンピナートの従業者数の推移
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資料.日本システム開発研究所 (1984)

図5.4新居浜コンピナートの従業員の移動状況
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資料:1iJ5.3に閉じ

第 l次石油危機後の不況以来，コンビナートでの新規採用は拘lえられ，退職者不補充と他事

業所への配位転換，関係会社出向などにより，全般的合理化.省力化が進められてきた.従業

員の呉服J状況をみると。採用は 1975年は多いものの，以降は少ない.退職者数は，特に

82， 83年に多くなっており，他事業所への転出は。78年， 82年， 83年に多い.新規採用は第
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1次石油危機の不況以来，拘lえられており ，退職と他事業所への転出，関係会社出向により.

従業者数が減少してきている.この状況は従業貝の年齢偶成にも反映しており. ピークは30才

台で.平均年附も 39.4才と高い.女子の場合には，30才未満が74.1%を占めている. 82年の人

員異動をみると，大阪，千葉などの住友化学の他事業所のある地域への転出と，コンビナート

内の関係会社への出向が多くなっている，

特に1983年1J3のエチレンプラント等の停止によって生ずる余剰人員は.直接，間接の平常

状態での要員から見積って約300人とみられていた.住友化学では上記の方式に加えて， 82年

11月-83年2J'jには早期退職優遇制度を袋路している

他方.新上普段が進んでいるのは，MMAモノ 7ーを除け11比較的小規模なものが中心で.人員

をそれほど多くは必要とせず，工場全体についても，コンピュータ化等全般的な合理化が進め

られている また.従業員の験成拡大.多能化によって対応がはかられている 女子，大卒を

除いては 一般男子の保用はこの間行われていない.

5.3.3コンビナートと下請 ・関連事業所

住友化学と資本関係のある主要関連会社としては，住友ケミカ Jレエンジニアリング (株)新

居浜事業所。住化分析センテ一新居浜営業所. 日進運輸 (株)，住化土建設計 (株)，日本耕

土産業 (徐)，新居浜海運(株)，新居浜計算センター (株)，住化農業開発 (株)新居浜営

業所がある.これらは，住友化学以外の仕事も行っているものがあるが.従業者合計は874人

(住友ケミカルエンジニアリングを除く )とな っている.この他に，作業下諮問係で7社，工

事下請関係で62社の関連事業所がある (資本金 1億円以下，従業員 300人未満の地元企業

で).定期修理時には，地元外の大手業者も加わってわり，約4.000人が作業を行っている

構内に常駐している業者では安全路力会 (130社)が組織されている. 57年における上述の範

図での下街ー関連事業所は73あり，外注総額は75億円に及んでいる.うち，69事業所につい

てみると.業獲別では運輸・荷役6，土木建設17，鉄工 ー電気工事計装塗装42，保i且保
冷3，その他 1となっている.それ以外の事業所を合めると，約200億円の外注額がある.先に

表5.5新居浜地区鉄工3組合の動向

組合員敵 従業(員〈数) (売百上万円甑〉

月7よ年 102 5，653 29.403 

l飽 5.575 33.501 

l【M 6. J【泡 38.479 

IケIf 110 6.302 38.創4

108 6.393 37.015 

106 5.673 36.012 

106 5.374 33.149 

102 5.2ω 32守233

'?/i'd ヨ8 4，975 36，407 

101 5.311 45.833 

I~ tl. 102 5，530 50.759 

資料'新居浜市倒べ
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述べたj也元鉄工業者の集積のうち，新居浜機工協同組合が主に住友化学関係の仕事をしており，

組合員主主27社，総従業員数1.833人 (1982年)で.住友化学の依存度は76.7%となっている

売上高.依存度とも，近年若干低下してきている.

不況のなかで，制修等についても経費削減が進められてきており ，外注額は， 1980年を 100

とすると81年85.6，82年71.3と低下してきている.地元鉄工業者3組合の動向をみると，組合

員散で1;11975-80年e 従業者数では76-80年.売上額では75-79年に減少を記録している

重俊慌の不況の影響が大きかったと考えられる.

コンビナート企業から下翁・関連事業所への発注額は，生産状況の低迷と経費削減などのた

めに減少してきている 1983年1月のプラント休止により， 82年から83年にかけては，出荷額

全体の20%の減少に対して，外注額も4-5%の減少が見込まれている 地元の中小企業への対

策としては.工事を分散化して地元企業へ発注を優先させているほか.外部の大手企業に発注

する場合でも地元の下請企業を使用することを要務しており，また千葉工場への仕事の斡旋も

行われている コンビナート自体が再構築によって新たな技術を使用する製品の導入を進めて

いるため.下街企業においても技術力の向上が必要とされてきており ，元請企業の側において

も研修会などを行っている.

53.4新規部門の導入とコンビナートの再携築

住友化学 ー愛媛には，エチレン プラントなどの休止にかわって，工場の再帰築のために.

新相投事業がi'H再築のために投入された

MMAモノ7-，同成形 抑出板， AS樹脂，エポキシ樹脂といった合成樹脂の新増設の他

に.超耐熱エンジニアリングプラスチックのエコノーJレ， 1アミノアントラキノン(高級染料

中間体)，フェニルヒドラジン(医薬品中間体)等の7アインケミカJレ製品，高純度アルミナ.

炭素鎌維原糸，ガリウムといった新材料，きらにバイオテクノロジーによる制ガン剤の aーイ

ンターフヱロンなど約二十品目にもおよぶ

このように，各企業の高付加価値製品.先端技術部門への事業戦略に沿って.縮小の行われ

たコンビナートの再十時築のために，新規事業の導入が進められてきた.このことは，コンビナー

トの雇用の確保のみならず，既存の用地，設備の有効利用や.生産体系の上でつながる高度加

工製品への展開などの点から行われている 量産.ifLffl製品の大都市市場立地に比較して，高

付加価値製品の湯合は地方工場でも輸送がそれほど問題にならない点もあげられよう.

研究開発俊能に関しては， 化学工業の場合，従来からの技術的な蓄積の上で地方拠点工場に

鑑かれ.その立地が必ずしも他産業にみられるように大都市固に一方的に集中するとはいえな

い商も見られる.しかし，樹脂IJO工技術等の応用的な研究開発後能は，汎用樹脂の集約ftにと

もなって.大都市簡のコンビナートに移行されており.また.住友化学が筑波に新しい研究所

を建設する計画を出していることから，やはり大都市立地を求めるという傾向は免れていない.

上記の新規事業部門の湾入は.就業機会の減少を幾分は食い止めるものであったとはいえ，

大型鮫備の停止に対して. 77インケミカ Jレ等は小規撲な部門にすぎずE 余剰人員を吸収しき

れなかった また，これらの新規事業に関しても，多能工化， ~革法拡大によって残された少懸
の従業員でカバーするような方針が取られたため，新規保用の開始にはなかなかつながらなかっ

た.
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53 . 5 備選不況地域の活性化対策と ~m題

新居浜市は1983年に特定不況地成維験者臨時措置法による地減指定を受けており 1 また83

~Fの同法改正後の不況業種・地域履用安定法による指定を継続して受けている.

新居浜機業安定所管内の労働市場の動向をみると.一般求人 求職では， 1976年以降状況が

悪化し.機織工業で合理化が進められた77年には.有効求人倍率は0.37と最低値を記録した.

その後， 80， 81年は好転したが，アルミー石油化学で離験者が発生した82，83年は再ぴ有効

求人倍率が低下している.高度経清成長期にj:t，過疎化が進み.出稼ぎ者ーを出していた同じ県

内の荷予地峻に比較して，出稼ぎ者もなく.地域労働市場の状態も良好な地域であったが，石

油危俊以降の不況期に入ってからは，工業の不援から問題をかえるようになってきている 産

業別一般新鋭求人では製造業の内でも，繊維，衣JHl.電機と，小売，卸充，サーピス業での求

人が噌加している.新規学卒者の地成別就馳先をみると，中卒者の51.4%，高卒者の56.6%が

市内に就駁している 県外就駿率は.中卒者25.7%，高卒者23.3%で，県全体の26.3%，27.2 

%に比較して低い 高卒者の市内就験率は1979年まで低下していたが， 80， 81年に一時回復

している.この時期に金属製品.一般後被，電気機械を中心に市内求人が回復したことが影響

しているが，他方.卸売小売業での求人は減少している司

図5.5新居浜市の労働市場の状況
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資料，新居浜公共職業安定所

アルミ製錬.石油化学の設備処理に伴う離験者発生に対応して，83年2月には新居浜公共事農

業安定所.新居浜市.新居浜商工会議所，関連企業協同組合，住友化学などにより新居浜地域

離験者対策会織が組織され，庖用動向の犯僅，廠用対策の推進.地波における扇舟不安の解消，

離験者の再就職促進を図ることとし， 83年3月， 5月には再就職意向調変を行っている.また

82， 83年の2カ年にわたって雇用開発推進事業が進められ， 10件83人の雇用創出があった.
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その他.峨業安定所では，求人1)111百，求人情報提供に努め，合同選考会の開催，職業訓練校人

校.職業相談員I骨艮，高年齢者能力再rm5e講座開設などを行っている.

しかし.コンビナートからの縦職者には地元出身者が多<.再就戦意向調査においても，地

元就臓を希望する人が多いにもかかわらず. I旧来の賃金水準ならびに雇用保険の給付額と 一

般求人における賃金水準の格差や，大企業からの雌験者と中小企業が中心の求人先企業との諸

条件での途いなどから.服用保険の受給JtJjlflJ中であった時点 (83年12月)では.まだ雇用保険

受給巾，ならひ'に職業訓練校入役中の人もいる噌不況地I技指定による雇用保険の延長制度の通

mは，維職者の生活安定の一助となっている.

表5.6新居浜市における雌験者の動向

続税求駿者

lt.思(紹介 ・自己〉

無効 ・取柄件数

居期保険受給者数

うち訓練段入校者

延長給付者

資科新居浜公共職業安定所， 19831f-11月

表5.7新居浜市における維験者の再就職意向

11均 年3月調査 11均年5月調査
| 再就曙置をしたい 642 乙心 245ω 
通fIJ範図内 6a 忽9
県内 34 4 

県タ1 5 2 
再度職はしたく在い 10 l 

針 652 246 

資科:新居浜公共聡業安定所「不況産業般職者ーの再就職意向調査J

新居浜市，商条市は不況地域対策として. 1978年の特定不況地域中小企業対策臨時措蛍法

(企業按下町法). 1983年の同法の改正による特定業種関連地境中小企業対策臨時措置法によ

る指定を受けている.旧法では緊急経営安定対策と企業誘致対策が二本の柱となっていたが，

新法ではこれに加えて新分野開拓事業等に係る助成制度がもうけられている.

新居浜・西条地域には住友系各社の下説中小企業からなる鉄工業の集積がみられるが.中;核

事業所の不況による影響iがみられてきた 住友系企業に依存するかたちで発展してきたもので

あるが，このような状況下である税皮の住友依存への脱却も求められているー産地中小企業対

策臨時指置法による産地指定も受け， 1980年度から例年度にかけての産地仮興事業(総事業

費5.815万円，助成書官950万円)を実施しており，人材の確保.f支術水準の向上，新製品の開拓.
受注先の開拓等が取り組まれている この事業により，受注開拓，訪問技術診断の笑施が行わ

れており，すでに198111'1こ新居浜工業協同組合の6社が共同で広島の企業から海外プラント事
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業の受注を受けている

また，住友化学の高度な技術の場入にI均述中小企業も対応してゆくためには.中小企業の技
術4~~の強化が必要である 1983年度には愛媛県工業技術kンターが住友化学の技術協力を受
けて. 6;集担の試験研究を行っており，地域産業への前JfJiJ{目標とされている.また，技術者
のパン?を設位し，中小企業への紹介，曹f艇を行っており，住友化学からも参加をえている.
これらの対策は. ~r減下町法による新分'lff開拓事業の方向と一致するものである.

中小企業の絡背安定に 閲しては.新居浜:.tliではJ982年度に中小企業振興資金融資271件.

21.7億円，信別相1'，1:41f'ド， 5.8億円.Plr111・法人税特別措置6判.2.100万円などカ匂子われてい
る また.'l'小企業設備近代化資金の融資枠の拡大，長期化，低利子化也講じられている.83 
年の融資額は不況の影響を反映して. 57~1'度の約 3 倍にのぼる見通しとなっている その他，
地域経前の浮揚H策として，福祉，住宅貸付などの勤労者融資制度の拡大，公共事業の発注な

どの対策が行なわれている 県も問機に. 1982年度については中小企業経営安定資金，中小企

業季節金融資金のJ例年を行っている.

不況J也減IUJrnに対する原周，中小企業対策は上述のとおりであるが，全般的な新居浜市の産

業政策を考えると.NrJ苫浜市長期総合計画 (1981年}にあるように「本市発展の牽引力であっ
た大企業のより-}i¥1の高度化を期待するとともに，新しく東部地区に立地する企業及び地場中

小企業を含めて.都市型企業を補完立地し.総体として産業権造の転換と高度化を図るJこと
が必要とされる.

新居浜市では 19112年7月に，締造不況への対応と地妓産業の~輿及び雇用創出を促進するた
めとして，新居浜市工場立地促進条例jを制定している 同条例では，工場立地促進奨励金 雇

用促進奨励金，環続保全施設等奨励金の3磁の交付金を交付することとなっている 旧工場設

置奨励条例は1956年に制定され， 66年に減免名古置を停止していたが，不況問題，雇用問題の

発生に伴って，新たな観点から新条例が制定されている.

愛媛県では198:1年より県内の各国域の護J信政策をまとめた地成経済政策を進めている.新居
浜・西条地区は先端技術産業のil):入を中心とする地績として位置つ'けられ，既存立地企業であ

る住友化学の7アインケミカ jレへの進出や， W粂への10工場の立地などの動向jを支持している
1982.1手4J1には，不況産業対策協議会を組織し， JJl.地調査，会議が笑絡されており，また.図

への不況地域対策の皇~~.知事jJの住友系企業への協力要読が行われている

新居浜地域の場合には.以前からの不況地域問題にさらに石油化学の傍j量不況が加わり.他

のコンビナートに先立って設備処理も進められたことtJ、ら， 11fJ2l1の発現が早<.また地波，行
政仰jからの諸対策も講じられてきている 企業仰lからみても，設備処理されたプラントにみあ

うような新製品の湾入が進められ.コンビナートの再|再築の方向が打ち出されてきている，

5.3.6コンピナートの再編と地波経済の課題

コンビナートをめぐる地欄問題は.1重化学工業化によ って拠点開発を進めるという立場から，

公割問題，地域@XJ世に反対する住民運動の展開へと，高度成長期において転換してきたが，僻

造不況以降は，コンピナートの再編のなかで新たな地域政策上の謀組が発生している

まず，新Jl;浜におけるように他の不況業倣の存住もあって.失業ーの発生， T翁 関連企業の
経営の:~化が発生し.不況地 I世問題となった場合がある 産情法とともに特定不況業種 ー地域
雇用安定法，判定7肝<1!1刻i車地域中小企業対策臨時J昔置法(新企業城下町法)が施行され.離聡
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可..--

11".中小~~に対する短則的な .~訂正締位に加えて，新規事業開拓などの調書主促進をはかる政策
が打ち出された 徐々 に履}日開発. 'Jl.業開拓の努力が行われているが，大企業からの中高齢縦

験者のJlkJま労働市場の中途Jmm条件とのミスマ ッチや，下請業者の大企業依存からの脱却，あ
るいはコンピナートの先端技術への転換への対応など困難な課題も多い

自治体は不況地主主問題からの脱却を，コンピナー卜自体の高付加l価値部門，先端技術'8ilP'1へ

の転換に期待している.地域サイドから大企業の行動に直後影響を及ぼすことは非常に困維で

あるが， トァプ会議におけるjf，請や活性化をめぐる協議会の設慌が行われ，地法計画において

も企業の事業転換へのJYI待が盛り込まれている. しかし，その原則効泉や F溺企業への技術移
転については，悶維な課題がある.コンピナートの再編は，国際環境の変化の中にお弛れた企

業にとっては.isめざるを得ないものであったが，その調整過校におけるl雇用，中小企業対策と，

立地再編， íJ~~駐転換に対する地法政策， 産業立地政策からの~;t応のあり方の問題については.
他産業においてgEj震調整が今後とも進行してゆくであろう状況の中では，以上のような経験を
跨まえながら取り組んでゆく必要があろう.

これまで行なわれてきた産業調整政策1;1，.市場原理の中での調整の議選を促すことが地域政

策の側面においても俄極的な意味を持つと述べられてきた 実際に企業のコンビナートのJ写機

築の行動が高付1)11価値製品への転換や研究開発機能の強化などに向かつてすすめられ，活性化

の方向をたと・っている場合も存在する.それ白身が地域対策上不可欠であったこととともに

一定の再編ょの必要条件にも裏づけられていたことは検討した通りである しかし，会図的な

動向としては首鮒簡を中心とするむしろ集中化の側面が，設備処理が行なわれた部門とともに

加工型化学工~や新総展開lÏ51"1 と研究開発機能の立地にみられたことも見逃せない

新しいt表情審答申が示すように，国際化.共向化，個性化の方向が研究開発，五車境問題.情

報化などへの取り組lみとともに今後の産業としての方向性を示してゆくと考えられる.同時に

夜々の立幼からは.その中での企業行動の一環としての立地の動向に注目し，その特徴とま也I量

的な動向の問題に焦点を当てることによ って，高度成長期のコンビナートの立地問題とも異な

る現在の地域的な課題の鮮明を続けてゆくことが今後とも求められてゆくと考えられる.

5.4術論.四日市コンビナートと木曽川水系の水資源開発

5.4.1工業構造の変化とffl)j(問題

石illl化学コンピナートの再編は，その立地の基盤であったインフラストラクチャーの主主備計

画にも大きな影響をあたえることとなった.石川l危後以降，各社が投資抑制から過剰設備の処

理へとi[んできたのに対して，自治体による用地・工業用水などの計画の見直しが進まなかっ

た特に E 業用水道の過剰化が~jィ主化し， 水資淑開発計爾そのものへの尉克問題の立場からの
批判もZEまっている.

全図的にみても，工業月1水の7ゐ料flI給量においては，第一次石川危機を転換点として減少に

転じ，80年代はほぼ倣ぱいで批移している その要悶としては，回収率の上弁.用水多消者型

経業の博造不1)(化可 J11・水の総i立』尾市iI・地下水の揚水AI.I.制などの環境対策の強化などがあげられ
ている.回収率の点では頭打ちの傾向がみられるため，今後の工業出荷額の成長に対して使用

量， "rr給i誌が1円加すると予illilきれているが，実際にはすでに80年代において回収率はこのよう
になっているにもかかわらず.出荷俗lの成長に対して使用涯のN'ぴがみられず，出荷額に対す
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るl京単位が低下する傾向が続いてきている.用地.労働力等の他の生産婆繁においては.1980 

年代後半のパプルj切には糊加・不足化がみられるが.工業用水に関してはそれが比較的少ない

現状である.

図5.6全国の石油化学コンビナートの工業用水

万rrs/日
60 

岡高

40十 四日市
耐回会 . ------千葉
岡山鮪 ------. 

吉田:i:n ______ 

201::.-鰍.--- . 'flll唱
大官・ 明u
蝕

日
日 5000 10000 15日日日億円/年

資料 日本システム開発研究所 (1994，1995) 

表58全国の臨海工業地域における工業用水道事業の見直し

~水筒鎗 "'iII 
傷t事万芋・飽31力日 )11・ " c考

鹿島 . 1-2綱 1969 .守舗 81.00 &5.7 第 3.1153.6を301;:lI:]! 
五券市原 1965聾老川山倉ヂム 12.00 67.2 
五弁岬崎 1967印圃詔 40.l8 
子 E属 1971潤担 JII水扇町圃 12.50 
*J!Il.1S 1973 小糸 JI)横川 18.50 

73隼 18.5総'"..'" 2.1は90
olt・ 11 置ヶ絹川治ダム 1(.00 

年当初予定・小里・じE量JI調1を査上 140 軒E現H在 2ae 4 
老川 水道ヘ

川 ".1- '，.・'11: 1931 多摩川何割川 62.60 71.8 ，古濁本海上Z位置を克足

!I担/u'" JI 1 -・ ..11 1961 木曾川 84.56 
71・4 2t本畑町制/U*&/UJI省高 1985 '*・JlI 29.00 鐘!t下鎗建名古恩・s・ *"/1) 20.00 止長JlI，"i'Iロ寝 長良川 55.21 

北伊~Jl l- ‘畑 1961 貝脊 JII ~JlIJlI" 88.50 49.3 第 4周 72が現在3. ー簡を 霊知個長良川河口篇 長良 JI) 67.50 

大阪府曾 19154 檀 11) 65.50 55.6 

*_J・2-‘JI! 1961 ..JII 70.80 ~5.6 

向道 JIIよ 1941舗川富田 川 16.80 78.6 周期 1966鋪川 41. 68 
..回復市川 1982 .田JlI復市JlI 9.40 

犬分 ;81- 3綱 1969 大野川 56.40 65.8 第 S鯛 30を12.25に

資料 r工業用水J誌における各地法の工業用水道の紹介より
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用水多1白~型の化学工業においても ， この傾向は同僚にみられる 石油化学コンビナートが
不況に陥り，稼~J!事が低下して設備処理が行われるとともに，高付加価値製品への転換が進め
られ.実質出イ占領・生産指数は変動しつつも成長しているが，このことによっては工業用水道

使用量には変化が生じていない.80年代末に傍造改善計画が終了し，各社が実物的な基礎製品

の生産能力のi骨強にはいると.ょうやく用水需要は若干の増加を見せているが。この場合もさ

らに回収率の上昇と原単位の低下をともない，術給量の伸びは小さい

各地主主で工業用水の淡水補給量にしめる比重が増加している工業用水道の事業においては.

計画が遅延し，完成が遅れているものが都道府県 政令指定都市の事業のうち 17.5%あり，給

水を開始している事業においても契約率・実際の絡設利用率の低さなどの問題を抱えている.

特に大規模な設備投資を前健として計画された臨海工業地区の事業は，投資計画の中止や不況

イヒのために，後期の事業の遅れ，見直しがみられる.

54.2四日市コンビナートと工業用水の過剰問題

県内に有力な河川をもたない三重県でも.1960年頃の四日市コンピナートの本絡的稼動と地

下水の過剰揚水による地盤沈下問題 (57年に工業用水法によるくみ上げ規制)への対策として.

工業用水辺の主主備が求められた(三重県企業庁.1982，三重県企業庁工業用水道課. 1989). 

1960年の地方公営企業法の一部改正にともなって，既に稼動していた四日市工業用水道(56

年， 5万mJI日)ι 及び北伊勢工業用水道第一期(4.5万mJ!Iヨ，員弁)11) は，県土木部から61年

に企業庁へと移管された 問第二期事業は長良JIIに水源(2.951m'/s)を求め.64年には全部が完

成して25万mJj自の給水を開始している.この取水をめぐって岐阜県との交渉の経緯があり，

綾初三重県側の下流部に取水口を設けたために底害が発生し，結局は上流の岐阜県側に第二取

水口を設置したのであった5J次の第三期事業は.地縫沈下対策として.水i原を再び員弁川に
求めて.68年から能力18万mJI日で給水を開始している

四日市の石油化学コンビナートはこの間，最初に旧海箪燃科廠跡に立地した三菱t由化系の第

コンピナートの拡張と，午起と霞ヶ浦への現在の新大協和石油化学を中心とする第二コンビ

ナートの発展によって，さらに大関な用水供給が必要とされ，第四期事業が計画された.これ

は木曽川!総合用水事業 (9m'I.)に参加したが，石油危後後の不況によってコンビナート各社

の設備投資が中止しされたために.当初計画の72万m'l日に対して半分の36万mJI臼にあたる

専用施設のみが77年に完成している.

この北伊勢工業用水道の能力鉱張は第四期事業が完成するまではコンビナートの工業用水需

婆とほぼ見合っており.各JUJの事業が完成するまでの聞は.一時的に他の中小河111からの取水

を行うような状態であった しかし，第三期までの能力52.5万mJ/日が第四期の半分の36万mり

日の能力の追加によって88.5万mり日となると時を同じくして，コンビナート等の工業用水の

実給水量は日般大では74年の53.1万m'/Iヨを最高として，以降は減少して40万mJ/日台で停滞

するようになった 89年では第四期の休止分を含めた計画給水能力， 124.5万m';日，実給水能

力88.5万m'/日に対して，契約水量としては85.8万mJ;日だが， うち中止水量が37.4万mJ/日に

のぼっている mI5.7)

四日市の石iII1化学コンピナートも80年代初頭は構造不況のなかにあって設備処理を行ない，

第一.第二コン ビナートあわせたエチレン年産能力81.1万tll.47.7万tへと縮小された しか

し半1;1'以降の需妥の回復と情造改善計画の終了によって p 現在は再び設備の再稼動と拡援を進
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図5.7;ft伊勢工業用水道の施設能力と給水実績

cコ'8::7)<.帥力量+
千冊3/日 =慌止水質
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。一ー勾エ揖"J由，.1<_

75 91年

資料:三重県企業庁

めており.89年には63.1万tとなっている さらに各社は汎用品の能力拡張とともに高付加価

値の特殊品分野の強化を進めてきために， 三重県の化学工業の生産指数は増加してきている

(図5.8) このような不況や回復，高度化など変動にもかかわらず北勢地主主の工業用水補給量

と北伊勢工業用水道の短大給水量が横這いであったことを考えると，コンピナートとしては用

水需要をかえることな〈生産体制を再編していたことになる さすがに，基礎製品のエチレン

能力が増強されてからは辰大給水量は88年の46.4万万m'(日から89年の48.9万m'(日へと増加

しているが.生産能力の増加ほどではない.コンビナートの実質的な基縫製品の生産能力の増

強は部分的なm水需主Eの地加をもたらしているが，全体としての生産拡張に見合う ような伸び
は生じていないといえる.

この点1;1:工業統計による工業用水の需要情造をみても指摘できる.北伊勢地主主の淡水使用量

は. 1968年の236.1万m'(日から73年に1;1451.9万川11ヨの鐙高値 となり，以降は減少もしくは

償還いとなって.85年は419.8万m'/Iヨ.88年は472.5万m:lJ日へとま官加している.回収水を除

いたiiR水械i給量で1:1.， 68年の68.4万m'/日から71年に91.5万013/日の最高を記録し，以後は85
年に57.4万m'/日.88年1.163.3万m'/日となっている.内訳では，地下水が68年の25.1万m3(白

から88年の107万m'l日へと減少し.88年は工業用水道が44.8万m31臼と 7~Jをしめている
回収率は68年の71.0%から75年には82.9%へと上昇し.88年では86.2%である

85年から8811三にかけては使用量，補給量とも地加しているが.52.7万mり日の地加のうち，

回収水分が46.8万m'/lヨにあたり.補給量の増加は59万m3(日である.85年の底値以降は増加

がみられるとはいえ.補給量は80年頃の水準への回復になおとどまっている.
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図5.8四日市石油化学コンビナートの生産と工業用水の動向
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三重県の北勢地減に関する水資源の計画について， 19均年の「三重県の水資源Jと三重県第
2次長期計画に対応した83年の同計画によってみる.78年計画と83年計画を比較すると，実

勾の減少を反映させて下方修正されてきている.工業用水については， 1980年の需要最70.1万

m'l日が， 95年には122，6万m'l臼になると予測するが.既存施設等の水糠が156.5万m'/8ある

ために，ダム等による新規開発の必要量はない.事業としては三重用水の2.4万m'l日町長良川

河口j置の67.5万m'/日があるが.これを加えると 95年では103，8万mり臼の余裕となる.さきに

みたように工業統計による淡水補給量は88年でも63.3万m'/日程度である 現在でも大幅に過

剰な状態で需要も若干しか伸びていないことを考えると，三重県としては北勢地域に予定した

工業用水の開発が，まったく現状とあわなくなってしまっているといえる.河口権完成を含め

ると現状の 4倍もの能力となり，コンピナートの動向からしでも大幅な需要の治加は見込めな
し、

さらに，この第2Wl長期言1・閣による水需要見通しも，それほど伸びない工業用水需要の実態
とはかけ離れている，行政サイドの将来見通しが地域の振興政策上から過大になりがちであり.

公営企業サイドの予測は経営が念頭にあるために，どちらかといえば控え目となるという(三

重県， 1980) 

三重県1~80年に北勢地峨の水需要予測を行った結果，過剰な水源開発となることが判明した
ため，三1重県は河口堰等の燈設にtl'!11!となっていた" 87年の愛知県と名古屋市への岩屋ダム

の2m'/s，河口j症の2m'/sの工業用水の委設に関する党舎が締結されたが.以上のような状況で

は三重県の河口i涯に関する開発水量1L.25m'/sから201'/5がゆずられたとしても目残りの部分も

まったく過剰となる事がはっきりしている噌83年の第2次長期計画では71レプランの85年の改

訂を予恕した修正の但し啓きがあるが，それが行われていなかった.

z
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6戦後日本のアルミニウム製錬工業の立地変動と地域開発政策

6.1はじめに

戦後日本の高度成長の法制は.重化学工業の本格的発展であった アルミニウム製錬工業は，

金属としては鉄鋼業につぐM業として急成長をなしとげた.その工場立地においては，銑鋼-

.rr製鉄所.有illJ精製一石油化学コンビナートの立地が実現しなかった地方の中規模臨海工業開
発拠点への立地がみられた しかし，第1次石油危俊以降，囲内のアルミ製錬工業は締造的な

不況におらいり .特に第2次石油危機以後は工場の縮小 閉鎖があいついだ.

本主主の悶的は，高成長期から併造不況JYJにいたるアルミ製錬工業の立地変動と，その地法経

済，地域僻l党政策との関係を明らかにすることである.この産業の立地変動は，経済環境の変

化とそれに対応しようとする企業の行動の結果であるとともに，産業基盤，公害問題.不況i也

減対策などの自治体，地按での諸条件にも影響されている 自治体，地域の立場からは，地減

俸差，人口流出等の低開発地成問題への対策として，産業1毒殺を受備して企業誘致をはかり，
扇舟や関連産g長¥自治体後収への波及効果を期待してきたが，その政策の成否は経請環境の変
化や資本の行動に強〈影響されき'るをえない. したがって，一方ではアルミ製鋳エ業の立地変

動の後構をゆlらかにするとともに.他方では地域的問題との関係を明らかにすることが必要と
なる

このこ とは，地域経済研究をめぐる「国民経済的視角Jと「地域的視角Jとの関係にもかか
わる問題である(矢EB.1982) .ここでは.アルミ製錬工業という一つの産業の全国的展開と

この産業が立地した諸地成との関係を 般的なかたちでみてゆくことで，筒者の中間的なかた

ちをとることとなるー

アル ミ製錬工業の立J也研究としては，戦前の日本における立地を対象とした川西 (1939)

佐藤 (1951).戦後の高度経済成長期の立地変動を扱った和凶 (1966) .安西 (1971)，ア

ルミ工業の地上長情造を放った寺阪 (1977)などの研究がある また外国では，アメリカ合衆国

のアイザ-r (1954) • KruLilla (1954) ，イギリスのWalts(1970) ，フランスのSavey
(1981 )の研究などがある.このうち，和田，安西，アイザード， Kl'ulillaらは.アルミ製錬

工業の立地誌条件.立地図子の費用分析を中心としているのに対して， Saveyは大企業の行動

に焦点をめて Wattsは企業行動と政府の介入の相互関係を扱っている.和田らの研究にみる

ように，生産要素と製品の曲目係変化l土産業と企業の憐造や立地を変動させてゆく基本的条件で

あるが，現災の変化の過程はWaltsらの研究にあるように，企業の行動，図と自治体の政策a

労働組合，住民組織の動きなどが相互に影智しあうなかで進んでゆく したがって，生産条件

の而の分析と現実の具体的な変化の過蒋の両面をみてゆくことが必要と思われる.

6.2高度成長期における立地展開

6.2.1戦後復興)tJJまでの状況

7Jレミ製錬工業ーの高度経済成長期における立地展開を扱うまえに，その歴史的前提である戦

前から戦後経済復興JVJまでの動向をみておく. 一方で復興JVlまでの工場立地がその後も立地慣

性がはたらいてW!fJ¥:されていることとともに. その後の立地展開が新たな|梓造転換のなかで行

われたものであり，雨時jl}]の対比によ って高度経済成長期の特徴もよりl珂らかになるからであ

る
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日本のアルミ工業はまず輸入地金の加工業として始まり，製錬工業の成立はかなり遅れた-

1894;joに大阪砲兵工廠が1IL隊用の尾錠などを71レミで作製したのが加工業の発端であり，製錬

業は"目前1に入ってから戦時体制jへの移行のなかでアルミ地金の国産化の必要が唱えられて

1934年に日本沃土(後のl昭和電工)大開J工場で，初めての地金製造が行われることによって開

飴された それから敗戦までに他民地，占領地域も合めて，7)レミナ製造16社17工場，アルミ

j也金製造12社15工場，重複を除き，アル ミ製錬業を行ったものは18社におよんだ(笹村，

1947) 

原料としては，当初朝鮮廷の明ばん石なども使用されたが，すぐに南方のボーキサイトに切

りJ免えられた 電解工湯はメ嘩の電力を消質・することから，国内では福島.新渇，富山，長野
静岡など水力電波開発の行われた地jまに多く立地し，さらに朝鮮，台湾へも進出していったー

規筏の大きな水力発電が行えるのは自然条件からして特定の地Jまに限定されており，電気化学

資本，'i!L力資本のように電源開発とアルミ製銀事業をあわせて進めた場合や，既存の余剰電力

を大量に燐入できた場合に，電力指向型の電解工場立地が笑漉した 71レミナ工場は.原料の

輸入港湾があり，TZ解工場に近接した地域に立地した.

図6.1破f去のアJレミ製錬工業の推移
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しかし，第2次大戦における敗北によって海外の工場は失われ，図内に残存した工場でもポー

キサイト輸入の途絶，箪司?施設としての賠償指定電解工場のAE事}製造への転換があったため，
71レミ製造を行うものとして残ったのは.日本経金属，昭和電工，住友化学(日新化学)の3
社6工場にすぎなかった町

賠償指定の解除. 1948年のボーキサイト輸入再開により，日用生活品など民需に向けてこの

3社の71レミナ工場(清水，繍浜，菊本). 37lL解工場(稲原，喜多方，菊本)が生産を本格

的に再開する.このあと，朝鮮戦争による特需や日本経済の復興のなかで，生産の合理化，設

備の再開，地強が進められ，上記の3電解工場のほか.51年に昭和電工大田r.58年に日本軽金
属新渇でさk穫が再開された.日本経済全体としては55年頃に戦前の水準に回復し，以後，高度

経済成長期へと移行してゆくが，アルミ製錬工業が戦前最高時の年産15万tの水準まで到達す

るの1160年である.ここまでを.31:土による工場の再開 4 地強，合理化が中心であった時期と

みることができる(図6.1). 

この時期の電解工場の立地をめぐる電力問題は電力体制の再編との関係でみる必要がある.

電力の供給やその費用は電解工場の立地に影響を及ぼすが，それと同時に電力政策，電力体制j

の影響を受ける.戦時統制経済下において. 1941年に日本発送電(株)が設立され，これに発

送電飽授が集中された.系列の電力企業から電力供給を受けることとなっていた喜多方工場

(来信電気より).新居浜工場(住友共同電力)では発電所の全部もしくは一部を日本発送電

に吸収されたために，日本発送電からの購入電力に依存することとなった.51年に日本発送電

が解体され， 9電力体制lに再編された際，自家用電力の供出解除:iI動が行われたが.実現しな

かった 1I そのために各社電解工場問で，電力供給が自家発電によってなされるが購入電力に

依存するかによる電力費用格差が生じ.それが生産費絡差の大きな部分をしめ，電解工場とア

ルミナ工場との問での輸送費の差より.はるかに大きなものとなっていた.

1960年前後の 5電解工場の電力量.アルミナ輸送貨の試算を示した表6.1によりこれをみよ

う') 3社平均想定では電力資は製造原価の32%をしめる 各工場の電力単価は自家水力発電

を持つ工場で1.79-1.80円/kwh，貿電に依存する工場で2.90-3.50円/kwhであり.電力原

単価差を考慮に入れた電力費用差は.展大で32.160円におよぶ.他方， 71レミナ輸送量の格差

は佐大でも2，636円にすぎず，電源の所有形祭による製造費用差を大きく下回った.

表6.1電解工織におけるアルミナ鎗送費，電力資菱 (1960年前後)

~ 電力単価 電力原単価 電 力 量 アルEナ柚
電 理邑

{同/kwh) Ikwh/t) (同/t) 送世{同)

繍原 自軍水力 1.79 17，720 31，719 334 
新潟 東北電力 2，90 19，791 57，m 2，636 
喜多方 東北電力 2.90 18，616 53.986 1.850 
k 町 自草水力。 ~'81買t1J 1.80 18，131 32.636 1，638 
締本 住友共同電力 3.50 18.249 63.872 。

資料:電力単価，アルミナ輸送費は安西 (1962)，電力単価は日本経金属 (1970)による.

注:1電力単価.原単位li1959年，アルミナ輸送貨は1960年の数値

2アルミナ輸送貨は，アルミ地金1I当りアルミナ2tを:必要とするものとして計算.
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製jjI(業全体としての輸送費では.ポーキサイトの東南アジアからの輸送費が大きく.ボーキ

サイトのC.I.F価格の42%をしめ.J也金に対するボーキサイト原単価が4.05tとすると.6.557円

/tとなり. 71レミナ輸送貨は平均で1，292P:J(.lt!!金t当たり) .地金の符造り発送費は2.303円
/tと試算される ボーキサイトについては各工場とも輸入によるため工場問で特に差異はなく

国内での71レミナと地金の輸送費合計は3.595円/tとなり，この時期の平均の電力原単位は

19.037kwh/tであるから.閣内輸送授にみあうftJ:カ単価差は0.19円/kwhとなる さきの工場

開の電力単価遣し70-1.71内/kwhに比較しては小さし費用面では約0.2円/kwh以上の電力

単価の差があれば，電解工場の立地は電力問題によってまず規定されたと考えられる31

1960年頃の時点では以上のように電線の所有形態の差が問題であったが.この時期には「エ

ネ Jレギー革命Jが進行中であり，石油火力発電が電力エネルギーの中心となってゆくなかで
以下にみるような変化が生じてくる.

9電力体制への再編後においても，東北電力，北陸電力の電力料金は他の地撲に比較して低

廉であった しかし，再編時の発電施設の各社への配分に際して.岡地域内の発電所が東京守

関西の大消費地の電力企業に御jりあてられた.そのため経済復興後.東北 北陸に立地してい

た電解'Ili炉工業の電力需婆が同復すると，両地域では電力不足の状態となり，他社からの電力

Z詩人と新たな電源開発のための資本費の上昇とカ糠図となって，電気料金の値上げカ苛子われた

この結果，電力料金の傍差が続小し，東北電力の供給地威内に立地していた喜多方，新潟商工

場の電力面での優位性は失なわれたのである(図6.2) この点は.東北.北陸の工業成長カて遅

れた一因でもあり.のちの臨海工業拠点開発計画の促進へとつながる.

図6.2アルミ製錬用電力単価の推移
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6，2，2急成長JVIの新規立地の展開

高度経済成長期の建築JfI，輸送機器などでのアルミ地金需袈の急速なf広大のなかで.新規参

入を含めて各社は積極的な設備投資を展開した. 71レミ新地金の生産は， 1961年の15.3万tか

ら73年の109，7万tまで，年平均18%の成長をしめした.

日本軽金属，住友化学，昭和電工に加え， 1963年に三菱化成， 70年に三井アルミニウム工

業， 72年に同系の三井71レミナ工業， 77年に住軽7Jレミニウム工業の参入があった 年産能力

10 -20万tの電解工場の新政には300-500(~\内の費用を要し ， 7Jレミ製錬事業(;1:参入障壁の高

い産業であったが，大企業，企業集団が，市場の拡大のなか，外国技術の導入，海外からのボー

キサイト.アルミナの確保によって新規参入をはたした.

戦前からの8工場の増設にくわえて，アルミナ工場2，電解工場10が新設された アルミナ

工場は規模の経済性が大きいためり各社の工場はそれぞれ 1-2で，輸入アルミナを使用する

場合もあった 電解工場は l∞-200の電解炉を併設して生産するものであるため，アルミナ
工場ほどには規模の経済性は大きくなく，既存工場で用地不足のために増設ができなくなると

新工場の立地にむかい，各社1-4の工場を持つことになった.

図6.371レミ電解工場の立地

。。寸恥/年
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注:7Jレファベット記号は企業名を表わす.凡例は以下のとおり.

N:日本経金属， Sk :住経71レミ， Sy 昭和電工， Mb 三菱化成， Sm:住友化学， Mi:三井
アルミ
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7Jレミナ工場の立地は，ポーキサイト愉入のための港湾の存fEと，廃棄物としてでる赤泥の

海洋投~. HI!立利用としての処Jlllの必要から，日本の場合は臨海立j也となる さらに電解工場
への 71レミナ輸送の妓織のために，屯解工場との~J.T立j出(苫小牧) .近接立地 (若松一大牟

111)となった 111解工励で1960年以隆に新立地したのは10工場ある(図63) 新しい電解工

場の立JI~に際しては. flLJJの確保，自治体の誘致政策と虚業基盤の撃備，アルミナ工場. 71レ
ミ却1[て場への近接性.公害問題などが条件となる(安西. 1971.寺阪， 1977) 

iE解寸ー場の製法原飾の32.0%(1960年). 26.7% ( 1970年)似をしめる ~itu:j] の確保が第 l に
!ItY!iである.前fCの函6.2にみられるとおり，電力会社からの緋入電力に依存する場合は地域間
での料金格法はほとんどなくな っており，年産20万tの工場の場合，35万kwにおよぶ電力をm:

)J会社が供給できるか，供給契約を結べるかどうかというf量的な確保の方が問題となる. 71レ
ミ製録企業が安定した泣力の確保と設備資金の節約のために電力会社と共同発電を設立する場

合がJ960年代に入ってからふえたが，この場合も電力会社との交渉の成否が問題である

自家発;11，J~同発電によって電力を確保しようとする湯合には， 1次エネJレギー源を何に求
めるかが1!lI姐となる.この時期lには，石illl ~ ジ'\'ーズによる安価i な中東原油の輸入と，新鋭の
大』自党電所のill設による生産性の向上とから，石油火力発電の有利性が高まりつつあったのに

対L.水)J発電の場合には有利な新鋭立地点の減少と術償費用の上昇のために新設の場合には
コスト潟となることが予怨されたため，石油火力発兎が利井]されてゆくこととなった 60年代

前半の時点では水β発電の場合，既設原価1.32円/kwh，新設原価4.36円/kwhであったのに

対して.火}J発電の場合は既設原価i5.09円/kwh，新設原価3.17円/kwh，重iUI専燐火力の場

合には2，80円/kwhまで低下するとみられていた 図6.2によっても，第 l次石油危緩までは約

3円/kwhで安定していた.これ以外の事例としては，操業前期に天然ガス発電を利用した直江

津工場，三池炭問の粉炭を利用した三池工場があるカ刊，この 2つの局地的なエネルギー資源

を利用した立地を除けば.霊;11I.I.il¥irtlの輸入が可能である臨海部で石油火力発電の立地が可能
な地点では，電力授の絡1Eも少なく，電力問題上の立地の自由度は高まった.

196011ニ代前‘1ニでは.n'i:江i.lt工場を別として.名古屋工場 (貿電)，千業工場(共同火力)と

も大都市鴎臨海部に立地しており，前者は同系列の}JU工工峨，後者は機族のアルミブ工場，大

知市聞の加工市場に近接して立j也した.購入電力への依存，共同石油火力発電の設立という方

式によって，地}Jの水力電源地帯への制約からは自由となり，原料，製品市場との連関が重視

されたといえる(和[[1， 1963) この点は，消費地立地，東西拠点配置としてベルト地帯へ集

中した鉄鋼業，石油精製，石油化学工業と同織の動きであった

第二の問題として，公害問短が重視されてきたことがあげられる 1960年代後半以降になる

と，新工喝の立地は北海道.求1ヒ，.It陵，四国 九州へと分散してゆく 日本軽金属は清水に

電解工場を建設する計闘が公害問題のために反対にあってゆきづまり，:5小牧にアルミナ ・電

解一貫工織を立J也させることになった81 また.住友化学も IIIU:~ に電解工場を建設する計画が，
耳環電力との電力供給契約の難行と茨減県の公邸')1題への懸念からJ世田され，富山に立地して

ゆくことになる叫.既存の111解工場はフッ化物による被筈を発生させており.併殺される石川1
火力発電所も大気汚染等の問題を引きおこすものであった.地方においても立j也反対運動があ

り， i'l'純での製鎌5祉の言!日聞は'1'止となったが.i釘田等では1m発計画の推進仰lの誘致運動の方
tF;lUJl.している.

第三に，アルミ製錬工場の立j血に必要な産業基盤盤備のr.fJMがある 電力問題，輸送距離は
全副的なり也動向を脱走する条件であゐが，公害問題と産業基稔の整備は局地的な条件であり.
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各地域における後者の条件がみたされるかどうかが，全国的な立地動向にも影響してくる.こ

れらはアルミ製錬企業にとっては立地条件であるが，他方それを受け入れる地域にとっては.

地減開発政策，公害問題などの地域問題でもある また，製錬業と加工業の立j也連関の問題は，

地域開発政策の開発効果の問題とも関係する 一定規筏の港湾，工業用地をみたす地点は限定

されるが，上述のように60年代後半以降にアルミ製錬工業を誘致したところとして.北海道，

本州日本海側，北四固など中規艇の臨海工業開発地Jまがある

表6.2臨海工業開発拠点とアルミ製錬工業立地

~ It 増岡 IT C，f(RIJ也 iLJ也アルミ よ2易刷楠 地価 J.:地H副と現状 H証明f人1d副 o_w. I Ih.) 金量{当問] Ih.) (円/附} c市，/写} {剖/JIt語]
苫 '1-牧

1112削1t泌週金主合計画
70 包本u金属 アルミナ J20-060

iI:lt池E・停車絹布
1.100 218.6 160 

1:解 61)-013・
1.284 

河内閣;t槽
，.糟図4t熔刷毘県. 住位7JI..: 電解 18-9.8 '50 
村工S底辺・入哩温計圃

50 35・
ニワム工軍

106 15.000 
圧延 35- 0 (2.7曲)

"山術時
1It山 .11;側地1["，，，，Il 

3 409 t主定化学工総 40 2.100 
電解1S-9.8 

8'2 ..市 加工工掲5をま

緬ヲ争'"稀縁台剛健tt圃 古珂7ル E
8. 

電鱗 14-目 170 悩持阻>!!
4鰻園経~計画

50 148 
ニウムエ.. 

15.000 
圧 砥 18-1.2 (2.700) 

壬止川 住Xl(干アル 11 
(13.冊。』

司区平地Il'売&'Uli宥 (111工面 E 鯛 30-10 35' I ~千 lfd 16' 
Eニウム創髄 15.0凹l

地60)

取:れ .5 614 三世Itl>tJ:JI: 263 2.000 
世紛 18

1J1:t..LJijl祉
537 

資料:各自治体.企業資料.

産業基盤としてはまず.海外から輸入されるポーキサイト.アルミナを使用する場合には1.5

万lD/W級以上のパースを持つ港湾が必要であった.園内のアルミナ工場から海上輸送を受け

る場合でも3千lD/W級のパースが必要であった.次に，工業用地としては.電解工場単独立

地で40ha，アルミナ工脇と電解工場.もしくは電解工場と加工工場がー貧して立地した場合に

は100-200haの用地が必要とされる.太平洋ベルト地帯の水島，鹿島などの巨大コンビナー

トと比較して.大都市凶の市場から迷<，鉄鋼ー貧製鉄所.石油精製一石油化学コンビナート

の立地にとっては規模も小さく，また，開発時期も遅れた地方の中規模臨海開発拠点にとって

は.鉄鋼等に比して規艇は小さいものの急成長下にあり.かつ公害問題でベルト地管への立地

が難行していた71レミ製錬工業は.誘致するうえでの条件が適合し.しかも立地が実現した産

業であった山 これらの地jまでは。新il1t業都市主主役などの当初計画でli，鉄鋼，石油化学を立

地業撞として鋭定していたが.その立地は容易に実茨しないなかで， 71レミ製鎌誘致へと転換

した.

戦後立地10工場のうち新産都市指定地域内に立地したものは，苫小牧(l董央)，富山(富山-

iVIi問)，般有li.東予(東予)，三池(不知火 有明ー大牟回)であり j酋回，坂出もそれぞれ

県の工業開発地域に立地している.工業用地面積によって開発規模をみれば，臨海工業開発地

波としてみられる表6.2の6地区については，東予を除けば300-1.1 OOh aであり，鉄鋼，石油

化学の立地した鹿島，水島の約3.000haよりは11、規綴なものである
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アルミ製鋭工業の誘致を実現させるために，県・などの開発主体はこの産業を工業開発の基併

業種として位低'づけて政策的に安価な何倍での土地売却を行った.苫小牧の760円/m'，富山

の2，lOO内/がという販売価傍にそれが示されている.このほかにも，工場誘致粂例，新産業

者11市IEtt促進法，農村地滅工業導入促進法による減免税，北海道東北開発公庫からの低利融資
などの優遇策を利用することができた.

しかし， 7)レミ製錬工場の立地のみでは，同産業が装健型産業であるために，直後の雇用効

果は350人-1，300人と小さい. 開発地成としては，関連産業の立地集積が形成されることによ

る，より大きな開発効果を期待していた.

このこととかかわるのが立地上の第4の問題としての電解工場をめぐる前方，後方の立地連

関である アルミナ給送費の節約のためのアルミナ工場と電解工場の一貫立地はさきにふれた

電解工場と 7Jレミ加工工織の立地連関については，地金輸送の短縮という点と.電解工幼から

溶融j也金をifI綾加工工場に供給することにより.地金銭造ー鎗送再溶解の過程を省略するホァ

トーチャージ}j式による利益1けとが考えられる

t解工場とその関連工場の同一地成への立地を表6，3にまとめた，7)レミナ工場と電解工場を
めぐっては.さらにアルミナ製造用の苛性ソーダ工場が関連して立地している(苫小牧，稲原

清水，新居浜)，電解工場へは，電力を供給する火力発電所と さらに火力発電所にエネルギー

を供給する製油所(苫小牧)，コークス工場(コークスガλ 坂出)が近接して立地している.

1[解工場と加工工場をめぐっては ホットチャージ方式をとり入れているところも含めて.圧

延工嶋，線材工場，鋳造工場の立地がみられる

表637)レミナ製鋭工場・地Iま内立地逮関工場

地区 アルミナ工場 問閣退 電 力 電解工場 周掴退 加 工 工
き‘

苫，1・位自性加工 幽世興..製地点時.

苫小牧
因 不 {恒雄アルミ} 苫小松共同火力

目ヨド桂会以
蝕金属 .a:1・週曹謹 {カ

t1ゾーグ}

111 m 稲図線開火力 住017ル E 間社 uす画}

富 山 .山共同火力 住友化学
冨山時金!it(!，出)， ^;>.' ~健会食ーアイシン鰻金属

l錫退 HC)，8*繍材(1[Il'HCI，陸軍電工(1[棺1

T • 昭相庭電 昭相電工 東京アル'11何 (1t鎌，H C 1 

河1[1.'
B 本 日経団工{岨H 日本 因本電極 」ユマ均ル"出.アルミ 線!t(1[IIt， H CI，東梅金.. 
鯉金属 -アル，カ世γ 術水芸名問Jt1t

"水 ーダ}
tl量.. (電極} [アルミ 描1， lj，ーピ(鵠壇，H CI 

名古直 住友化学 住友般金属 t圧延，HC) 

曜i Ifj 
ニ.f~ot (コータス

三I!ftllt 吉田工董 lす叩シ， H C) 
Ifス)，ー四国電力

衛局副食
住友化掌 I郷本} 也友共同電力 住友化学 住友・2金猟 (鱒iI.H C) 

。京子

資料.表6，2に問じ

注:L flCIまホット チべージ
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7)レミナ工場，電解工場，アルミ加工工場の垂直的な述閲を金図的にどう配位してゆくかは，

製錬企業，加工企業の立地戦略による 高度経済成長期には設備投資と工場立地の順次的展開

のなかで，先行して立地しているいずれかの工程の工場に近接して，前方.後方に連関する工

場の立地や，綾数工程の同時立地がみられ.そのためこのような集積が形成された このよう

に各工程の立地が地域的に集積してゆく方向に作用すれば， r成長の極」理論
(I'erroux， J 970)が想定する状態となり，第 l次全国総合開発計画の提起した「拠点開発方

式Jの却J呆があがることとなったかもしれない.

この点とかかわる限りで， 日本のアルミ加工業の立地展開を全般的にみると以下のとおりで

ある.日本においては加工業が歴史的に先行して成立し， しかも箪需を中心とした需要情造の

なかにあったため.製錬業が成立した際も製鎌加工の一貫企業は誕生しなかった.戦後におい

ても.製錬業は1);占的な構造を維持して収益をあげ，過当競争的な加工業へは自らは進出せず，

系列関係の強化と子会社の役立により地金市場を確保してゆくという行動をとったため，高度

経漬成長j切においても製錬業と加工企業の分離は緩いた(佐藤 藤井， 1968，安西，

1971) 

図64圧延主要7社の工場配置と都道府県別アルミ圧延品消費シェア

アル ミ 圧居，n，消費 ~~ア

図 10-20帽

図ト10.1-5 
口 ぃ
5m住ま健金.K神戸町圃所

F 育問アル!NS，事続金属

sy昭何アルミ5k，スカイアル 1

M 三1!7ルミ

~ 

資料・各社有価証券報告脊，工業統言十表・原材料燃料編 (1973年)
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アルミ圧延業大手7社の工場配位をみると(図6.4).戦前のI出資立j也(大阪).寧需工場近

接立i也(名古屋，栃木)を継承しているとともに.高度経i高成長期の立地は関東内陸，東海に
集中する傾向を示した.複数の工場を持つ企業では，関東一関西，関東一中京に拠点を配置す

るパターンを示し，全体として大都市閣の消費市場を考慮した立地となっている.三次加工業

のアルミサァシ工業の場合には，関東，大坂のほか.富山の加工企業群の成長による集殺と，

吉国工業，不ニサッシの遠隔地への市場分割型立地がみられる.

加工業全体の都道府県別出荷額は，富山 (183%).大阪 (9.5%)，愛知 (9.4%) ，静岡

(8.8%) .緋烏 (7.6%).栃木 (73%)。千葉 (5.6%)などであり p 富山を除けば.関東，

東海.大阪に集中している. 2 -6 f立の府県の合計は対全国比で48.2%だが，地金生産では

17.0%にすぎない.富山を例外としたうえでlZj 製錬業は会図的に分散し，加工業は関東，東

海.大阪に集中した立地構造となっている 製錬業は高度成長初期に大都市圏臨海部への立地

傾向がみられたものの，戦前の水力発従事!Jm型立地の継承と，高度成長期後半以降の地方臨海
工業開発拠点への立地があったため，分散的な立地となり.他方.加工業は大都市圏への経済

活動の集中傾向と同様の立地展開を示したといえる このことから，地方の開発拠点にとって

は，部分的には加工業の立地がみられたものの，むしろ索材としての地金の供給者としての役

割の方が強<.集積の形成と開発効果は弱いものにとどまったといえる山.

6.31荷造不況下での立地変重b

6.3.1 t再造不況への企業の対応

1973年の第l次石油危俄， 79年の第2次石油危機による原油価格の上昇は，電解用電力で

石油火力発電への依存度が高かった日本のアルミ製錬工業の生産費を大幅に上昇させた.さら

に円高の影響が加わって.国内製鍛工業は国際線争力を失い，輸入地金量が急増した.図6.1に

みるように.新地金の内需は景気変動に伴って上下しながらも 160-180万tの水準にあるのに

対L.園内生産量は.最高時164万L/年の国内製錬能力がありながら.73年から80年まで110
万l前後を推移したあと81年から急速に低落し.国内生産量と給入最の比重は逆転して， 82年

には30万L台へと落ち込んだ.この国内 71レミ製錬工業のt構造不況ftに対して，特定不況産業
安定臨時措置法 (1978年)にもとづき，産業情造審議会アルミニウム部会が園内製錬業のあり

方について指針を示し， 1978年答申において園内生産能力を110万tに，さらに状況の悪化をふ

まえて81年答申では70万Eまで削減する計画をたてて笑施に移した.不況カJレテル.関税事l当

市!JJjl:，政府の金融的支援，輸入安定備蓄制度による地金買い上げなどの施策が行われたが，ロ

ンドン金反取引所を中心とした世界の地金市況の変動は激しく.国内建値50万円/tに対して，
市況は一次30万円/t前後まで低下し製錬企業の累積赤字は増加を続けた.

このような状況に対し.各企業は製錬部門の別会社化，設備の休廃止.図内製錬事業からの

徽退，加l工審P'lの垂直統合，海外立地の推進などの対応.をとった. 1974年以降の立地展開とし
ては，酒田，東予のように第 I次石itll危機以前からの新立地計画の完成がこの時期までずれこ

んだものもあるが.78年答申以後は工場の縮小ー閉鎖があいついでいる

輸入地金には.製錬企業，加l工企業，商社などが外国資本，外国政府との共同投資によって

慾殺した耐ト工場からの開発輸入，囲内企業と9掴製錬企業の長期契約にもとづくもの，スポッ
ト地金の輸入の3つがある.いずれの場合にしても，日本と電力費用を比較すると，日本の14

円/kwhに対し，水力発電を主として利用しているカナダで[-2円/kwh.天然ガス，石炭火

力を利用しているアメリカ.オーストラリアで3-5円/kwhであり，日本とカナダとではトン

RUV 
Q
d
 



当たり 18万円以上の電力費用差による製造費用格差が生じている.

開発給入についてみると，日本の資本が参加した海外製錬計画は1.970年代に入ってから進ん

できており，すでに実現したものでは，二Lンザス(ニュージーランド. 71年).アルパァク

(カナダ.77年).ベナルム(ベネズエラ.78年). 7サハン(インドネシア. 82年).グ

ラッドス トーン(オース トラリア. 82年)がある 海外製錬計画，輸入地金のt曽加というかた

ちで，日本のアルミ製錬工業は図際的な生産力の再配置のなかに置かれていることになる.

6.3.2図内工場の縮小 閉鎖と対応策

国内における設備の休廃止は.工場の縮小 閉鎖というかたちの立地変動をひきおこした

この際.工場聞の紛小 閉鎖にみられる差薬Cj:.各工場の使用電力の種類と生産設備の生産性

の違いを反軍たしたと考えられる.高度経済成長期には.電力会社からの電力購入や共同火力発

電の場合には電力価絡差は小きかったが，石t由メジャーズによる安価な原油の供給体制が崩れ

た段階では，得ぴ工場問での電力価格差は拡大し，また，圏内での地金の需給バランスがとれ

ていた高度成長期には，既存設備の合理化と新鋭設備のI曽加で対応できたが，設備能力の削減

表6.4llL解工場の電源，電解・炉と工場の縮小・閉鎖

:下、人 1: iI< 
司l蝉炉円l'f 1. i'!大時I!カ 民 備陣 カ 健闘陪力

(kA) {千./平) H./写) {千./'1')
1II I依 自家水狗 共同霞油火力-13家ホカ S(欄) 45.55 113 64 59.5 

目本陣金属 紙同 共同水力. Q家・共同量抽火力 so段) 100'120 1<5 。(19年年止J
苫小吐 苫，(、牧尖問卑電 (Jt泊I P 120・)30

13‘ 83 15.5 

鏑 司事 位置尖間電力 s (柵!!!)32' 50 31 。(15年休止j
" 
名古血 中田買Eカ 5(盟) 1曲 53 。 1 79 .1手休 I~ ) 

住友化学 縦 湖 l主4:1<問電力 S(鐙) 100 19 。(82冬休止}
富 山 富山共同火力{圃Ie) S (!詮) 1伺 J1S 83 12.1 

'" 'f 住友災問電力
p 115 99 99 35.7 

11 
大 町 自 ~*カ 火力‘令部電力 s (欄・2金)56 .2 。(82J手保止}

昭仰電工 事H ;雪 '"北電力 5 (段) .0・100 " 
。(82辱休止}

子 酒配 昭相更旬t(JII泊l P J60 S 100 160 128 26.4 

11 lI:iIiJI 自家天然ガス-JI(袖火力 51!扱) 100 160 。[81年休止}三l!(tS.
A反 t泊 四副賞カ lli:摘.コータス f1スJ P 100. 138 190 76 62.4 

ニ井アルミ ニ准 131区有炭火力 P 127'131 16' IH 105.7 
』市
f何 初民陛7/1，.: 柄凶款問火力 CJII.!自) P 115 97 。(82.1字体Jt.)

資料・各社資料，日本7)レミニウム連盟「アル ミニウム製錬業の緊急対策についての要望書J
(l982年). 

注:1. 7)レミ部門の別会社化に1半う干上名の変更がある (1984年時点) 住友化学一住友アルミ
ニウム製錬，昭和電工一昭和軽金属，三菱化成→菱化軽金属.なお，住軽7)レミは解散

2. S :ゼーダ ベJレク式. (繍)は横形， (竪)は竪型を示す

r:プリベーグ式

3いずれも 1982年のもの.
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が行われるに歪った段階では.生産性の違いにより，休廃止が差別的に進行したからである

(表6.4). 

まず電力問題についてみよう。自家あるいは共同の石油火力発電を利用していた工場と，火

主水従体制下にある電力会社からの購入電力に依存していた工場では，原油価格の上昇が発電

原価の上昇や電力料金の値上げをとおしてコスト上昇につながった.図際競争力を失ったのは

これらの工場である.他方.自家水力発電を保有していた務原工場は，水力発電能力にみあっ

た規模まで設備を縮小して生産を継続している.三池工場も，国際価絡が急務していた時期に

は鍋失を出しているが.石炭火力を使用しているために電力費用は低し一部設備を縮小して

生産を続けている.

自家・共同石油火力発電や隣人電力に依存していた工場では.生産性の低い設備から休廃止

においこまれた1<，製錫i工織の1lt解古戸は各地法の工鳴で段階的に建設されてきたため，一工場

内においても生産性の異なる設備を持つ場合もある 電解炉は.196凶手代に新増設の主力であっ

たベシヰ一社から導入された100kAゼーダーベルク式竪型炉から.1970年代に入ってからはプ

リベーグ式100-175kA炉へとかわり，大型化・自動化による生産性の向上と公害対策 (7'/

化物の回収.N'l'lj用)がはかられてきていた.不況下でまず休止されたのは経箭復興から操業
していた100kA未満の電解炉で，菊本，大町，喜多方の設備が止められた 蒲原のみは上記の

電力面での有利さのため，総小して残存している

第2次石油危機以降では.1979年に名古屋.80年に新潟. 81年に直江津.82年に餓浦，大

町 l喜多方，酒田の各工場の裂錬設備が生産をやめた 82年で生産を継続しているのは蒲原，

三池.苫小牧.東予.千葉.富山..!Ii出の各工場である.前二者は電力面での有利性のためで

あるが，他の工場はいずれも低稼働の状態で，かろうじて生産を続けた.富山.苫小牧て'は月

~1.000- l.500lの巌低水準での生産を続け.設備の維持と製錬を中止した場合の問題化をき

けている.残存しているのは宮山，高宮原を除き.プリベ」グ式の新鋭炉のみであった.酒聞は

疲新鋭の175kA炉を導入していたが.やはり ，共同火力発電の電力費用の上昇のため.製錬の
休止と会社解散になった

各社別にみると，各社はそれぞれ生産を最も製造費用の低い工場に集中させている.清原.

三池.1社 i工崎であった酒悶を除けば.複数の電解工場のうち，より新しい，生産性の高い

工場への生産集中となっている 設備投資の年次的展開のしかたが設備の休廃止の順序を規定

してくる.企業によりそのぬ兄は異なるが.昭和経金属の:場合には千葉へ日本軽金属は蒲原，

苫小牧へ，住友71レミニウム製錬は富山，東予へと集中している.戦前立地の工湯では，自家

水力を保持していた諸原を除いて，民電，石油火力に依存しており.設備も古いために，大町，

喜多方，新潟，菊本の各電解工場が閉鎖されている.戦後の新立地工場では，昭和軽金属の3

電解工場中，比較的新しかった千葉工場 (1960年)を除き。 69年移行の立地工場に集中して

いる したがって，各工場の依存電力と生産性の迷いを反映して，既存の工場配置のなかで特

定工場への生産の集中となり，大都市聞においても地方図においても工場閉鎖が行われ，分散

がJな配償パターンは残っている.

不況の影響をまず受けたのは，各拠点開発地域における当初の投資計画の縮小であった.酒

田では製錬18万l/年，庄延35万l/年で2，700人の雇用をもたらす計画であったが.実現した

のは製錬10万l/1Fのみで，これも休止においこまれた.東予においても製錬30万t/年と加工
工場の立j師十商が，製斜[10万l/年の第 jJ開計画で中断した，福井においては，製錬14万l/年，

圧延18万l/年で2.700人の従業貝を饗する計画であったが， 圧延7. 2万 l/年へと計画~更とな
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り，当初170人の廃用しか実現してない これらは開発計画の進行の遅れと，さらには不況問

題の出現をもたらした.猶即，富山，徳井の臨海工業用地の売却率は.それぞれ64.1%， 67.2 

%， 47.2%であり，未発却の土地の保有は，各開発主体の金利負担の上昇をまねいている.

電解工場の縮小・休止は，雇用.関連産業への影響，地方税収の減少をもたらした 苫小牧，

酒a，新居浜，大牟田は.他の情造不況業種の立地もあわせて，特定不況地域の指定を受けて
いる.特に.地方簡においてアルミ製錬工業が男子雇用型の基幹産業の 1つとなっている場合

には影響は大きい.

表6.5製錬工場の縮小・休止対策

傘費 工a・11:.
E小牧

毎日..怠 機平亨e門 術館飼門 立"'1'込笠
目*tt金・‘

紙調

諸原

住友7 ル ミニヲふ ~.也 富山

包笹7~ ミ

附拘司E工

'度予

諸問

‘多1;
チ曹

三Sを鯉盆1( lI:iti. 
夜尚

三件アルミニヴム 三地

至宝筒アルミ=ゥJ.. fUき

資料・聞き取り等による.

電解猫小 γルミナ存縫 ・愉幽 鋳造

休止

組小存続 (J7itl年)

E炭火力低智駐 ‘.'、 錫進

右炭火力低換休止 s・ヨ量
休止 続ili

休止.高純II:fiJO会 ‘'通
鈎遺

rt扇中止

プラスチ7タ サ ツ:;， 1985与 野広

圧昆工場

1986年徹坦

加工立絶(.)

1986年徹退

加工償問

1987年値迫

1987年彊温

圧延工崎

綾低限，J置期を務保し，まだ残存施設を利用してゆく対策としては.表6.5にみられるように，
愉入地金の再鋳造を行う鋳造部門の残存と，加工部門の新増設がみられる 喜多方では， 1970 

年代始めより.加工工場の誘致が進められてきていた 新潟では製錬工場の休止後，圧延工場

の立地が行われ，福井においても製錬計画は中止となったが，需要の拡大している圧延工場の

進出が行われた このように，製錬部門の縮小・閉鎖計画中止との関係で.加工部門の地方

進出が一部にみられる また，電力対策としては，酒田と富山で共同火力発電の石炭火力への

転換計画が進められている旧

アルミ製錬各社は.損失を解消するために株式の減増資などのできる限りの可能な対策を行っ

た.しかし， 1985年のG5後の円高と国際的な71レミ地金相場の急落は，残存していた製錬工

場の収益を決定的に悪化させた.この結柴田水力の自家発電設備を持っていた日本軽金属蒲原

工場 (3.5万けを殺して， イ也の製練工場li86年から87年にかけて全て閉鎖された.

6.4おわりに

高度成長期から「石油危機」を縫て構造不況j切に至る戦後日本のアルミ製鋭工業の全図的な

立地変動を.特に地域問先政策との関係に焦占をあて考察してきた.新設工場の立地展開や微

退は，経済環境の変化に対応して.各企業が利潤の取得と資本蓄積を追求して行動してきた結

果である.各時点での71レミ製事~工業をとりまく生産・市場の諸条件が，この産業の一般的生

産条件をなすが。立地条件もその一部をなす 特に地域rUjー工場開の差異を含む電力問題の変

化が重要であった.
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しかし。他方で企業による工場立地を受け入れる側の地域 自治体があり，地域開発言十面に

よる産業基盤の整備.公害問題等の条件がみたされなければ，生産立地自体が難しくなる

各地域の開発政策の動向は，全国的な地域悦造の再編と地主主的耳守司等を反映したものであり.

各産業の立地変動もその一部をなすものである.高度経済成長期前半における地域倦差の拡大

は，後進地域における開発政策の推進を促L.，一方で過密地域における立地が困難となったア

ルミ製錬工業の北海迫:本州日本海側などへの立地を笑現させた しかし， 71レミ加工工業の

立地はむしろ関東，東海，近後に集中する傾向がみられ，地方開発拠点における素材から加工

までの工業集荷の形成は部分的なものにとどまり，開発効果は不充分なものとなった.

得造不況期には，製品t!工場の縮小・閉鎖があいついだ.石油火力発電利用型の立地であった

地方臨海工業開築地域の71レミ製錬工業もその影響を受けた 不況への対応策として，製錬工

場の縮小ー休止にかわる71レミ加工工業の進出がみられた地域もある
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結論

第一次石油危機以降における産業のリストラクチャリングは，縮小再編と新鋭部門への転換

などにf'ドう立地変動を引き起こし，同時に不況地域問題や地域間における不均等発展をもたら
した.

このような問題を研究の上で取り扱うためには，従来の新規工場の立地のみを表象とした立

Jlk研究では切らかに不十分である.日本の経済地理学においても，地域構造論を始めとして企

業の生産及ひ守行場の構造との不可分の関係において，産業配置と市場簡の分析を行う研究が発

展してきた.また句欧米においても同時代的な産業の再編について. r企業の地理学Jや「構
造アプローチ」の立場から笑誕及ひ浬論的な諸研究が大きく登場していた しかしながら.日

本と欧米の絞済地理学者の聞における研究上の交流は必ずしも活発ではなかったし，それぞれ

の国民経済の条件の違いも反映した方法論上の違いもみられる

本研究においては.このような既存研究とその課題を踏まえた上で，立地変動や地域問題な

どの笠間的な現象を，企業行動，産業組織及び産業政策との関係において捉える視角を明確に

したー既存の諸理論との対比をまとめれば， r企業の地理学」に対しては企業を取り巻〈経済
俄造全体からの把湿の必要性を，古典的な立地論に対しては企業行動と生産システム，及ぴ経

済構造全体からの視点の必要性を強調することになる.さらに.Masseyらの「構造アプローチJ
と矢田などの「地織得造論Jの比較検討を行ったうえで，国際的な比較分析の有効性と産業変
動のダイナミズムの重彼をとなえた.

実証研究においては，日本の石油化学産業とアルミニウム製錬産業を対象として，高度成長

期に形成された立地体系を前提として，石袖危機以降の憎造不況の中でどのように縮小再編と

構造改普が行われたかを明らかにした.国際競争力の嬰失と過剰設備の深刻化の状況の中で.

設備の休止 廃棄を伴う生産体系と工場立地の再編が進行した

石油化学産業の場合は，高度成長下の新規星雲入企業の増加の中での寡占企業問の過当競争に

よって.太平洋ベルト地帯に複数拠点コンピナート立地を含む立地体系が形成されていた 大

型の技術体系の導入と，基礎原料から各種石油化学基縫製品までの一貫生産体系の構築の必繋

性が，国際的にみても例外的な同質 自己完結的なコンビナートの多数立地という特色をもた

らした.また，立地の局地的な集中性と既存市街地への近接性が，公害防止対策の不備とあい

まって深刻な大気汚染 ー水質汚濁等の環境問題を引き起こした.

1980年代前半における栴造不況の影響と締造改善計画の実絡は，まず。過剰設備の処理の必

要性から.小中規伎のエチレン・プラントを休止廃棄させた 会図的には，瀬戸内海のコン

ピナート詳の縮小と.1960年代中期以降の東京湾及び鹿島の相対的に新しいコンビナートへの

生産の集約化の結果，新たな立地の地滅的な不均等が引き起こされた，

情造不況と紛，]、再編の影響は. ~幸に石油化学産業の第 1 )留に形成され ， かっ地方閣に立地し

ていた住友化学 愛媛と三井石油化学・岩国大竹において大きかった.エチレン及び汎用誘導

品の役備処理l:i，鹿沼の減少， ，掬迷中小企業の受注量の削減，さらには地方税収の減少なと二

地峨経済に対するマイナスの影響をもたらした.他方.企業サイ Fからも遊休資産や従業員の

服用確保のために，高付加価値製t昆の滅入や研究開発機能の強化などのコンピ十一トの再構築

対策が笑施された.しかしながら.新規卒業等の小規桜性などの制約からその効果が卜分であっ

たとはいえない
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また，会図的な視点からみると. 7アイン ケミカルなどの新規成長部門の立地1.1大都市圏

を中心としており，研究所立地においても，地方閣の拠点工場への併設も一部にはみられるも

のの.東京周辺部における基礎研究・応用研究の強化の傾向が上回っている.このような椴造

不況及び構造改善吉|薗による立地再編は，大都市固と地方圏の問における不均等を拡大する結

巣となっている.地域政策上の介入においても.特定の不況地域に対する庭用・中小企業対策

が講じられたものの，全国的には大都市圏への設備集約化を促進した立地規制lの緩和にみられ

たように，磁極的な再配置の方向への関与は行われなかったと評価できる

アルミニウム製錬工業は，高度成長期に急速な発展をとげたもう一つの基礎素材産業である

電解工場では大量の電力を消費するために.低成かつ差是鳶な電源を確保することが重要な立地

条件であった.戦前以来の工場では水力発電を利用したが，第2次大戦後の電力体制の再編と

エ平Jレギー革命による重油発電への転換により.地域開発の拠点となった臨海部の工業地区へ

の立地が噌加した.しかし，電解工場及び火力発電所によって引き起こされる大気汚染問題の

ために新鋭立地が次第に図書量となり，より後発の日本海側などの地方の中古車後開発拠点に誘致

される結果となった.

地元自治体からは目製錬工場から71レミ加工工場までの重量i[連関による開発効果が期待され

た.しかし.第 l次石油危機以降の原油価格の高勝によるエネルギー・コストの上昇は，国内

の71レミ製練工場の国際般争力を決定的に喪失させた.この結梨，国内の製錬能力は最高時の

164万t/年から，情造改普計画により段階的に110万tI年 (1978年) • 70万tl年 (1981年)へ

と縮小され，旧式かつ小規棋な工場から能力の削減が進められた.さらに. 1980年代中盤の阿

部と国際地金相場の急落によって.最終的には自家水力発電を保有していた l工場を残すのみ

となり.他の会ての工場で製錬が中止された.このような産業調整のプロセスでは，国内に生

産能力を保持するための関税制当て制度等の対策が務じられたものの.最終的には国際的な水

力，天然ガス，石炭等のエネルギーーコストの有利な立地との後争に敗れ. B本企業も海外の
開発プロジェクトへの参加等によって輸入地金を確保する体罰1)へと移行した

以上のような日本の石油化学産業とアルミニウム製錬工業における.高度成長期における成

長から石油危機以降の産業調整にいたる産業変動のプロセスによって.図内の工場稼の新規立

地.既存工場の鉱張.さらには縮小・閉鎖の動態も基本的には規定されている.商産業ともに，

成長の時期には寡占企業の筏僅的な設備投資行動によって能力の拡張が導かれた.両産業にま

たがる事業展開を行った住友化学，昭和電工，三菱化成も存在するが，各企業は石油化学とア

ルミニウム製錬を戦略的な事業部門をしてとらえていた点でも共通している また，石油化学

産業では.三井・三菱の両企業集団ともにグループの関途企業による共同投資の事業としても

当初は位置づけられていた しかし，企業自体としての成長指向の強さの結果，グループ内の

企業聞における競争関係が発生し 三井石油化学と三井東庄化学， 三菱油化と三菱化成といっ

たl業径2企業による別途のコンピナート建設すら行われた.同様のケ スは，アルミニウム

製錬における住友化学と住友軽金属の対立と厳令にも見ることができる.他の先進国との産業

組織の比較では，少数の独占企業や国営企業への企業集中の体制と対比して，比較的多数の企

業による寡占附鋭争が展開されたのが日本の場合の特徴である

日本産業を考える上でのもう一つの特徹は，政府の産業政策を通じた関与である.産業政策

の経iJitY-Jな効果をめぐっては論争のあるところであるが.石油化学産業とアルミニウム製鋼l工

業は，高度成長期の成長政策と石11)1危機以降の産業前監政策を考える上で，政策的な介入が試

みられた代5史的な事例である 高度成長期においては，貿易ー資本の自由化のなかでの国際競
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争力の狛化のために，産業機i査審議会の各部会の答巾にみられたように規復の経済が追求され

たが，その量産規僚のヲ|き上げが各企業により一層の篠極的な投資を引き出す結果となり，

1.970年代以降の過剰能力の発生の原因となった

太平洋岸ベJレト地帯情却のように，三大都市閣と瀬戸内海における大規模臨海開発拠点の産

業基館経備はe 鉄鋼業と並んで石油化学コンピナートの立地条件の登備に他ならなかった.7

Jレミニウム製事~の場合は ， 公答問題による立地般のために日本海側等の地方圏の中規模開発拠

長に誘致されることとなる.この意味では，高度成長期における主導産業の成長と立地地域の

開発政策がリンクされていた.

この成長指向の企業行動れ第I次石油危機以降の構造不況への突入により転換を迫られる

国際競争力を授失したアルミニウム製錬の場合は，段階的な徹退にともなう工場の縮小 ー閉鎖

対策に追われた 石油化学産業の場合は， 1982年の産傍審による縮小と活性化の基本方針によっ

て，個別企業による独自な対応の困難さから.不況カルテJレを通じた設備処理室の各企業への

配分が行われた また，生産の集約にともなう個別企業内部での工場配置の煽りについては.

企業1M]における基礎原料及び石繍化学製品の相互融過による強調関係が強められた.欧米の多

国籍企業のリストラクチャリングにみられる，大企業問でのM&Aや製品部門の交換 ・集約など

の徹底した企業行動が，日本企業において始まるのは1990年代中期以降となる

産業変動を扱う場合の地理的な問題のもう一つの側面は.会図的および国際的な企業行動の

結果として，成長と衰退を経験した地域経済の問題である.高度成長期においては，地域開発

の効果と公筈問題への対抗がまたる課題であったが，石油危機以降の産業調整のプロセスにお

いては，生産の縮小や工湯飼鎖にともなう不況地域問題への対応に追われることとなった 散

米先進国において多発した工場閉鎖と対比すれば.日本では比較的少ないとはいえ，地域的に

大きな影響を与えた事例であった.住友化学の新居浜で{i，1981-2年に71レミ製錬とエチレ

ンプラントの両郎門の閉鎖が集中したー高齢者の早期退職や他の工場への配置転換などの雇用

調整により従業者数が急激に減少している.また，同時に企業によって小規模ではあるが多数

の新規部門が投入され，工場のllH膏築と存続が積極的に図られた事例としても注目されよう
単に不採算部門を閉鎖するだけではなく ，日本の企業のよるフレキシプルな縮小と活性化への

取り組みの過程を明らかにしている.

しかしながら.全国的な産業配置の視点からみれば，新規事業や加l工部門の成長は首都圏を

始めとした大都市圏を中心としている傾向にあり，また研究開発部門の東京周辺への配置も，

基礎紫材産業の転換の地主主的な不均等性を浮き彫りにしている 産業調整政策と産業立地の観

点はこの意味では，積極的な位置づけは与えられていない

以上のように，石油化学産業とアルミニウム製鋳工業の産業変動と立地変化，および地域的

な対応をめぐる実証的な結泉l丸日本の産業組織および産業政策との関係をもっていたことを

裏付けるとともに，第 l章において提示した産業地理学の多元的なフレ ムワークの有効性を

説明するものと考える
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i主:

1) Hami1ton and Linge (J 979) ， 政治・社会 文化も含めた国際化の把援の枠組みとしては.

宮川 (J97S)p.3 

2) Walls (1987) ， Dicken and Lioyd (1990) . 

3) Wa1ker (1989)は企業の地理学の終鴛をとなえたが，Dicken and Thrift (1992)は企業の

分析上の重要性を再度強調して反論している.

4)例えI:J:'主要な研究者が参加している論文集としては， Scolt and Storper (1986) ， Amin 

(1994)など.邦訳ではスコ γ卜 (1996)，竹内淳彦編 (1997).これらの研究についての

日本での紹介と検討は，訟原 (1995).友i畢 (1995)， 小国 (1997).禽樫 (1997a)

5) Martin and Sun1ey (1996)はクルーグマンの誌研究の検討を行い，その市場メカニズムを

中心とした性質と，レギュラシオン理論などの影響を受けている最近の経済地理学の対比から，

両方の必要性をといている.既存の経済地理学とク Jレーグマンの対比については，山名伸作

(1997) . 

6)経済地理学におけるこのようなパラダイムの転換については， Matsuhashi and Togashi 

(1988a) ，伊藤笹栄 (1996)

日本の産業システムの性絡をめぐる独自な理論化や論争的な議論.理論的整理としては，生

産システム論や中小企業論の分野では，浅沼 (1997) ，藤本 (1995)、情 (1994) ，三井

(1996) .労働経済論関係では，小池 (J977)，熊沢 (1993)，野村 (1993)などを参照.

7) 最近笠場した比較制度分析(青木 ・奥野， 1996)では.ゲームの理論，契約理論などに基

づいて企業行動の煩型的な相違にも関心を寄せて理論化が図られているが，日本的経営を例に

とってもその類型の評価自体が.歴史的・具体的な文脈に依存している.青木モデルに対する

批判は.金子 (1997)pp.97'1l0. 

8)安保 (1991).戸啄 (1990)が参考になる

9) Friedman (1988) ， F10rida and Kenney (1994) ， G1as.meiner and Sugiura (1991) 

Sayer and Wa1ker (J992)はこの点でも慎重に日本の諸研究を検討している.

10) Sh四 rd(1983) ， Schoenberger (1987) 川島 (1963)との対比で日本における本格

的量産却後被工業の踏立とその地按備選上の意義をとらえた松僑 (Matsuhashiand Togashi 

1988.)と，野尻 (1995)によるJITに関する展望も参照.

ll) 恭礎素材産業の場合では，日本の「情造改普計画jの政策自体が.産業組織の欧米と異な

る特質を明確に意織されていたことも指摘している.宮径 (1986) .対照的なICIによるドラ

スティックな囲内.西ヨーロッパ及びグローパJレな規模での蒋編成については， C1arke 

(1985) . 

12) 以下の日本の産業政策をめぐる議論については， Johnson (1982) ，今井 (1976).三

輪芳郎 (1990)，橘川 (1991). 

13) 今井 (1976)のこのような説に対しては，三輪 (1990)による批判がある.

14)グローパル化のなかでの産業 ー貿易政策と工業配置政策を詳細に検討したものとしては，

宮川 (1997) イギリスの1960年代後半における産業集中を促進した非空間的な産業政策が，

本社立地の集中や工場開での集約と合理化などの立地政策上の帰結をもったことも参!照してい
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る. Massey and Mcegan (1979) 

15)根岸 (1997)は産業立地政策についての経理を行い，年表上では産業調整政策関連の項

目も取円上げているが，その政策的な{立位づけまでは言及していない.

16)山崎 (1991，92)はテクノポリス計画をr1散底した産業政策としての地成政策Jですら
なかったと都している.

17)工場群の再編を技術革新や事業転換の過程とあわせて扱ったものとして.堂野 (1992)， 

合図 (1992). 

18)工湯閉鎖に至る過程のケース スタデイとしては， Hood and Young (1982) ，Hudson and 

Sadler (1983) ，Folhcrgill and Guy (1990) . 

19)石I111危機から現在までの日本工業の地成概造の変化については，必楊 (1990)，竹内淳

彦 (1996)，山崎 (1994)，末吉 (1996.)，柳井雅人 (1996)

20) 業種別の産業変動と立地変化については，商問ー松橋編 (1990) ，山川・柳井編

(1993) .矢田・今村綴 (1991)，小杉・辻繍 (1997)

21) 宮樫 (1996).空洞化論の図際的な対比は，伊藤公一 (1996) 日本の場合は「空洞化」

というよりも「国際分業体系の再編成jであるという捉え方については，渡辺 (1994).また

この聞の空洞化をめぐる議論の整理は，中村 ・渋谷 (1996). 

22) 1985年から例年までの園内設備投資に対する対外直接投資の比率は3.9%から12.2%の間

で変動しているが.両者の対前年比のi骨減率の相関係主主は0.43と正の値を示している(数値は

経済自瞥1996年度による) さらに詳しくみると， 80年代後半は内外ともに積極的な投資が

行われたが， 90年代初頭はともに減少を示し， 円高が急速に進んだ93年以降は囲内では低迷が

続いているのに対して，中国を中心としたアジア諸国への投資が増加しているー

23)岐阜県における企業行動にもとづいた再編について筆者も関った調査としては，岐阜県シ

ンクタンク (1989)，岐阜県産業経済研究センナー (1997)

2，1)渡辺 (1997)，関 (1997)，末吉 (199Gb)などを参照

25)戦後の日本では最大の合暖化 縮小をたどった石炭産業と産炭地域政策については，矢図

(1994) .重化学工業が立地していた釜石・新居浜 国島などの不況地j境問題は.山川

(1992， 1995).一言・安回 (1993).富樫 (1986).山本 潔 (1989) 最近の全国的

事例は，日本労働研究機構 (1997)など

26)総小変動における大都市聞と地方聞の違いにふれているものとしては，合国 (1985) ， 

村上雅絞り985)

27)岐阜県における事例としては，岡田 (1989).河村 (1993). 

28) 通商産業省産業政策局編 (1983) .日本の産業調!!:全般については ，関口末夫

(1981) .欧米との産業別扱の比較研究は，山滞平田編 (1991). 

29) 規制緩和推進計画によって，工場等市11~.Fl法の政令が改正され新たな許可基準が追加されて
おり (1.99B年).また工場立地法においても緑地基準などが変更される (1999年)

30) 申斤|苅 (1988) 

31 )この労働党政権の政策は.ホランドの公的苦I1門の投資介入を通じた産業 ー地主主政策の方法

論が影響している しかし，サツチャ一政指化でのプライパイタイゼーションはこの政策を逆

転させた.Holland (1982) .加larlin(1989) . 
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32)地域産業政策については，今井照 (1996) ，北山 (1990) 欧米の動向については

Eise出 chilzand Gough (1996) . 

33) embeddednessは，ポランニー (Polanyi)が市場経済がもたらした1930年代の大恐慌への

反省から，市場を社会に「埋め戻すJことを主仮した考え方である.市場経済も経済理論が前
提におくように抽象的な作mとして働くのではなく.社会的・政治的・文化的制約との関りの
もとで動く 言議の原義には「自由に動くものを，まわりに詰め込んだもので押さえるJとい
う意味がある.ポラニー (1975)， Granovetler (1985) . 

34)例えば巾川編 (1994)，内国・清水編 (1993)などを参照.

35)シリコンバレーについては，サクセニアン (J995)。第三のイタリアについては，岡野

(1994) .政策論には積極的に評価される爾が取り上げられているが，同時に，第三のイタリ

アにおける護地内部の絡差構造や (Murray，1987) ，シリコンパレーにおける大企業の支配

などの実態に関する批判 (Harrison，1994b)にも注意を払う必要があろう.

36)企業がアジアの諸国間で立地点を選択するうえでは，圏内の凍境とは異なったタフなネゴ

シエーションが要求される一方で.信綴のできる相手政府やパートナーを選ぶことが非常に重

視されている.

2 

1)企業の地理学，行動論的立地論に関する展望論文としては1 Progress in Human Geography 

における 1977年からはほ毎年のindustrialgeographyの展望がある.最近のまとまった展望とし

ては，ほかに， Watts (1980) ， Marshall (1982) ， Hayter and Watls (1983) ， Storper 

(1981)， HamillonandLinge (1983). Pacione (1985). Wood (1987)がある.

2)日野 (1981)が，大企業の立地行動と都市E宇システムとの関係に触れた展望において，両

者・の大企業の行動を取り上げるという意味での類似性を指倒しているが，本稿の視角とは若干

契ーなっている.

3)この分野の研究動向については，例えば生田 (1981).神谷 (1982)の展望がある

4)この他，宮川 (1977)，中村岡IJ治郎 (1985).篠田直晴 (1988). 

5)この学派への書留軒Eとしては，Leigh and Nonh (1978a)によるミクロ行動研究として評価す

る立場と， Carr (1983)による批判とがある.Carrの論点は後にみる

6)この点についてはすでにPred(1967) も指摘していた.Pred， Tornqvist (1968)は情報

流や企梁内詩機能の配置の問題を取り上げている.

7) SmilhのlnduslrialLocalionの第2版 (1981)においても，手IJ潤可能性の空間的限界の実証

例としては， Taylorのものも含めて3例をあげているのみである.

8) Lloyd and DickenのテキストのLocalionin Space (1977)は，立地論の説明ののちに後段で

企業の意思決定行動と複主主工場制企業の問題を扱う構成となっており，両者の必要性を認めて

いる.

9) Hayter and Wal臼 (1983)はさらに。大企業と小企業との相互関係の問題をあげているが，

この点については般近.Taylor and Thri!t (1983)の二重精進論による追求が見られるー

Hamillon and Linge (1983)は，新古典派，行動主義.マルクス主義の三つのパラダイムにつ

いて，ミクロ，メソ.体制lの3レベルの組み合わせによって総合できると述べているが，これ
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はそれぞれの原攻的な速いを軽視している

10)産業立地の行動的研究が独占資本主義の産物であるという主張についてはMassey

(1973) 

11) 日本にJ3いても米;(~:{Q: (1958. 1959)の経営立地研究，渡辺利得 (1972)の立地管理論
などは，企業組織の問題を立地研究のなかに取り入れようとしたものであった 企業の立地行

動や立地戦略への注目は.西岡 (1971，1973， 1982， Nishioka， 1974， 1985， Nishioka and 

kγtlmme， 1973) .野ff，(・森fit編 (1975)，三輪公夫 (1983)にも見られる.

3 

1)基礎素材型産業，情造不況業種に傾斜した工業情造を持つ地域の停滞について，低成長期

のj血減併造の変化として位置づけたものとしては，川島 (1983).特に比較的的老朽プラント

の多〈存症した西日本の地位の低下にふれたものとして，必橋 (1985) ‘

2)この関連の文献及び工治閉鎖に作用する要因の撃理等についてはWattsand Stafford(l986) 
の展望がある

1 )初期のものとしては目日本経演新聞社(1962) 経済地理学の分野では，奥回

(1965a，b) 

2)石油化学工業史の基本的な点については.次の文献を参照しているー石油化学工業協会

(1971， 1981， 1989) 

3)山下 山下旬疋付編著 (1971)pp_66-83_外国妓術の議入と大型化によって薗一的な傍造

を持ち.それが過当鋭争の要因となっていることの国際的な比較倹証としては，近藤

(1967) 

4)三井石ith化学の関東市場進出のための千葉立地については，三井石油化学 (1978) p_96. 

住友化学は昭和電工とともに計画した静i11i計画が住民の公害反対運動のために中止となった後，
コンビナート 77イナリー企業として設立していた富士石油の千葉立地決定とともに，第二立

地を千業とした.住友化学 (1981)pp.406-'109. 426.429.石油化学工業においては原価中に

占める輸送貨の比重は低いが，立地格差のなかでは需要因子及びそれとの関連での製品輸送費

は大きな影響を与えることを岩!日 (1965)は分析している.

5)三井石油化学と三井東圧化学との調設の結呆，後者一の来北の高密度ポ 1)エチレン計画が中

」とされた エチレンオヰサイド グリコーJレについては阿社の出資により泉北酸化エチレンが

設立されたが，三井石内"化学はその前後の令理化により岩国大竹工場で生産を休止し千葉工

場のみとしている 三井石例化学工業 (1978)pp.128-129 三菱化成は水烏進出の際に三菱

油化との競合凪避のために既存有機製品の原科転換を主体とし，合成樹脇についても三菱対I化

と異なる高密度ポリエチレンから出発した しかし，その後両社とも向様の合成樹脂に相互に

進山している 三菱化成 (1981)pp.273'274， 279・280.

6) ~孟化ピニ Jレ原料のカーパイドからエチレンへの転換.アンモニアの大型化にともなう地方
て場からベルトj血新コンビートへの立j血移動については，近藤 (1973). 

7)新会総における大脱線工業恭地雷f蘭では.苫小牧東部などのi童附地へのコンビート立地計
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間されていが，第一次石川l危機後の状況の変化によって実現の可能性はなくなっている.この

点の分析として，野原光 (1980)pp.50.64. 

8)エチレン価格においては，19B1 年では日本が175円!kgなのに対して，アメリカ120門/kg，

カナダ70阿!kgと見僚もられ，この時期に北米製品が臼本と日本の繍出先であった東南アジア

に流入した.

1985i!'においては，日本を100として，アメリカ75，カナダ45，さらに新たに生産を開始

するサウジアラピアが25という格差が予想されていた.産業情造審議会化学工業部会 f80年代

における石油化学工業及ぴその施策のあり方・中問答申J1981 ( r同 ー本答申J1982) 
pp.63-64 

9) +骨造不況の要因の分析としては，化学経済研究所 (1982). 

10)産業構造審議会・化学工業部会 f80年代における石油化学工業及びその施策のあり方・中

問答申J1981 ( r同・本答申J1982) ppφ63-64.中問答申，本答申に続く具体策の倹討は，
産{再審・化学工業部会石川i化学産業体制小委員会「石油化学工業の産業体制整備のあり方につ

いてJ1982.石illt化学以外の書官門とも関係し，早急に対策が必要とされた塩化ピニル樹脂につ
いては.同部会主量化ピニル ソーダ小委員会「今後の我が国塩化ピニル ソーダ産業友びその

施策のあり )jJ 1981 

11)通商産業省『基礎素材産業の展望と課題j1982，産業機造審議会総合部会基礎産業対策

特別委員会「基礎素材産業対策のあり方についてJ1982 (通商産業省産業政策局 f産締法の解
説J1983) 

12)エチレン，ポリオレフィン，極化ピニJレ措』旨，エチレンオキサイド，スチレンについてそ

れぞれ憎造改善基本計画が公示されている

13) rエチレン製造業の情造改善基本計画J1983 ( r石油化学工業年鑑j石油化学新報社
1984) p.189. より基本的f~爆としては，資本揃退について「恐慌という暴力的解決を政策関
与におきかえること」によって，そのプロセλ をスムーズに実現しようとするものであるとい

うことができる.渡辺・佐伯 (1984)p.147. 

14)独占禁止政策の立場からは鋭争制限的な構造不況対策には批判的であった 公正取引委員

会経済倒査研究会 (1982). 1再造不況業主E対策と独禁政策の調整過程については，通商産業省
(1983) r産構法の解説Jpp.l'75. 
15)産業権造審議会 r80年代における石油化学工業及びその施策のあり方について 本答申j

pp.7-8，欧米との比較では， i!J:密度ポリエチレンを例にとると，日本の10社に対して，アメリ

カの13社はgljとしても.西ヨーロッパ諮問では3-5社となっている.通商産業省 (1981)， 

p.23. しかし， 一社当たりの平均能力は必ずしも小さくなく 目小規模乱立とみえる日本の情造

は.各企業が主主争的に拡大可能な巨大な7ーケットに支えられたものであったとする見解があ

る山下山本 (1980)pp，1l5-J 16. 

16)産業構造審議会「石油化学工業の産業体制盤備のあり方についてJp.23 

17)以下では石油化学工業への限定のために，アンモニア，17i<素，化学肥料についての検討は

行わないが.各コンビートの従業者数の変化にはこの昔IIF'Jも含まれている

18)このほかに，近年，石油精製の二次装債の増設によって，流動接触分解装置から発生する

プロピレ ン等の利用iJ宅地却lしている.石油精製業においても 'j常圧蒸留装置の処理が行われて

u、る.
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19)住友化学は愛媛においてエチレンの大型設備へのリプレースを計画していたが，不況のた

めに中止となった.住友化学 (1981)pp.657'659.三菱itlJ化は化成品のエチレンオキサイド，

ス千レンモノマーについては四日市でスクラップ・アンド・ピルドを進め，樹脂の鹿島集約と

は異なる展開を行っている.これらは多少，例外的な点である.

20) 11日午Il?在工も川崎における誘導品生産に続いて大分にエチレンセンターを建設していたが.

情造改醤の前の段階で大分への樹脂の集約を完了している.

21)各社の処理取は1981年末能力シェア， 81年j嘗年生産多読売シェア， 1979-81年生産実鋭シェ

アのうち，各社のベストシェアによって決定される. r化学経済J1983年6月号p.46.これを
原則として十時造改普基本苦j'ii!iiの公示後，虚構法による指示カルテルが行われたが，これは1986

年3月に解除された

22) !J]:~監提供の笑胞に際しては， r出資関係，地域的関連性等を勘案し，合理的，安定的な提
携関係の情築を図るものとするJ. rエチレン製造業の構造改普基本計画Jp.190. 
23)両社の浮島石油化学への共同投資は.事業提携計画としてのゑ認も受けている，

24)四日市においても三菱t由化と新大協和石t由化学の聞で誘導品も含めた生産の受委託が検討

されていたが，これは中止されている.

25)図4.5による撤退の総量は17.6万U年であり，設備処理後の稔能力の4憶にあたる.

26)エチレンの海上輸送，パイプラインによる結合の状況については.石油化学工業協会

(1978) pp. 55.56.長距離輸送a 交錯給送による不経済をさけるために，エチレンを三井石

油化学・千葉から出光石油化学ー千葉へ供給する一方で，出光石油化学・徳山から三井石油化

学 ー岩国大竹へ供給するというような地成スワップが行われる場合がある.重化学工業通信社

「日本の石油化学工業J'83年度版p.176，180， 222. 

27) r石油化学新報J1985年6月25日付.
28) rポリオレフイン製造業の情造改善基本計画J， (r石油化学工業年鑑J)pp.I90'192 
f我が図における境化ピニルーソーダ産業及びその施策のあり方J

29)重化学工業通信社 f日本の石油化学工業J・84年度版p.567目

30)特殊品への給小と汎用品の集約li，住友化学の愛媛から千葉，東亜合成化学の徳島からJII
崎有機，信怠化学の前陥から鹿島，電気化学の枝川から青海と千葉，日本ゼオンの高岡から水

島などの工場開で行われている.

31) 1981年に稼働していた16のエチレン設備の製造コストの対比によれば， 30万t/年以上の

設備の問では.エネJレギー原単位により18円/kg，固定費で15円/円，総原価では22円Ikgの傍

差であるのに対して.小規模なものも含めた全プラントでは.エネJレギー原単位により28円/

kg ， 固定資で21内/kg，総原価では41円/kgの~があり，規棋の経演性によるエネ Jレギ-'!tと閤

定資を中心とした生産貨の椅差が存在していた.産業構造審議会化学工業部会 r80年代におけ

る石油化学工業及びその純錠のあり方ー中問答申J1981 ( r岡 本答申J1982) pp.63'64. 

32)千葉地区におけるエチレン生産量は，1977年までは50-60万tで全国の約2割にあたって

いたが. 1978年の浮島石iIll化学 千策の稼働によって1979年には117万tのピークに逮し 1 全

国比率も26.6%となった.tIII造不況下の1981-82年は96-97万tlこ減少したが，設備処理に先

行した千楽への生産集約化によって全国比率は約30%に上昇した 1985年において設備処理が

完了し，さらにtll光石油化学千業の稼働後の設備能力は146万tI年となり，全国の34%にあ

たっている(生産量は工業統計表・品目編). 
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33)アヲリロニトリル設備のMMAへの転mなどカf行われている.
34)新扇浜，大竹の 21也域は特定不況j也波に指定された.

35)通商産業省立地公害局工業際配置諜 (1985). p.36. 

36)東洋曹達とチツソは共同塩ピ販売に属し，チツソの工場配置上欠いている中京地区では東

洋智述 四日市から供給を受けている 住友化学と日本ゼオンは第一塩販売のグループに属す

る.

37)石illl化学製品のI!I内需要のうち，合成樹脂が54.7%，合成総維が15.5%を占める。石油化学

工業協会 「石1111化学工業の現状J1985年.

38)住友化学では岡山に子会社の日本エクスランが立地しており，新居浜にもアタリロニトリ

Jレを使用する住友ノーガタック (ABS樹脂)，ノパポリマー (ASl$tR旨)の工場がある.日東化

学の場合は，親企業の三菱レイヨンの工場と一体的に運営されている大竹への集約となった

5. 

1)化学工業の動向およぴ銑争力の国際比較については.化学経済研究所 (1987). 

2)情造改善の性般については，産権審答申の他.化学経済研究所 (1987). pp.3l-41.石油

化学工業協会 (1989). 

3)石油化学新聞社 (1988)pp.53 

4)通商産業省基礎産業局編 (1988).日本化学工業協会 (1988). 

5)三重県企業庁 (1982)p.164，岐阜県土木部河川課 (1981)pp.80.81.中部経街遂合会

(1963. pp.253.265)の広域行政権想は，水資源開発問題にもかかわっている a

6)三重県企業庁工業用水道課 (1989)p.61. 

6 

1)昭和電工「産業用発電施設誠受袈望舎J1951.構造不況下における工場存続のための要望
項にも，東信電気時代に喜多方工場向け発電所となる予定であった新郷発電所の譲受又は共

同発電化がもりこまれている 喜多方市「昭和軽金属(株)喜多方工場の存続について1
1978 

2) 1955年について電力単価とアルミナ輸送貨のみで4工場の立地差を検討したものがある.

日本経済研究所 (1957). 

3) 日本経金属「有価証券報告轡Jより.遠隔地である苫小牧で3，900-il，100円/t，沖縄で
3，500門/tという試算がある. rアルミニューウム製鉱ビ工場の苫小牧誘笹Jr北海道拓殖銀行
調資月報JNo.166， 1965， r経金属通鑓」重化学工業通信社 1971年版， p.28. 
4)産業情造調査会編 (1964)".226 

5) 日本経済研究所 (1957)p，27 

6)安西 (1971)p.225 

7)坂出工場(;1;，併殺のコークス工場からコークスガスを四国電力の発電所に送り，さらにそ

こから電力を勝入している.坂出に立i也を決定した際，候補地として富津，小名浜，津，衣I甫

も比較検討したが，衣捕を除いては大差な<，凶国電力との合意成立と既存コークス工場との
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i士関から坂出立j血となった 三菱化成 (1981)pp34G-349 

8) 日本軽金属 (1970)pp.236.246. 

9)住友化学 (1981)p.500. 

10)首1)、牧港開発株式会社二十年史 (1980)pp.20G-208. 

ll)方式により異なるがトン当たり3-4万円の節約になるといわれる.

12)官僚 (1979). 

(3)吉田隆彦(J974)は，アルミにおいても，加工の段階が先に行けばそれだけ工業集積の

すすんだ地域に工場の分布が限定されてくる傾向があると述べている，山口岳志 (1965)は，

アメリカの 71レミニウム工業において，エネルギ-i原の転換にともない市場篠近性からみた立
地変動があったことをまとめている.

14)新鋭工場と!日製工場では.電力原単位において13，500-14，500kwh/tと約1，OOOkwh/tの

瑳があるとみられるが，この程度の生産性の速いは電力価格でl円/kwhの差にしか対応せず.

海外製錬の電力側格の低きからみれば問題とならない.

15)石炭火力への転換により，電力価絡は17-18円/kwhから12-13円/kwhへと低下する

と見残られている
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G巴ographicalstudies on the locational changes of 

basic material industries in Japan 

Koichi TOGASHI 

ABSTRACT 

Wc propose a theoretical framcwork on industrial reSlruc印nng 山剖 caus白 unevenregional 

development and regional problems in the changing contempo同庁 economy.Tbe empirical studies of 

Japancsc petrochemical and aluminum smelting industries would br旧gan illuslration ofthis theory. 

10 chapter 1， we. discuss由erestructuring process composed of three elements， as the macro 

econol1lic change of national and global economy， the dynamics of each industrial sectors， and the 

national and regiol山Ipolicy interventions. Good perfonnance of Japanese induslries and the na如何 of

industrial readjuslment process is cxplained， in one side， by lhe relalionship of co叩oralebehavior， 

indusl.rialorgani国 tJons剖 dindustrial policies， on the other， locational change and regional problems. 

After the fi目loil cris目 in1973， labor intensive or basic material indu5tTies were depressed， and 

the rcstnlcturing of productions and co巾orateorgani回 tionswere cxecuted under lhe industrial adjustment 

policies. At the same time， special問gionalpolicies were planned for出esaJ叩ofunemployees， a町ected
subcomraCli略日inns，and deprcssed regional economies. 11 W泊 verydifficult ro change出ecourse o[ 

rationalizarion plans of large co中orations，and 10 revitalize regional e，∞nomies. Iapanese multinarional 

∞rporations have increased lh剖rforeign direcI investments.， 10 adapt the evatualIon ofyen加 dthe回 de
connicls， and lhey construct intcmational networks of production and dislribution. Domestic production 

facilitics become the inlemational bases of R&D and high value added products， and the factories and 

employces of standard products decline， so the polarization of production syslems occurs. rndustrial 

policies are necessary for regional economies lo adapt nexibly 10 global dynamism and to sustain their 

communltles. 

Recenl I-rends of industrial location srudi白 a陀 reviewedin chapter 2， and some mClhodological 

problems町ediscussed in detail. First， there have been the developmen目。fthe geography of enrerprise 

and the behaviornl凹dustrisllocation stlldies since 1 960s. Although ihe neoclassical localioo theory have 

田sumptionsof p町fectinfonnation， optimal behavior1 ac山alco巾O同tebehaviors are characterized by 

l11ultiple pu巾oses)Imper先ctin fonnation副lduncertain environment. 8ehavio問1studies回 atfinns from 

a view poinl of management， but they lack perspectives from general economic structures，間dmiss 

historically specific conditions. Component of industrial change and the analysis of extemal ownership 

have 川市町tsnlimplications for tl，e regional development policy. In this sense， the geography of enterprise 
has been an approach to indusrrial location and regional problems in the restructllring of contempo悶庁

capitalism 

The slructural approach proposed by D. Massey in UK and the sparial stTucture theory by T 

Yada in Japan have sOl11e resemblance in their methodologies， and Iheir cOl1lparison brings fu円her
development of economic geography in intemarional perspective. The stntctural approach explained山e

change ofsp剖ialdivisions oflabor in United Kingdom， from regional specialization to locational hiera同hi回
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in the economic cri引sand res甘uClunng骨omI"，e 1 960s. 80th approaches take lIP historical and SlruCtu悶I

conclitions川 theiranalyses. Though lhe structural approach lakes a critical standpoint on山eabstract 

method 01" economics， some Japanese cconomic geographers integrate capitalist political economy and 
loc3tion Iheory， and empirical researches 

In chapter 3，仕ompreccding discussion of comparative analysis bctween advanced coumries， lhe 

focus of the studi回目 placedOn thc individual indllstries， esp田 iallyon b白 icmaterial ones. and ¥I/e 
cxplain the prcmiscs of剖npiricalsrudies in cbaptcr 4 to 6. The subjects are， tirslly， the nature of 
indllstrial localion in the high growth period of Japanese economy山alhad some diffヒremexpenence 

from USA 3nd weSlem ElIrope， and secondly the change of spatial struc回resin the transition to the low 

growlh period from 1 970sφ 

The locational systems of basic materiaJ industries as iron and steel
J 
pelroleum refining， 

petrochcmicals werc lhe multiple localions and market dividing trategies. Such localional syslems are 

detl!rmincd by induSl'rial organi日 lionsand industrial polici目白atwere unique to Japanese economy in 

1960s， bUI Japanese economic geography thought lhose results in the capitalist economy in generaJ. For 

example， iron and sleel industry or petrochemical indus!乃， in westem Europe did not have the same 

locational systems because of different indusrriaJ organizations and policies. which w町eexplained by 

sever羽1sludies in UK. 

In山ese∞nd凶inr，Lhere we問 srudi白 Onlocational changes of depr官邸edindustries描 shipbui.lding，
textilc，副ld，in stceJ剖'ldpctrochemicaJ indusLries" the loc3tional systems ofmultiple locations and market 

dividing have been restrucLured through reduction of overcapacity副 dconccntration to more emcienl 

plants， and have laken Ihe intralirm products differenliated divisions between complcxes. Jndustrial 

adjustment plans promoted the depression carlels and rhe joim distributing companics. Those _plans were 

also different forms of indusrrial r回汀uCluringfrom w出回mco叩oralJons田 drasticM&A. 

In chapl'er 4 and 5， we examine tbe locaf'ional change in the rcstrucruring process of Japanese 

petrochem ical ind山町，undcr the industrial crisis and adj山田町tpl制民間dexplain the locational QulCOmes 

ofcapacilY同duclionand shi fl回 highvalue added produClS. 

In high the growth period of 1 960s， active inve叩nentslralegies of 12 petrochemical co叩orations
concentrated 15 complexes in Paci fic 8elt， and 3 fim四 builttirst and second elhylene cente悶 rhatlocared 

10 divide market are.s. According 10 Ihe readjustment plan in early 1980s， old and small centers were 

pa凶yor completely cJosed， and山osefirms concentr郁edproduclion capacity to new complexes located 

in Kanto region. New plants or R&D functions were introduced for lhe reconstmction of old center5. 

using idle Sil6S， facilities and employees. Establishmcn1 of cartels andjoint distributing company indicated 

Ihc change of industTial organiz出ionfroU1 compelitive 10 cooperalive Qnes. Some firms swapped each 

re邑ionaldistribulion area lo rationnli四 transportation.and the rcsult was thc intcr古nnand LllIerregional 

spatiaJ divisions of market areasι 

[n chapter 5，日間t，we analyze山elocal impacls ofindustrial adjustment ofpetrochemical industry， 

and lhe locational change Wilh Ihc shifts 10 high value added products in the recovering stage form 

struclUral deprcssion. New developmenls of line chemical produc臼arelargely located in出emetropolIlan 

regions. 111 a case study ofNiihama complex， Sumiiomo ChcOIical activcly planed the reconstruc(ion. It 

was nOt incflicicnt decision tO Introduce many smnll scale， new products lines to remole faclories， 
bccause of their high economic values. But， new investments did 1101 reqllire 50 many ernployees， and 
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mnssive rcdundnncy had occurred， Ihe co巾orntiol1had decided to introduce enrJy retirement toward eJder 
empJoyees 

PoJiticaJ subjects aroul1d cOll1pJex shifted from regionaJ dcveJopmeot or pollulion probJems 山

一60s to depression in 1970s and c 叫 l 卿 s. Allbough 山 c叩c町帥t
for 1I11阻cmp判loye。凶sand 3m向ecl阻edsLlbc∞。加utr問ac引t川:日Is畠自mlS，there wcre problems bow to solve the rnismatch of 

labor market and how 10 be Jess dependent on parent co巾orationsfor small tirms. LocaJ govemmen阻

expccl for the effo円。fco中orationsconcemed to reconsrruCl cornplex， bUl it was nm easy to coordinate 
between large corporations behavior and regional pJanning. 

Other proble白ml山Jla副【occurredin the complex r問e畠g.旧。n悶sw回 Ih児eo例ve町rc臼ap仰ac引Jtザyofs。民ci凶a剖Ji悶nfr祖肌加』叫c叫t加u町r白 .
叩 ciω州州i陥凶刷a剖州11)川 dl削 a剖山司叫山Is刊.t阿 制 1問n削 r吋i凶 W蜘 su附 Ir仙 str凶帥i泊a山 a副t川 e町叩emaπY

and the deJay of inveStment. ln Yokkaichi compJex， the prefectural govemment woπied Ihat it cOLlJd nol 
pay for the co引 ofwaler deveJopment pr句eClSas dams and river mouth weir 

In chapler 6， Ihc aJuminum smelting induslry in Japan， which was anolher basic rnateriaJ induslry 

dev内edin削ゆ grow.hpe叫四 a叫 ectof a問 Jysis.Then， the reJationsb脚 betweenpJanl 
location and regional pJanl1ing in high邑rowlhera and the plant cJosure following industrial crisis are 

examined‘ 

In lhe 1960s， Japanese aluminum indusrry deveJoped through the increase of demand and new 

fiml cntrances. New localions of reduction pl加国 werein lhe marilirne sile of me町opolitanregions wi【h

themlal power slations. In the Iate 1960s， .げ polJurionproblems happened from aJuminum reduction a旧d
power genermilJ!l plants， 50 loc81 govemmems and resid町1IS町即日d山eir10四国nm somer町田ー PeripheraJ

reglO国間Jap凹 scaare田 plannedmedium scale industrial sites加 dthey tried回訓問ctaluminum planrs 

to develop regional 田onomies. Those問gionalgrowth poJes succeedcd 10 Jocale .llIminum pJan白agamst

antipollution movements. Local multiplier effec臼 ofalumi叩 rnplant were weak， and it w酪 necess町yto
atlract aluminu.m proc田 singand fabricating industries 

Japanese aluminum smelting indusl"ry lost lheir international competitiveness caused by lhe oil 

crisis and lhe evaluation of yen4 Alul11Inum co巾orallOI1Sgradually cJosed domeSlic pJants剖ldwent on 

their overse出 productionpJans. PJant closures were deterrnined by factors as cosl of eJectricity and 

productivity ofplanLS. Ol1ly one plant using waler po、vergenerntion survives in dome.stic production now 
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